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　国立教育政策研究所社会教育実践研究センターでは，ボランティア活動の推進を社会教育の主
要課題の一つとして位置付け，これまで学習成果を生かしたボランティア活動や子供たちの体験
活動を豊かにするための各種調査研究に取り組んできました。
　平成 21年度には，公民館におけるボランティアの研修の充実方策についての調査研究（委員長：
讃岐幸治愛媛大学名誉教授）を，平成 22年度には，図書館におけるボランティアの実態に関する
調査研究（委員長：小田光宏青山学院大学教授）を行い，公民館や図書館の社会教育施設におけ
るボランティアの育成や実態について調査研究を実施しました。
　また，翌年の平成 23年度には，地域におけるNPO活動やボランティア活動等の実態に関する
調査研究（委員長：清國祐二香川大学生涯学習教育研究センター長）を，平成 24年度は東日本大
震災（平成 23年３月発生）において大きな役割を担い，その後もボランティア活動を継続してい
るNPOや企業に焦点を当てた調査研究（委員長：興梠寛昭和女子大学コミュニティサービスラー
ニングセンター長）を実施してきました。
　これらの調査研究を実施する中で，全国各地において，様々な分野と場面で，大学生がボランティ
ア活動に積極的に関わっている姿が見受けられました。
　また，全国の大学においては，グローバル化への対応として柔軟なカリキュラムの実施，入学
時期の弾力化等の検討を行っており，東京大学では平成 27年度から本格的な「４ターム（学期）制」
の導入が予定されています。その中で，国際経験も含む体験活動の強化や初年次長期自主活動プ
ログラムという日本版ギャップイヤーの仕組みの導入が進められています。
　そこで，従来からの調査研究の成果を踏まえボランティア活動を五つに分類し，事例を収集・
整理分析し，大学生のボランティア活動を地域の活性化や学生自身の成長に生かす方策を明らか
にするとともに，社会教育行政と大学教育との関わりについて調査研究を行ってきました。
　今後，全国の社会教育関係者が，大学生の活動を支援し有効に地域に生かしていく上で，また，
大学関係者がギャップイヤー対応プログラムを導入すること等について検討する上で，この調査
研究報告書が少しでもお役に立てば幸いです。
　結びに，本調査研究の実施に当たり，御指導を頂きました興梠寛委員長（昭和女子大学コミュ
ニティサービスラーニングセンター長）を始め，委員各位並びに本調査研究に御協力を頂きまし
た各大学，社会教育行政の関係者の皆様方に厚く御礼申し上げます。
　　平成 27年３月
 国立教育政策研究所　　　　　　　　　　　　　　
 社会教育実践研究センター長　　渡　部　　　徹
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第１章　１　調査研究の概要
⑴　調査研究の目的
　　社会教育における体験活動の推進等に資するため，社会教育行政と多様なボランティア推進
主体との連携の在り方について調査研究を行う。
⑵　調査研究方法等
　　社会教育行政と大学等の連携によるボランティア活動推進の仕組みの実態と課題等を探るた
め，学生がボランティア活動等により地域の活性化に寄与している特色ある事例について聞き
取り調査を行った。
　　聞き取り調査の期間は，平成 26年 3月から 8月までとした。
⑶　調査研究の内容
　　学生ボランティア等の特色ある活動事例を，①大学と行政が連携し，地域の社会教育事業に
学生ボランティアを生かしている事例，②学生ボランティアが地域活性化のために活躍してい
る事例，③大学のサービスラーニングとして学生がボランティア活動をしている事例，④大学
の専門教育プログラムが地域のボランティア活動等と結び付いた事例，⑤学生支援に学生ボラ
ンティアが活動している事例，に分類し，委員による聞き取り調査を行った。
　
No. 実施団体及び事業等の名称
分類
① ② ③ ④ ⑤
１ 埼玉県教育委員会・東洋大学等「子ども大学あさか」 ○
２ 香川大学「直島プロジェクト」 ○
３ 岐阜経済大学「マイスター倶楽部」 ○
４ 立命館大学「サービスラーニングセンター」 ○
５ 桐蔭横浜大学「社会貢献論」「サービス・ラーニング実習」 ○
６ 島根大学「1000 時間体験学修」プログラム ○
７ 広島県立生涯学習センター「ワクワク学び隊」 ○
８
青森県総合社会教育センター
「高大連携キャリアサポート推進事業（キャリサポ）」
○
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⑷　調査研究の主体
　　国立教育政策研究所社会教育実践研究センターに設置された，学識経験者等により構成する
「社会教育行政と多様なボランティア推進主体との連携モデルの開発に関する調査研究委員会」
が調査研究を実施した。その委員は，次のとおりである。
　　青　山　鉄　兵　　　文教大学人間科学部専任講師
　　伊　藤　康　志　　　弘前大学学務部長
　　木　村　清　一　　　日本ボランティア学習協会常任理事
　　　　　　　　　　　　桐蔭横浜大学スポーツ健康政策学部客員教授
　　興　梠　　　寛　　　昭和女子大学コミュニティサービスラーニングセンター長
　　　　　　　　　　　　社会福祉法人世田谷ボランティア協会理事長
　　阪　本　陽　子　　　台東区教育委員会生涯学習課社会教育主事
 （以上，五十音順：職名は，平成 27年 3月 31日現在）
＜事務局＞
（平成 25年度）
　山　本　裕　一　　国立教育政策研究所社会教育実践研究センター長
　波　塚　章　生　　国立教育政策研究所社会教育実践研究センター社会教育調査官
　濱　中　昌　志　　国立教育政策研究所社会教育実践研究センター社会教育調査官
　内　河　大　和　　国立教育政策研究所社会教育実践研究センター専門調査員
（平成 26年度）
　山　本　裕　一　　国立教育政策研究所社会教育実践研究センター長
　　　　　　　　 ［平成 26年 12月 31日まで］
　渡　部　　　徹　　国立教育政策研究所社会教育実践研究センター長
 ［平成 27年 1月 1日から］
　波　塚　章　生　　国立教育政策研究所社会教育実践研究センター社会教育調査官
　井　上　昌　幸　　国立教育政策研究所社会教育実践研究センター社会教育調査官
　内　河　大　和　　国立教育政策研究所社会教育実践研究センター専門調査員
　山　﨑　浩　之　　国立教育政策研究所社会教育実践研究センター社会教育特別調査員
　仲　村　拓　真　　国立教育政策研究所社会教育実践研究センター研究補助者
　　なお，国立教育政策研究所社会教育実践研究センターでは，鳥越留美子（専門職）が庶務を
担当した。
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第１章　２　社会教育行政と大学生との連携の必要性について
⑴　大学が求める新たな「知」の構築のために
　　人は，地域社会との関わりを持ってしか生きることはできない。
　　人には，人が創り出すコミュニティとの関わりの中で，他者の異なる個性や育ちの背景，多
様な文化を持つ人々，自然環境とどのようにして共生していくのかを，自らが主体的に学びとっ
ていく教育が必要とされている。
　　社会教育は，こうした教育のニーズに，どのように応えていけばいいのだろうか。特に大学
教育に焦点を当てながら，社会教育行政とボランティア活動の推進や，連携モデルの在り方に
ついて考察したい。
　　ユネスコが 1997 年に提案した『21世紀教育国際委員会』レポートは，21世紀の教育目標を，
①「知るための学び」（Learningtoknow），②「為すための学び」（Learningtodo），③「他
者とともに生きる学び」（Learningtolivewithothers），④「人間となるための学び」（Learning
tobe）の４つを提案し，世界の教育に大きな影響を与えた。
　　こうした提案の意義を考えるとき，社会教育も常にその社会的使命と理念が検証されていか
なくてはならない。
　　大学改革が進む中で，文部科学省『中央教育審議会』は，平成 26（2014）年 10 月 24 日に
入試選抜方法の改革を促す答申案をまとめ，発表した。
　　答申案は，大学入試の際に知識の量を問う「従来型の学力」を測るテストから，知識を活用
し自ら課題を解決できる能力を見る入試に改めるとの提案を行った。個別試験については，筆
記試験の点数ではなく，志望理由書や面接，プレゼンテーション能力，集団討論，部活動の実績，
資格試験の成績などを組み合せて選抜する。センター試験では，「思考力・判断力・表現力」を
評価する「大学入学希望者学力評価テスト」（仮称）を複数回実施することを検討している。
　　答申案では，「効率性を重視する余り，面接や集団討論，その他による多元的な評価を重視し
ない傾向がある」とも指摘し，さらには「年齢や文化，家庭環境など多彩な背景を持つ高校生
が積み上げてきた経験や能力」を多面的に評価する入試を行うよう求めた。このような大学入
試改革は，大学教育の方向転換をも意識したものである。
　　現代の大学生は，高校生時代に避けては通れない大学入試から，大学の卒業まで，常に社会
が求める「知」へのニーズに応えなくてはならない。しかし，大学もまた，こうした現代的なニー
ズに対応した教育環境を開拓していかなくてはならない。
　　こうした大学生の学びや，大学における教育環境を整えていくことは，学生自身や大学の努
力のみによって成し遂げることはできない。特に地域社会の多様な教育資源を発掘しつつ，潜
在的な教育力をエンパワーメントしながら，教育が求めるニーズに結び付けている社会教育の
果たすべき役割に社会はもっと注目する必要がある。
　　今，大学教育においては「サービスラーニング」を始めとして，ボランティア活動の持つ潜
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在的な教育力に着目し，アカデミズムと社会貢献活動とを結んだ教育カリキュラムなどの教科
学習モデルの開発を始め，地域社会におけるボランティア団体・NPO，社会教育施設等と連携
したインターンシップなどへのニーズが高まってきている。こうした，大学教育における新た
な試みは，社会教育が大学と連携していくための好機であると考えていい。
　　大学には，高等教育において蓄積された知と技術，人材が集積されている。また，何よりも，
学生たちの若いエネルギーが満ちあふれている。
⑵　「新しい学び」に向かって大学生が挑戦していくとき
　　『日本経団連』は，平成 22（2010）年９月から 11月にかけて「産業界の求める人材像と大
学教育への期待に関するアンケート」（経団連加盟企業・地方経済団体加盟企業の 1,283 社を対
象に調査，596 社が回答）を実施した。
　　アンケート結果によれば，経済界が大学生に期待する学びとは，
　　①　論理的能力や思考力を身に付ける。
　　②　チームを組んで特定の課題に取り組む経験をする。
　　③　専門分野の知識を身に付ける。
　　④　実社会や産業とのつながりを理解する。
　　また，グローバル社会に求める人材イメージの第１位は「既成の概念にとらわれないチャレ
ンジ精神」である。企業が学生を採用する際に求める力は，１位が「主体性」，２位「コミュニケー
ション能力」，３位「実行力」，４位「チームワーク・協調性」，５位「問題解決能力」，６位「倫
理観」，７位「社会性」，８位「論理的思考能力」，９位「創造力」，10位「産業技術への理解」，
11位「専門課程への深い知識」，12位「情報リテラシー」，13位「一般教養」，14位「外国語
能力」，15位「専門資格」と続いている。
　　経済界が大学生に求める学びへの期待は，単なる市場原理に基づく人材イメージの現れでは
なく，変化しつづける現代社会が求める人材イメージであると理解する必要がある。
　　例えば，『OECD』（経済協力開発機構）は，学力についての国際的標準を「KEY
COMPETENCIES」と呼び，次のように定義している。
　　①　自律的に行動する能力（主体性と判断力）
　　②　社会的な異質の集団における交流能力（コミュニケーション力）
　　③　社会・文化的，技術的ツールを，相互作用的に活用する能力（応用力と創造力）
　　このように，『OECD』は，変化し続ける社会の中で生きる力，すなわち「知識や技能を活用
する能力があるか」を学力として位置付け，学生が現在と将来にわたって効果のある「応用能力」
を身に付け，知識や技能の習得のみならず，応用力や創造力へと発展させる能力こそ真の学力
であると意味付けている。
　　この『OECD』の学力への問題提起や経済界が求める人材イメージなどを基に，学生の視点
から身に付けるべき力を考えてみると，次のように表現することができる。
　　①　好奇心を働かせて自ら考え，主体的に学ぶ学生になる。
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　　②　多様な視点から学び考え提案する批判力を身に付ける。
　　③　知識や技術を応用し創造へと結び付ける実践を伴う学びを進める。
　　④　異なる生活環境や社会的背景，価値観や考え方を持つ人々と出会い，コミュニケーショ
ン力を培う。
　　⑤　社会の責任ある主体として公共の社会のために責任を果たす「シティズンシップ」（市民
性）を身に付ける。
⑶　社会教育に求められる「教育マッチングシステム」の構築
　　このような，学生が求める学びへのニーズや，大学教育の期待に対して，社会教育にはどの
ような役割が求められるのだろうか。
　　今回の研究調査から明らかになった社会教育の役割の中で，最も重要な機能とは，学生のボ
ランティア活動への欲求や大学教育のニーズと，地域社会の教育力とを結ぶ「教育マッチング
システム」の構築であると考えられる。
　　社会教育における「教育マッチング」とは，次のような機能が考えられる。
　　①　ボランティア活動やサービスラーニング等の受入先の開拓やプログラムの開発
　　②　学生や大学にとって信頼できるボランティア情報の収集と提供
　　③　学生や大学教職員に対するボランティア相談や，サービスラーニング等の教育計画づく
りへの助言
　　④　社会教育施設等における学生の活動プログラムの開発と提供
　　⑤　学校，社会教育団体，地域のNPO，社会貢献企業や地縁組織などへの啓発
　　⑥　マッチング・コーディネーターの養成
　　特に，大学全入時代を迎えた今，社会教育主事などの専門職が，こうしたマッチング機能を
企画立案し，運営全体をプロデュースしていくことが求められている。また，近隣に大学のな
い地域においても，地域活性化のために大学と連携して，学生に教育資源や学習プログラムを
提供しながら地域活性化も図るという双方向の関係を意図的計画的に築いていくことが求めら
れる。
　　ボランティア活動の最大の特徴は，常に社会の現場から社会を見つめ「社会が抱える課題と
は何か？」「他者や社会のために自分はどのように役に立つか？」という問題意識から出発する。
そして，その問題意識を個人の利益のためだけではなく，社会全体の利益にまで広げ，ソーシャ
ルなデザインにまで発展させていく。
　　学生は，自らが主体的に問題に関わり，その解決のために試行錯誤しながら行動し，そこか
ら新たな学びへの課題を再発見し，自己のライフデザインや大学の学びへと結び付けていく。
　　社会教育は，学生の新たな学びへの挑戦のための伴走者であり，大学教育が地域社会との「縁」
を結ぶための “結び手 ” なのである。
 （興梠　寛）
－ 6－
第１章　３　大学改革と地域
⑴　大学改革の動向
　　少子高齢化，地域コミュニティの衰退，グローバル化，国際競争の激化を始めとする，社会
経済の急激な変化等を受けて，大学は「知的基盤の形成，社会の変革を担う人材の育成やイノベー
ションの創出など『知の拠点』としての役割」を担うものとして極めて大きな責務を負っている。
このため，各大学自身が主体的に大学改革を実行することが強く求められており，現在，大学
改革の取組を進めてない大学はないと言ってもよい。
　　平成24（2012）年に公表された国（文部科学省）の「大学改革実行プラン」では，「大学改革は待っ
たなしの状況」として，平成 25・26 年度を「改革集中実行期」として位置付け，法制度改正，
財政支援，リーディング・プログラムの展開など間断ない取組を進めている。改革実行プラン
では二つの大きな柱を掲げており，一つ目の柱が「激しく変化する社会における大学の機能の
再構築」である。その中に四つの基本的な方向が示されている。その中の一つが「地域再生の
核となる大学づくり（COC＜CenterofCommunity ＞構想の推進）」であり，「地域と大学
の連携強化」，「大学の生涯学習機能の強化」，「地域の雇用創造・課題解決への貢献」などが例
示された。
⑵　「地（知）の拠点整備事業」の展開
　　COC構想の推進のため，優れた取組を展開する大学を重点的に支援しようとするのが，平成
25（2013）年度から始まった「地（知）の拠点整備事業」（以下，「COC」という）である。
　
背景
〈大学に対する期待〉
　○　地域の課題解決に応える教育研究を行ってほしい。
　○　学生が地域社会に出てから役立つ学びに力を入れてほしい。
　○　教員個人のつながりから，大学が組織的に取り組む連携体制に発展させてほしい。
　　　　⬇　
〈大学が地域の課題解決に取り組む意義・効果〉
　◎　大学が地域の再生・活性化に貢献
　○　大学が地域の課題をより直視　→　教育研究の活性化
　○　学生が地域の課題解決に参画　→　学生の実践力育成
支援対象と目標
　○　自治体等と連携し，全学的に地域を志向した教育・研究・社会貢献を進める大学（短大・高専を含む）
が対象。
　○　学内組織が有機的に連携し，「地域のための大学」として全学的に地域再生・活性化に取り組み，将
来的に教育カリキュラム・教育組織の改革につなげる。
　○　地域の課題（ニーズ）と大学の資源（シーズ）のマッチングや自治体・大学の協働による地域振興
の取組を進める。 ※文部科学省資料から抜粋
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　　国による１年当たりの平均補助金額は一大学当たり５千万円程度，最大５年までと言う大型の事業
で，平成25・26年度合わせて全都道府県で77の取組（国公私立、大学・短大、高専）が進んでいる。
ＣＯＣは簡単に言えば，地域の課題解決に全学的・組織的に取り組み，大学の教育研究組織を改革し
ようとするものである。地域の課題解決のために大学がいかに全学的に協力するかということはもち
ろん，それ以上に重要なのは大学全体が地域を志向した大学に「なる」「変わる」ということであり，
中心となるのは教育改革である（「将来的には教育カリキュラム・教育組織の改革」）。地域の課題解
決に取り組む意欲と能力をもった人材（地域志向人材）をいかに育成できるか，そのための教育カリ
キュラムや教育組織をどう改革・再編するか（できるか）がCOC構想の実質と考えられる。
⑶　大学生のボランティア活動とCOCの接点
　　では大学生のボランティア活動をこのCOCの文脈でつかまえるとどうなるだろうか。一つ
はこれまでと同様，大学が社会（地域）貢献として，「学生が地域の課題解決に参画」するボラ
ンティア活動を支援するということがある。もう一つは地域志向人材の育成という文脈にボラ
ンティア活動を位置付け，教育カリキュラム（正課外も含めた広義の）として展開するという，
教育改革のテーマとして捉えることがある。浮上してきたのは後者である。もちろん，教育カ
リキュラムは大学のものだが，COCが求めている教育を実際に展開するためには，外部講師と
しての地域人材，学修テーマや場としての地域との連携は不可欠となってくる。
　　別な視点から，大学の教育改革において最も重要なテーマが大学教育の「質的転換」である。
平成 24（2012）年中教審答申「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて」では，
知識の伝達・注入を中心とした受動的な教育の場（授業）から，「学生が主体的に問題を発見し
解を見いだしていく能動的学修（アクティブ・ラーニング）への転換」が必要であると提言し
ている。ある特定の科目（授業）を設けよ，ということではなく，あらゆる授業における展開（そ
の態様は別として）が求められている。グループ・ディスカッション，ディベート，グループ・ワー
ク，課題解決学修（PBL：Problem／ ProjectBasedLearning）など学生の主体的・能動的
な授業参加には多様な方法があるが，この点からも実は地域は重要な役割を担える。北九州市
立大学や産業能率大学などでは，地域での様々な問題（プロジェクト）をテーマとしたPBLが
授業として，あるいは学生が参加する地域プロジェクトとして積極的に展開されている。
　　大学と地域の関係は，地域の課題解決のために大学が（一方的に）貢献する，大学を開放す
るということから，大学の教育機能の拡充や，大学自体の課題解決のために地域が必要だとい
う双方向の段階を迎えていると言える。大学生によるボランティア活動も大学の教育機能にう
まく組み込むことができれば，大学の教育改革・質的転換における重要なテーマとなってくる。
大学と地域の接点はそこにある。COCに取り組む大学には，地域人材育成のための教育カリキュ
ラム改革の計画があり，そこには地域との連携があらゆる場面で書き込まれているが（実は具
体的な手立てを持っている大学ばかりではない），実際にどのように具体化するかは，今後の地
域との連携にかかっている。そこに社会教育行政によるコーディネートの場面がありそうだ。
 （伊藤康志）
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第１章　４　大学における学生のボランティア活動の支援について
　平成23（2011）年の東日本大震災によって多くの人が犠牲になり，個人の財産はもとより，保存
してきた文化財や資料も失った。被災地には全国から多くの学生が駆け付け支援活動に汗を流した。
　学生の活動を新聞やテレビ，インターネットなどで知り多くの人たちが感動した。学生のエネ
ルギーを地域の活性化に生かし，発揮してほしいと，非営利団体（以下，「NPO」という）や行
政関係者は期待している。
　NPOや企業の社会貢献活動が活発になっている今日，大学の社会貢献の在り方について真剣に
検討しなければならない時代である。
　社会貢献活動の一環である学生のボランティア活動を推進・支援するための環境の整備が求め
られており，その在り方について考えてみる。
⑴　大学生のボランティア活動の現状
　　大学生は中学校や高等学校で「総合的な学習」や「部活動」でボランティア活動を体験しており，
ボランティア活動に対する関心が高くボランティア活動への参加率も高いと考えている人が多い。
　　しかし，学生がボランティアとして関わってくれることを期待して事業の企画をして，ボラ
ンティアの募集を行ったが，希望者が少なく困惑したとの声を関係者から聞くことが多い。
　　独立行政法人日本学生支援機構では平成 11（1999）年から大学生のボランティア活動につ
いての調査を行っている。平成 18（2006）年に公表された「学生のボランティア活動に関す
る調査報告書」から，大学生のボランティア活動の現況を概観してみる。
　ア　学生のボランティア活動体験
　　　大学生のボランティア活動体験が「ある」（「現在もしている」「現在はしていないが過去に
したことがある」）と答えた学生は 65％で，「現在している学生」は 18.1％，「全くしたこと
がない」と答えた学生は 34％である。
　　　専攻別に見ると，社会福祉系の学生のボランティア体験率が極めて高く続いて教育系で，
理学系や工学系は少ない。
　　　学生のボランティア活動の阻害要因を見ると，最も多いのは「大学の時間が忙しい」で次
いで「ボランティア活動に要する技術や知識を持たない」「アルバイトが忙しい」「情報が不
足している」などを挙げている。ほとんどの学生はアルバイトの経験を持ち，ボランティア
活動よりもアルバイトを優先させる学生が圧倒的である。
　　　総務省が行った「社会生活基本調査」（平成 23（2011）年度）の中からボランティア活動
率を見ると 20 歳から 24 歳までのボランティア活動行動者率は 20％で，他の世代と比べて
も低い状況である。最も高いのは 40歳代の女性である。
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　イ　学生のボランティア活動ニーズ
　　　総務省の同調査では，学生が「活動をしている」又は「活動をしようと思っている」分野
を調べている。最も多い分野は，「子供たちにスポーツ，レクリエーションなどの指導をする」
が最も多く，次いで「自然や環境を守る」「お年寄りや障害のある人などを助ける」「国際交流・
協力・外国人の世話をしたり，外国で援助活動をしたりする」が 20％以上である。続いて「地
域づくり」や「国内の災害援助」「学習支援」などが 10％台である。
　　　学生のボランティア・ニーズは学生の属性（学部，学年，部やサークルへの所属，住んで
いる場所など）によって異なる。
　　　ちなみに，桐蔭横浜大学スポーツ政策学部では，「社会貢献論」「サービス・ラーニング実
習」（４単位：担当は木村・木下）を平成 20（2008）年度から開講している。平成 26（2014）
年度前期履修者 88名は，学内で講義を受講した後に，社会貢献を行っているNPOなど 30
か所で 30時間の実習を行っている。
　　　学生が実習先を決定するに当たって，実習受入れ先担当者のプレゼンテーションを聞き第
３希望まで提出させている。その結果を見ると「子供のスポーツ」や「野外・自然体験活動
の支援」の希望者が最も多く，以下「農業支援・古民家再生」「子育て支援」「障害者スポー
ツ支援」「学校支援」「国際貢献や外国人の学習支援」「障害者生活自立支援」と続いている。
教職を目指している学生は，子供との関わりを持つ分野で実習を希望する学生が多い。
　ウ　ボランティア活動の形態，方法
　　　学生がどのような形態・方法でボランティア活動を行っているのかを見ると，「大学内のボ
ランティア・グループの活動として」が最も多く，次いで「学外のボランティア・グループ
の活動」「大学の部活動として」「友人や仲間同士のグループ活動として」「大学の正課として」
と続いている。「一人でやっている」は極めて少数である。
　エ　ボランティア活動の情報源
　　　学生がボランティア活動を行うに当たって，どのような情報源から情報を入手しているの
かを見ると，圧倒的に多いのは「インターネット・携帯などの情報網を使う」で，以下「友
人から聞く」「地域の回覧板や掲示板を読む」である。「学内外の相談窓口に相談する」は少
ない。学内のボランティア活動に関する「窓口」や「学外」の「市民活動センター」や「ボ
ランティアセンター」の所在を知らない学生が多い。
⑵　学生のボランティア活動の支援をするために大学への提案
　　学生のボランティア活動に関する関心は，阪神淡路大震災を契機に逐年向上し，東日本大震
災には多くの学生が支援活動に関わった。
　　しかし，日常生活における学生のボランティア活動率は全ての世代の中で最も低いのが現状
である。では，学生がボランティア活動に関心がないかといえば，必ずしもそのように断定す
ることはできない。ボランティア活動に関しての知識や情報，相談できる機会が身近にあるこ
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とによってボランティア活動への参加率は高くなる可能性があり，学生のボランティア活動を
支援する環境を整備することが必要であり，学生も期待している。
　ア　学生のボランティア活動を支援する「窓口」の業務を「静」から「動」へ
　　　学生のボランティア活動の推進を図る（NPOや行政からの照会に応える）ための部署を設
置している大学は 82％（（独）日本学生支援機構調査「大学等におけるボランティア活動の
推進と環境に関する調査報告書」平成 21（2009）年３月）と極めて高い設置率である。阪
神淡路大震災以降，大学において逐年整備されているが，学生や外部のNPOや行政関係者
の期待に応えられる体制にあるとは言い難い状況であり，現在の窓口の業務を「静」から「動」
に転換させる必要があり，そのポイントについて考えてみる。
　　　第一は，事務分掌上ボランティア活動に関する「窓口」を設けているが，他の業務との兼
務が圧倒的に多く，職員も兼務であるため，学生へのサービスも充分ではなく学生の認知度
が低いことから，「窓口」業務の改善が必要である。現在の大学行政では専任の職員を配置し
サービスを展開することは至難であることから，学生の協力や地域のNPOと連携し可能な
プログラムから実施することが現実的であろう。
　　　①　大学における「情報提供」の主流は，NPOや行政から提供があった印刷物を掲示板に
掲示して知らせる例が多い。このような「情報」提供は本部も学部でも同様である。学
生はこのような情報やインターネットによる情報によって誘発され行動に結び付く例は
少ないようである。情報を収集して，次には「友人」や「活動経験者」「大学の職員」な
どに相談して行動を決める例が多い。学生は「ボランティア活動についての基礎的な知
識を持たず」「どのような分野の活動があるのか」「自分が希望する分野についての知識
や技術を持たない」などで行動に踏み切れない場合が多い。相談する人との出会いと簡
単なアドバイスが学生の心を動かし行動に結び付く。
　　　②　大学側は「情報の提供」に加え，ボランティア相談業務を導入することを提案したい。
相談に応じる専門的な職員を配置することは極めて困難であるため，「窓口」の職員を中
心に，ボランティア活動を経験した学生や地域のNPO関係者に協力を依頼し実施する
ことが考えられる。既に学生のコーディネーターを養成し，そのコーディネーターが情
報提供と相談業務を担当し成果を挙げている大学もある。
　　　第二に，情報を求めて学生が気軽に立ち寄れる「スペース」の確保が必要である。このスペー
スは無駄なように考えられるが，学生にとっては生きた情報交換の場になり，その「スペース」
での出会いが縁になりサークルを立ち上げた例もある。このスペースの運営を学生のコーディ
ネーターに委ね，学生の発想を活用したボランティア活動に関する様々なイベントの実施が
可能であろう。このスペースを有効に活用するために，大学と学生とで運営委員会を設け意
思疎通を図ることが必要である。
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　イ　学生を対象としたボランティア・コーディネーターの養成
　　　大学におけるボランティア活動に関する情報提供や相談事業に関わる学生ボランティア・
コーディネーターを養成するために次のような研修内容が考えられ，講師は地域のNPO関
係者や学内のボランティア関連科目担当教員などに依頼する。
　　
①　情報を集める・知らせる（情報の収集と提供の方法）　　
②　受け止める（相談への対処方法。初めてボランティア活動を志向する学生と既にボラ
ンティア活動を行っている学生からの相談に対処する方法等）
③　つなぐ（学生のボランティア・ニーズと社会が求めるボランティア・二―ズとのマッチング）
④　学ぶ（ボランティア活動について学ぶ機会の企画と運営，NPO法人のマネージメントなど）
⑤　つくる・育てる（ボランティア・サークルの育成と運営についての助言）
　　　昭和女子大学では，学生ボランティア・コーディネーターを養成しており，受講した学生は「コミュ
ニティサービスラーニングセンター」を拠点に，情報提供や活動相談などを行い学生からの評価が高い。
　　　亜細亜大学と成蹊大学では，学生が「ボランティアセンター（本部）」を立ち上げ，大学の
「地域連携室」や地域の「ボランティアセンター」と連携し情報提供やボランティアプログラ
ムを学生に提供している。
　ウ　ボランティア活動を快適に行うための研修
　　　大学生のボランティア活動は個人やサークルの自主的な活動であり，活動前にボランティア
活動を安心して行うための学習の機会がないことから，ボランティア活動の基礎知識やマナー
について学ぶことなく活動に参加しているのが実態である。（正課の「ボランティア概論」「社
会貢献論」などではボランティア体験活動を実施する前に事前学習を行っている例が多い。）
　　　正課の科目を履習していない学生を対象に，事前学習の機会を年数回は実施し，学生が安
心して活動に参加できるための環境を整えることも大切である。その研修内容は，活動先や
支援をする対象者によって異なるが「ボランテア活動の理念」「事故防止」「救急救命法」「個
人情報や肖像権の確保」「ボランティア保険」「人権尊重」などは最低必要な内容である。こ
のような基礎的な知識を持たずにボランティア活動の現場に入ると，支援の対象者や受入れ
担当者に迷惑をかけるケースが多い。
　　　最近，「ツイッター」や「ブログ」が普及しているが，無断で撮影した顔写真や名前を掲載
する例があり，個人情報の保護についても研修の項目に加えるべきである。
　　　また，海外でのボランティア活動を希望する学生が多いが，当該国の「事情や文化」「安全
対策」などは必須の研修内容である。
　　　全国各地で災害が多発しており，被災地の復旧や復興の支援に関わる学生ボランティアの
活躍が期待されている。被災地における支援活動の内容と方法，被災地におけるボランティ
アンティアの生活やマナー，情報収集の方法などについて学習する機会を提供することも必
要である。東日本大震災を契機に支援活動に参加した学生の実践交流会や，学生のネットワー
ク化が進行している。
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　　　このような研修会の企画や指導については地域で活動しているNPOや「市民活動支援ボ
ランティアセンター」やボランティア推進機関の関係者が適任である。
　　　先に紹介した桐蔭横浜大学スポーツ健康政策学部の「社会貢献論」「サービス・ラーニング
実習」では事前の学習を重視している。実習受入先のNPOの設立趣旨と事業内容，実習中
の留意事項などについて受入先の担当者を授業に招
しょう
聘
へい
し説明を受けている。
　　　さらに，科目担当教員とプログラムディレクターが協力し「実習を終了した学生の体験談」
「実習中のトラブル例と対応策」「ボランティア活動マナー」「自己紹介」「保険のこと」「実習
終了後のボランティア活動」などについて指導をしている。また正課に位置付けられている「社
会福祉の基礎」「NPOマネージメント」「まちづくりと文化」「国際文化プログラム」などの
関連科目の履修を奨励している。
⑶　ネットワークの構築
　　地域には，社会的な課題が山積している。高齢者福祉や子育て，環境保護などは一例であり，こ
れらの課題を解決するためには住民のボランティア活動やNPOの活動が重要な役割を担っている。
　　地域におけるボランティア活動やNPOの活動の現状を見ると，活動の量も増え質も高くなっ
ているが，これらの活動に参加する青年が少ないのが現状である。
　　学生のボランティア活動を支援する体制は各大学によって異なるが，学生へのサービスが充
実している大学では，地域との連携が効果的に図られている傾向が見られる。
　　学外のボランティア推進機関やNPOなどと大学が連携することによって，①地域のボランティ
ア活動やNPOの活動の動向が把握できる，②新しい情報（ボランティアの募集，ボランティア養
成セミナー，ボランティア体験プログラム，NPOマネージメントセミナーなどの案内）を収集し，
学生に提供できる，③人材の情報収集（大学で行うプログラムの参考にする）などのメリットがある。
　　一方，学内では大学と地域の連携を図るプログラムを展開するために設置された「地域連携室」
や「地域事業推進課」などが収集した地域の情報を共有するために，学生のボランティア活動を
推進する部署との連携が必要である。さらに，ボランティア活動関連科目の担当教員と定期的に
話合いの機会を設け，学生のボランティア活動支援について意思疎通を図ることも考えられる。
　　ボランティア活動は，他者に対するサービスであるが，サービスを行う過程で学生は，真摯
に生きる人たちやその人たちを支援する多くの市民と出会い，学生は多くのことを学んでいる。
そして大学生活や生き方に反映させている。ボランティア活動は教室では得難い学びの機会で
あり，学生のボランティア活動を推進するための環境の整備が必要であり，その具体的な形と
して，大学の財政や職員の定数削減など極めて厳しい状況であることは承知しているが，専任
の職員が配置され，その業務を展開するスペースが確保された「ボランティアセンター」や「サー
ビスラーニングセンター」の設置が急務である。
　　学生はもとより地域のNPO関係者やボランティア推進機関，関連行政の関係者の大学に対
する期待が高く，「ボランティアセンター」は地域と大学や学生を結ぶ架け橋である。このよう
な期待に応えることが大学における社会貢献活動の一環である。
 （木村清一）
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第１章　５　社会教育行政に求めること
⑴　本調査のきっかけと社会教育における大学生の位置
　　本調査研究は，日本でも導入が議論されていた大学生の「ギャップイヤー /ギャップターム」
に対して，社会教育（行政）が果たし得る役割は何か，といった問題意識から出発したものであっ
た。東京大学の秋入学への移行をめぐる議論の中では，高校を卒業してから大学に入学するま
でのギャップタームにおいて，一人一人の学生が体験的な活動に取り組むことが期待されてい
た。そうした中で，社会教育には大学生に活動と学びの機会を提供する役割が担えるのではな
いかという期待と，これまで特に地域の社会教育行政においては，大学生との接点が相対的に
小さかったという反省が，本調査研究がスタートした際の問題意識の中にあったといってよい
だろう。
　　日本でのギャップイヤー /ギャップタームの導入は，東京大学が秋入学への移行を断念した
ことによって議論が下火になってしまったが，他方，様々な大学改革の流れの中で引き続き大
学生の体験を通じた学びが重視されていることを踏まえれば，社会教育が大学生との関わりの
中で展開し得る事業等を検討しておくことは今もなお有意義であろう。
　　もちろん，これまで大学生が社会教育と無縁だったというわけではない。むしろ，青少年教
育施設・団体では，伝統的に学生ボランティアが活躍してきたし，ボランティア活動を通じた
青年の成長の支援が重視されてきた経緯もある。しかし一方で，近年では，大学の授業期間の
拡大や経済的事情によるアルバイト時間の増加などによる学生の多忙化や，青少年教育の分野
での小中学生と大学生の夏休みの時期のずれなどによって，ボランティア活動への意欲はあっ
ても参加できない学生も少なくない。
　　こうした状況においては，大学生と地域社会がつながる機会を積極的に作っていくことが，
大学及び地域の双方にとって意味を持つであろう。さらに近年では，様々な大学においてサー
ビスラーニング的な手法を用いたより積極的な体験の提供が求められている状況もある。また，
本調査で収集した事例のように，大学生が地域で展開する様々な活動や，その支援の成功例と
もいえる実践も数多く展開・蓄積されてきている。こうした状況を踏まえ，地域で活躍する社
会教育の主体としての大学生と，体験的な学びの機会を提供すべき社会教育の客体として大学
生の双方の視点から，大学生のボランティア活動等の支援の在り方を検討することが重要であ
ろう。
⑵　社会教育に求められる２つの役割
　　本稿では，学生のボランティア活動等の支援において，社会教育に求められる役割として，
大きく二つの側面から考えることとしたい。
　　一つ目は，「活動の機会の提供」という側面である。ここでは，社会教育施設や地域のNPO
などにおいて，ボランティアや実習生として学生を受け入れ，一緒に活動しながら学生の成長
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を支援するといった役割が想定される。
　　二つ目は，「活動の機会のコーディネート」という側面である。ここでは，例えば大学等でサー
ビスラーニングを導入したプログラムを導入するといった際に，地域団体を紹介したり，学生
と受入先のマッチングに協力したりして，大学と地域社会を結び付ける役割が想定される。従
来のボランティア活動支援の文脈でいえば「中間支援」的な役割ということもできよう。
　　以下では，これら二つの側面ごとに，社会教育（行政）に求められる視点を検討していく。
　ア　「活動の機会の提供」において求められること
　　　ボランティアとして，あるいは実習生等として，大学生に活動の機会を提供する場合，重
要になるのは，既に見たように，学生が「支援者」でもあり「学習者」でもある，というこ
とを踏まえた上で支援を行うことである。ここでは，主に以下の２点を指摘したい。
　　①　「学生＝労働力」ではない，ということ
　　　　従来から，社会教育の領域では，ボランティアを「安上がりな労働力」としてみなして
雑用ばかりをさせるような扱いについては厳しく批判されてきた。そこでは，学習者とし
てボランティアを捉え，支援の対象として（も）捉えていくことの重要性が指摘されてき
たと言える。
　　　　しかし，大学のサービスラーニング等で活動に参加する学生の場合には，活動の期間が
限定されていることや，授業（単位）の一環で参加するため自分の希望が言いにくい，といっ
た事情により，雑用等の作業に従事するだけで活動が終わってしまうケースも散見される。
もちろん，ボランティア活動と異なり，必ずしも学生の意欲の高くない場合もあるため，
責任ある活動を任せられないといった事情もあり得る。しかし，そういった場合も含めて，
学生を人的資源としてのみ捉えるのでは，大学（生）と地域社会の互恵的な関係の構築は
困難であろう。
　　　　この点に関連して，本調査で取り上げた島根大学教育学部の「1000 時間体験学修」にお
いては，受け入れ団体同士による学生の「囲い込み」「取り合い」とも言い得る状況が生じ
ていることが課題となっていた。受け入れ団体にとっても，子供向けの活動などで大学生
リーダーの参加が前提となっている場合には，学生の参加がないと事業の実施自体が困難
になる状況があると考えられるが，学生の学びと受入先のメリットを両立させることの難
しさを示す事例と言えよう。
　　　　ここでは，大学生にとっての学びを意識した支援の重要性を改めて確認するとともに，
支援する上での留意点として，以下の３点を挙げておきたい。
　　　　第一に，活動の事前・事後の時間を充実させることである。体験的な活動であっても，
ただやらされるだけであっては学びには結び付きにくい。事前においては，何のための活
動であるのか，何を重視した活動であるのか，といった活動の趣旨を学生に伝えること，
また，事後においては，一人一人の学生が，自分の経験を振り返り，自分なりに意味付け
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る時間を持つこと，などが重要であろう。大学と連携した取組においては，大学側で事前・
事後指導が実施されることも多いと思われるが，受入れ先においても一緒に活動する中で
大切にすべき要素である。
　　　　第二に，活動を通じた交流を重視することである。活動を通じた学びの中には，活動そ
のものから学ぶこともあれば，活動を通じて様々な人と出会い，交流することによって学
ぶこともある。特に，社会教育の現場には，世代や立場の異なる様々な人が関わっており，
こうした学びを提供しやすい環境にあると思われる。与えられた役割を果たしながら，多
くの人と関わる機会が持てるような配慮をすべきであろう。
　　　　第三に，活動の次のステップを見せることである。ボランティア活動を行う学生の中には，
同じ施設や団体で継続的に活動を行っている学生も少なくない。活動が継続することによっ
て得られる経験も有意義なものとなるし，受入れ先にとってのメリットも大きい。まずは
学生がまた活動したいと思えるような機会を提供できるような支援が必要である。一方で，
既に見た「囲い込み」の問題や，長期間活動することによるマンネリ化，世代交代の難し
さなども指摘されるところである。こうした場合には，経験を積むごとに少しずつ役割を
増やしたり，場合によっては，別の活動を紹介したりすることも重要である。こうした過
程は，学生のキャリア意識の育成にとっても重要なことであろう。
　　②「学生＝教育対象」とは限らない，ということ
　　　　社会教育の現場で活動する学生が「支援者」でもあり，「学習者」でもあるということは，
学生を単に人的資源とみなすのと同様に，学生を「教育される人」としてみなすのもまた
不十分である，ということである。
　　　　このことに関連して，受け入れ側が配慮すべきこととして，以下の３点が挙げられる。
　　　　第一に，受け入れ側にとってのメリットを確保することである。ボランティア活動にお
いても，サービスラーニングにおいても，重要なのは「互恵性」である。学生にとっても，
受入先にとってもメリットがある形でなければ，こうした取組は長続きしないだろう。し
たがって，学生を一人の学習者として支援すると同時に，そうした支援をすることにどの
ようなメリットがあるかを意識しておく必要がある。
　　　　第二に，学生の自発性を尊重することである。特に，サービスラーニングにおいては，
ボランティア活動とは異なり，必ずしも参加者の自発性を前提とするものではないが，ボ
ランティア活動の支援と同様，学生の希望を尊重するなど，できるかぎり参加者の自発性
を重視した支援が重要であろう。また，サービスラーニングを行ったことがきっかけとなり，
ボランティアとして同じ活動に関わり始める，といったケースが見られるが，こうした展
開は自発性の重視という視点からも望ましいと考えられる。
　　　　第三に，習得すべき事項が決まっているわけではない，ということである。資格養成の
実習などにおいては，現場体験を通じて身に付けるべき事項があらかじめ決まっている場
合も多いが，ボランティア活動や，サービスラーニングの多くの場合は，「正解」のない活
動に取り組む中で，様々な学びの可能性が広がることにこそ意味があると言えよう。そこ
－ 16－
では，何かを教えたり指導したりすること以上に，「正解」のない中での学生の「揺れ」や「迷
い」を大切にした関わりが求められる。
　イ　「活動の機会のコーディネート」において求められること
　　　これまで述べてきた「活動の機会の提供」という側面は，青少年教育施設・団体等，社会
教育の中でもこれまで比較的なじみのあったものであろう。一方，今後の大学生の体験的な
活動の支援における社会教育行政の役割について考える時，サービスラーニングなどでの大
学と地域社会の連携を支援する，コーディネーターとしての側面が注目されよう。
　　　これまで，こうしたボランティア活動の紹介は，大学のボランティアセンターや，地域の
社会福祉協議会等によって担われてきた領域とも言える。しかし，近年のサービスラーニン
グ等への注目は，もともとボランティアセンターを有するような，ボランティア活動支援の
先進校以外にも広がりを見せている。また，各地域において，社会福祉協議会が持つネットワー
クと，社会教育行政の持つネットワークには違いがあることも多く，大学の意向によって連
携先は多様であってよいであろうし，社会福祉協議会及び社会教育行政の双方が連携するこ
ともあり得る。
　　　本調査で取り上げた桐蔭横浜大学スポーツ健康政策学部における「サービス・ラーニング
実習」においては，外部のコーディネーターによって，大学と受入先との連携が促進されて
いる状況が見られた。桐蔭横浜大学の場合，それ以前にはボランティアセンター等もなく，
新設学部としてサービスラーニングの仕組みをつくる中で，こうした中間支援が貴重であっ
たことが伺える。この事例のコーディネーターは社会教育行政の担当者ではないが，各地の
社会教育主事等の中にはこうした取組を支援し得る力量やネットワークを持った人材が多く
いるのではないだろうか。本調査で取り上げた多くの事例に見られるように，こうした仕組
みは大学だけでなく，大学を取り巻く地域社会全体にとってもメリットの大きいものである。
「ネットワーク型行政」が求められる中で，社会教育行政と大学の新たな連携の形として期待
したい。
　　　社会教育行政が「活動の機会のコーディネート」に関わる場合，①学生情報の共有の方法，
②トラブルへの対応方法や責任の所在の明確化，といった点が課題になることも予想される。
関連する多くの先進事例を踏まえながら，またそうした事例を集積したり，関連団体間の交
流を推進したりしていくことも重要であろう。
　以上，社会教育（行政）におけるボランティア活動等を通じた大学生の支援について，二つの
側面から検討してきた。「地方創生」等のキーワードが注目される中，大学生に限らず，広く「若
者の学び」と「地域づくり」をどのように結び付けていくかは，これからの社会教育の重要なテー
マの一つである。本調査で取り上げた事例以外にも，各地域・各大学における実践の広まりと深
まりに期待したい。
 （青山鉄兵）
　第２章
ケーススタディ
社会教育行政と多様なボランティア活動主体との連携モデルの開発に関する調査研究　ケーススタディ概要
分類 都道府県 実施主体 種別 事業名 事業概要
①
大学と行政
が連携し，
地域の社会
教育事業に
学生ボラン
ティアを生
かしている
事例
埼玉県
埼玉県教育委員会
朝霞市教育委員会
一般社団法人朝霞
青年会議所
東洋大学
県教委
市教委
社団法人
私立大
子ども大学あさか
　埼玉県教委が地域の大学や市町村，企業・NPOと連携して開講している
「子ども大学」の一つで，県内８番目の子ども大学として 2011 年に開講し，
東洋大学朝霞キャンパスを中心に大学教員が子供（原則として小学校４～
６年生）たちを対象に知的好奇心を刺激する学びの機会を提供しつつ地域
の活性化を目的としている。
　東洋大学の学生は運営ボランティアとして参加している。学生たちにとっ
て大きな経験となっており，大学とっては正課外の教育プログラムとして
意義がある。
②
学生ボラン
ティアが地
域活性化の
ために活躍
している事
例
香川県
香川大学直島地域
活性化プロジェクト
国立大 直島プロジェクト
　香川大学では 2005 年 10 月，直島における地域活化を目的に，ゼミとも
サークルとも異なる学生主体の「プロジェクト」を組織し，教員のサポート
を受けながら，観光地でのカフェ経営を中心に様々な活動を展開している。
　このプロジェクトにより学生が地域活性化の主体となるとともに，他の
学生によるプロジェクトへと波及し，活動する学生自身の学びの場ともなっ
ている。
岐阜県
岐阜経済大学
地域連携推進セン
ターまちなか共同
研究室
私立大 マイスター倶楽部
　「空き店舗対策モデル事業」として 1998 年に始まった地域の中で学生
が研究・実践活動に取り組むという「まちなか研究室」を引き継ぐ形で，
2006年に大垣市，大垣商工会議所，大垣市商店街振興組合連合会及び岐阜
経済大学による「中心市街地活性化のための四者協定」の下，中心市街地
活性化のため，岐阜経済大学が運営主体となり，同大学生がまちづくり実践
活動を行う「マイスター倶楽部」を組織し，様々な地域活動を推進している。
　活動する学生にとっては，地域経済の現実を日常的感覚の中で理解しな
がら，地域の課題解決への貢献を目指す実践的な学びの場となっている。
③
大学のサー
ビスラーニ
ングとして
学生がボラ
ンティア活
動をしてい
る事例
京都府 立命館大学 私立大
サービスラーニ
ングセンター
　立命館大学では，アカデミズムとボランティアとの融合によるカリキュ
ラムの開発と新たな教育支援システムの展開を目指すため，2004 年に創
設したボランティアセンターを発展させ，2008 年にサービスラーニング
センターを設置し，「地域課題の解決」「学生の自主的な学び」「正課・正課
外を超えた学び」「シティズンシップ」「社会貢献」などをキーワードに全
学的な取組を推進している。
　サービスラーニングセンターでは，①ボランティア活動の支援，②サー
ビスラーニング科目の開講，③ボランティア活動に関する情報発信と啓発
等を行うとともに，学生も「学生コーディネーター」としてセンターの運
営に参画している。
神奈川県
桐蔭横浜大学
スポーツ健康政策
学部
私立大
「社会貢献論」
「サービス・ラー
ニング実習」
　桐蔭横浜大学では，2008 年のスポーツ健康政策学部新設と同時に特色
ある新しい教育プログラムの一環として，講義と実習を一体化したサービ
ス・ラーニング実習を実施している。
　「サービス・ラーニング実習」を通じて，大学内では体験できない実社会
での新しい体験や，様々な年代の人との交流により，実習後の学生たちには，
①自己実現や自己の課題発見や，②社会的課題への関心の高まりと参加意
欲の向上が見られるなど，社会に参加・提言する社会人となるための一助
を担っている。
④
大学の専門
教育プログ
ラムが地域
の ボ ラ ン
ティア活動
等と結び付
いた事例
島根県
島根大学教育学部
附属教育支援セン
ター
国立大
「1000 時間体験
学修」プログラ
ム
　島根大学では，教員養成課程のカリキュラムとして，2004年から教育学部
の全学生に「1000時間体験学修」プログラムを導入している。開始当初から
受入れ機関の一つとして国立三瓶青少年交流の家との連携を図っている。
　本プログラムの実施により，体験学修の時間が多い学生ほど教員採用試験
の現役合格率が高いという結果が見られるなど，学生にとって様々な教育的
効果を上げている。また，学生の成長以外にも，学校や社会教育施設等での
活動を充実させることにより，大学による地域貢献の仕組みとしても機能し
ている。
⑤
学校支援に
学生ボラン
ティアが活
動している
事例
広島県
広島県教育委員会
（広島県立生涯学習
センター）
県教委 ワクワク学び隊
　広島県教委では，2011 年から県内の市町が開設している放課後子供教
室を対象に学生ボランティアチームの「ワクワク学び隊」を派遣している。
県教委（生涯学習センター）では，チームの登録と派遣先とのマッチング
により，放課後子供教室の充実と大学生の社会貢献活動の支援の両側面か
ら大きな効果を上げている。
青森県
青森県総合社会教
育センター
県教委
高大連携キャリア
サポート推進事業
（キャリサポ）
　青森県教委では，2008 年から高校生に対するキャリア支援プログ
ラムとして，大学生ボランティアが県内の高校を訪問し，高校生を勇
気づけ，夢や希望を引き出すためのワークショップを実施している。
　県総合社会教育センターの基本研修（「コミュニケーション」「ファシ
リテーション」「コーチング」「プレゼンテーション」）とワークショップ
演習を受講した学生たちが，各大学でキャリアサポートのサークルを組
織して高校を訪問するプログラムを企画，実施することにより，学生が
問題解決等に主体的に学んでいく力を身に付ける効果を上げている。
①大学と行政が連携し，地域の社会教育事業に
　学生ボランティアを生かしている事例
・埼玉県教育委員会・東洋大学等「子ども大学あさか」

－ 17－
埼玉県教育委員会・東洋大学等「子ども大学あさか」
１．取組の概要
　⑴　実施主体：子ども大学あさか実行委員会（東洋大学，（社）朝霞青年会議所，朝霞市教育委員会）
　⑵　対　　象：埼玉県在住の小学４～６年生
　⑶　活動場所：東洋大学朝霞キャンパスほか
　⑷　取組内容：地域の大学や市町村，企業・NPO，県が連携して，子供（原則として小学校４
～６年生）の知的好奇心を刺激する学びの機会を提供するとともに，地域で子
供を育てる仕組みを創る。
　⑸　大学生の関わり：「子ども大学あさか」にボランティアとして運営に参加している。
２．取組の具体的な内容
　⑴　なぜ，この取組が始まったのか
　　　「子ども大学」自体は埼玉県の取組である。ドイツの例を参考にまず埼玉県川越市で平成
21（2009）年に「子ども大学かわごえ」（NPO法人）が立ち上がり，開校した。これをモデ
ルに平成 22（2010）年には埼玉県が試行として６校を開校。平成 23（2011）年度から予算
化され，「子ども大学」を開校・実施する実行委員会に対して補助金による支援（最大３年間）
を行っている。平成 26（2014）年度には 40 大学が開校。「子ども大学あさか」はその一つ
である。香川県や岡山県にも同様の取組が広がっている。
　⑵　具体的な取組について
　ア　プログラムの内容
　　各「子ども大学」では「はてな学」「ふ
るさと学」「生き方学」の３分野にわたっ
て小学校とは一味違ったテーマ・切り口
で，参加する大学教員らによる授業が行
われる（開校事業）。また，各「子ども大
学」が合同で行う交流・連携事業もある。
これ以外については，各大学オリジナル
の取組が行われている。
　　「子ども大学あさか」の平成 26（2014）
年度プログラムは表のとおりである。東
洋大学教員のほかにも，市行政，俳優，
企業人など多彩な人材による授業が組み
立てられている。10月には子供による学
園祭「ミニあさか」，11 月には東洋大学
とのコラボ企画として大学学園祭に子供
たちが参加するというのもある。
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表　平成 26 年度「子ども大学あさか」プログラム
－ 18－
イ　学生の参加
　東洋大学の学生（「子ども大学あさか」
として大学に団体登録。参加者は 60 人
前後）は，実行委員会のメンバーではな
いが，会議には毎回同席し，「子ども大
学あさか」の運営ボランティアとして活
動するとともに，「ミニあさか」の企画
会議である「子ども会議」（各授業後に
毎回開催）に参加。子供たちと一緒になっ
てプランづくりを進めている。
　東洋大学朝霞キャンパスには，ライフ
デザイン学部がある。同学部には，保育士
や幼稚園教諭の資格を取得できる「子ども支援学専攻」もあり，学生たちにとっては児童と一緒
に活動することは，自分たちの学修を違った角度から振り返る機会にもなっている。
　学生たちはほぼ１年にわたる活動の成果をまとめ，学園祭で研究発表もしている。そこでは「子
ども大学あさか」の卒業生らも集まる。また，平成 24（2012）年度には東洋大学ライフデザイ
ン学部が「埼玉・教育ふれあい賞」を受賞し，平成 25（2013）年度には東洋大学社会貢献者と
して大学から表彰された。
３．取組の成果や効果
　「子ども大学」というユニークな取組は参加する子供たちの知的好奇心や主体性を育む上で大き
な効果を上げていることは想像に難くないし，また地域の大学や企業，行政等が連携するという
仕組みが定着することによって，その次の展開のための基盤づくりにもなっているが，ここでは，
主に大学，大学生についてまとめてみる。　
　大学の正課による授業だけで学生が成長するわけではないことを大学関係者はうすうす知って
はいるが，どうしてもカリキュラムをどうするかに主たる関心が向きがちである。　
　各大学ではこれまでも課外活動団体・サークルの活動を奨励し支援してきたが，本来，こうし
た活動は学生たちの自主的なものであって，顧問教員はいるが高校までのように日々顧問の指導
を受けるわけではない。大学として外形的に支援（活動助成，活動場所の提供など）はするが，
そのもたらす教育効果に着目し，それをどうカリキュラムや個々の授業とリンクさせるかという
発想や取組はいまだ弱い。学生たちも自由であるゆえに，ともすれば他大学の学生との交流など
比較的閉じた世界で完結する活動にもなりかねない。
　学校教育について，学校・家庭・地域社会とは別の「第４の領域」の重要性が指摘されたことがあっ
た。考えてみれば，大学生にとっては，家庭から離れ，地域との接点もあまりなく，あるのは大
学だけである（後はバイト先ぐらい）。それでもかつては大学生が自分でキャンパスを飛び出し，
いわゆる「社会勉強」をしていたが，今日の大学生にそれを望むことは難しい。子供たちと同様
活動の様子
－ 19－
に大学生にもある程度，体験活動の機会を計画的に提供することが今日，実は必要になっている
のではないだろうか。
　こうした意味で，「子ども大学」のような学外の仕組みに一定の役割と責任をもって継続して参
加することは学生たちにとって大きな経験になる。「ボランティア学生たちは自ら学び，企画力，
調整力等の力を付けた。また，子供たちをどう育てたらよいか，子供の気持ちをどう感じ取った
らよいかなどについても活動の中から学んでいる」（東洋大学ボランティア学生）。「最初は子供た
ちと接するのがうまくなかったが，だんだんと子供たちと同じ目線で話すなど，大学生の方も子
供との接し方を学んでいった」「大学生にとって，行政や地元の企業人・団体の社会人と接するこ
とができるのは大きい」（東洋大学　星氏）。
　東洋大学では社会貢献として表彰したが，むしろ正課外の教育プログラムとして評価できるし，
そちらの意義の方が大きい。一つのプログラムに参加できる人数にはおのずと限りがあるが，今
後大学にとっても，地域と連携する中で，学生が参加し活躍できるプログラムを増やしていくこ
とが勘所となる。課題である「大学教育の質の転換」とは教育カリキュラムだけで実現されるも
のではない。
４．社会教育行政等との関わり
　図で分かるとおり，平成 26（2014）年度には埼玉県のほぼ全域を覆うかたちで「子ども大学」
が開講している。ここまで拡がったのは，「子ども大学」というユニークなコンセプトと仕組みが
比較的単純なこと（学校では学べないことを大学教員らが分かりやすく教え，体験させる）だっ
たからだろう。各「子ども大学」は大学，市町村行政，自治会，青年会議所，商工会など，どこ
と連携し組んでもよい。
　ある意味，連携が全てであり，そのためのコーディネートが最も重要となる。事実，「子ども大学」
の立ち上げ・運営には県によるコーディネートが大きな役割を果たした。試行段階の際は，県か
ら大学・市町村に声かけをし，双方の了解を取り付けるなどしたり，市町村や大学との連携実績
図　子ども大学実施地域
－ 20－
がある団体等にも参加を呼びかけたりした。現在でも未実施のところには大学や市町村に意向調
査をかけ，希望するところには出かけて行って説明をし，「つなぎ」の役割を果たしている。特に
市町村にとって，大学は敷居が高いはずで，その意味でも県の役割は大きい。既設の「子ども大学」
にあっても，実行委員会にも参加して，有用な情報提供や助言を行っている。
　また，補助金は３年間ということで，１年目は事業費の２分の１，２年目は３分の１，３年目は
４分の１とし，４年目以降は補助金なしで自立して運営できるよう促しているが，平成 26（2014）
年度には４年目を迎える子ども大学が 13校あり，今後の取組が注目される。
現在，参考までに先行モデルであるNPO法人が運営する「子ども大学かわごえ」では入学費を
１人 5,000 円，「子ども大学あさか」は材料費・保険料として 2,000 円を受け付けている。「子ど
もゆめ基金」など助成事業の活用，授業料等の設定，事業規模・内容の見直しなど，ここでも県
によるコーディネート，助言が期待される。
　大学生が積極的に参加しているのが「子ども大学あさか」の特色となっている。大学との連携
を今後進める際には，大学による社会貢献という文脈で大学や教員を説得するだけでなく，別稿
にあるキャリサポ（青森県）の事例のように，大学生をまず掴
つか
まえ，そこに大学を巻き込むとい
う方略も参考になるのではないだろうか。
ヒアリング日：平成 26年３月３日
ヒアリング協力者：埼玉県教育局市町村支援部生涯学習文化財課主任社会教育主事
　 河野　健氏　
　　　　　　　　　東洋大学朝霞事務部朝霞事業課主任 星　彩子氏　
調査者：本調査研究委員会全委員
執筆者：伊藤康志
参考資料：
　※文中の図は，埼玉県「子ども大学」HP
　　http://www.pref.saitama.lg.jp/site/kodomodaigaku/
　　朝霞市HP「子ども大学あさか」
　　http://www.city.asaka.lg.jp/site/kyoiku/kodomo-univ26.html
　　朝霞市発行「広報あさか」2014 年４月号　より抜粋　
②学生ボランティアが地域活性化のために
　活躍している事例
・香川大学　「直
なお
島
しま
プロジェクト」
・岐阜経済大学　「マイスター倶楽部」

－ 21－
香川大学　「直
なお
島
しま
プロジェクト」
１．取組の概要
　⑴　実施主体：香川大学直島地域活性化プロジェクト（通称：直P）
　⑵　対　　象：直島の観光客及び住民
　⑶　活動場所：香川県直島和 cafe ぐぅ　他
　⑷　取組内容：地域活性化を目的に，観光地でのカフェ経営を中心に様々な活動を展開している。
　⑸　大学生の関わり：ゼミともサークルとも異なる学生主体の「プロジェクト」を組織し，教員のサポー
トを受けながら活動。香川大学の学生が各学年 20名程度参加している。
２．取組の具体的な内容
　⑴　なぜ，この取組が始まったのか
　　　平成 17（2005）年頃，香川大学経済学部の古川尚幸教授が個人的に直島を訪問し，地元
住民団体である「うぃ・らぶ・なおしま」等に参加する中で，住民との交流を深めていた。
その中で，島に来る観光客が増えていたにもかかわらず，島内にカフェが１軒しかなく，食
事や休憩のできる場所が少ないという島の課題を知り，その話を聞いた香川大学古川ゼミの
学生が中心となり，学生主体のカフェの運営を提案したのがプロジェクト開始のきっかけで
あった。
　　　同時期に学部の研究活性化のためのプロジェクトに採択され，資金援助を受けるとともに，
メンバーをゼミ以外の学部学生にも拡大し，カフェの開店に向けた準備を進めていった。平
成 17（2005）年 10月に正式にプロジェクトが発足し，平成 18（2006）年８月５日に直島
の本村 (ほんむら )地区において「和cafeぐぅ」が開店した。
　　　カフェを開店してからは経済学部以外の学生も参加するようになり，現在ではカフェの運
営を中心にしながら，地域活性化に関わる様々な活動を展開している。
　　　古川（2011）は，プロジェクト発足当時の活動の目的として①実践的経営教育の手法開発，
②地域活性化の手法開発，③大学の地域貢献の３点を挙げている〈注１〉。　
　　　ここでは当プロジェクトが，大学と地域の連携が求められる中で，「地域の活性化」と「学
生への教育的支援」とを両立させる取組として捉えられている。こうした位置付けは学生側
にも共有されており，学生の作成したプロジェクトの活動概要においては，プロジェクトの
目的として地域活性化のための活動を通じて，①座学では得ることのできない実学を身に付
ける，②様々なつながりの中で活動することで人間力を身に付ける，③香川大学として，一
連の活動を通して地域貢献する，の３点が挙げられている。
　　　ここでの「地域の活性化」と「学生への教育的支援」の両立といった枠組みは，近年注目
されているサービスラーニングの手法とも共通のものであり，当プロジェクトはサービス・
ラーニング分野での先駆的な取組としても位置付けることができよう。この点に関連して，
担当教員の立場として当初は地域活性化の方に重点があったが，現在では学生の教育の場と
しての側面を強く意識するようになったという。
第 2章　ケーススタディ
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　　　また，３点目の大学の地域貢献と
いう目的について，プロジェクト発
足当時の香川大学は，地域コミュ
ニティへの貢献に関して余り積極
的ではなかったという。したがっ
て，現在，地方国立大学に求められ
るCOCとしての役割を踏まえれば，
当プロジェクトの活動は香川大学内
においても先導的な役割を果たすも
のであったということができよう
〈注２〉。
　⑵　具体的な取組について
　　ア　事業内容
　　　　現在のプロジェクトの活動内容としては，①環境に配慮したカフェの運営，②観光ボラ
ンティアガイドの研修・実施，③地域イベントへの参加・企画，④他大学への視察・交流，
⑤学内広報活動，の五つが挙げられる。
　　　①　環境に配慮したカフェの運営
　　　　　活動の中心は，「和cafeぐぅ」の運営である。平成 18（2006）年に直島の本村地
区に開店し，土日祝日のみ開店している。平成 25（2013）年９月で来店者の累計は
35,000 人を超えた。店名の「ぐぅ」には，思いがけない出会いといった偶然の「偶」，
おもてなしなどの待遇の「遇」，空腹を表すお腹の「ぐぅ」，環境に良い「Good」，の意
味が込められている。
　　　　　単にカフェを経営するではなく，環境に配慮したエコカフェとして運営しており，グ
リーン電力の使用や，コンポストによる生ゴミのたい肥化，エコバッグの使用などにも
取り組んでいる。また県内のNPO等と連携しながら，地域で生産されたお茶やみかん
ジュースの販売など，地産地消を通じた地域経済への支援も意図しているほか，フェア
トレード＜注３＞の商品も取り扱っている。
　　　　　カフェの経営には，プロジェクト全体の活動資金と拠点の確保としての意味がある。
カフェの純利益は年間約 50万円で，プロジェクトの活動のために使われている。なお，
メンバーはカフェで仕事をすることに対して，金銭的な報酬はない。
　　　②　観光ボランティアガイドの研修・実施
　　　　　直島には，「直島観光ボランティアガイドの会」という町民を主体とした組織があるが，
この会の高齢化が課題となっていた。そのため，この会と直島プロジェクトが連携する
形で，メンバーが研修を受け，実際に島に来た観光客等のガイドを行っている。
　　　③　地域イベントへの参加・企画
和 cafe ぐぅの外観
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　　　　　地元の夏祭りや音楽祭といっ
た，地域のイベントにもプロ
ジェクトとして参加をしてい
る。また，島内の小中学校との
連携も行っており，毎年３月に
子供向けの環境イベントも実施
しているなど，近年はカフェの
経営に限らない地域の支援に活
動が拡大している。その他，春
と秋に島民との交流会も実施し
ている。
　　　④　他大学への視察・交流
　　　　　他大学の学生プロジェクトとの交流にも積極的で，毎年「全国まちづくりカレッジ」
等に参加したり，夏合宿で他大学を視察したりするなど，様々な形で交流を行っている。
　　　⑤　学内広報活動
　　　　　入学式や授業内での活動紹介，オープンキャンパスや学園祭での模擬店の出店など，
学内で認知度を高めるための活動を行っている。特にオープンキャンパス等では，大学
側も特色ある学生活動という形で紹介をすることも多いという。
　　イ　組織体制
　　　　直島プロジェクトでは，一人一人の学生が共同経営者として位置付けられており，学生
は加入する際に「出資金」として１万円を支払う仕組みとなっている（卒業時に返金され
る）。これは開店当初に資金が不足していたためであるが，経営が安定した現在も学生の参
加意識を高めるために継続している。実際，代表の三宅さんはサークル活動やアルバイト，
一般のボランティアよりも，主体性や責任感が伴う点で，質が異なる活動であると感じて
いるという。
　　　　学生の組織は，活動を効率化するために以下の五つの部門に分かれて活動している（た
だし，カフェの店員は全部門で行っている）。
　　　商品開発：新メニューの開発，既存メニューの改良等を行う
　　　総合企画：イベント運営，店舗内装を行う
　　　広　　報：HP管理，各SNS管理，フライヤー・ポップ作成を行う
　　　経　　理：カフェ，プロジェクトの収支の管理，データの分析を行う
　　　総　　務：マニュアル作成，シフト管理，人材育成，諸手続を行う
　　　　部門ごとに部門リーダーと副リーダー，その上に全体のリーダーと副リーダーがいる仕
和 cafe ぐぅの内装
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組みとなっている。部門ごとに活動しながら，週に１回の全体ミーティングで情報を共有
しており，「下から上へ」と情報共有していく仕組みを意識しているという。
　　　　古川教授の立場はプロジェクトのメンバーという位置付けではなく（気持ちは１メンバー
のつもりとのことだったが），担当教員として必要に応じて助言をしたりするポジションで
ある。可能な限り毎週のミーティングには参加するほかは，カフェには余り顔は出さない
ようにしている。現在でも，活動の様々な面で，古川教授のサポートが見られるが，開店
当初は学生だけでの運営に自信が持てなかった面もあり，もっと積極的に関与していた（１
年目の夏休みは毎回来ていた）が，実際に経営が上手くいく様子を見て，徐々に離れるよ
うになった。現在では，視察の対応等の特別の理由がなければ店には来ていない。
　　ウ　組織としての位置づけ
　　　　直島プロジェクトは学内の「プロジェクト」であり，組織としては，サークルとも，ゼ
ミとも，任意団体やNPOとも異なっている。サークルについては，学内では様々な義務
が発生するため余り考えていなかったが，NPO化については，当初は検討したこともあっ
たという。しかし，NPO化すると事務手続が煩雑になることに加え，大学から完全に独立
してしまうことで，トラブルや事故の際の責任が全てプロジェクト側にかかることへの不
安があった。そのため，現在は学内のプロジェクトとして，大学の名前を使用しつつ，大
学側にも広報等で利用してもらうという意味で，大学との対等な関係を意識している。
　　　　一方，現状ではプロジェクトの活動は大学の取組として位置付けられているわけではな
く，学部から毎年獲得している補助金も，古川教授個人のプロジェクトとして補助を受け
ている状態となっている。こうした状態は，トラブルが起こった際のリスク管理の面で課
題があり，古川教授はプロジェクトの活動が今後正式に大学から認知されるのが望ましい
と考えている。具体的には，現在の学部からの補助金が，教員への補助ではなく，プロジェ
クトへの補助として予算化されることを求めているという。
　　　　また，NPO法人格を取得しなかったことの別の問題として，店舗の賃貸契約などを団体
として行うことができず，古川教授個人の名義で契約せざるをえないといった問題もある。
３．取組の成果や効果
　直島プロジェクトの成果として，以下の３点が挙げられる。
　第一に，当初の目的である地域の活性化に貢献していることである。カフェの経営を中心に，
活動が島の内外で広く知られるようになり，地域活性化を担う主体としてのポジションを確立し
ている。さらに，直島プロジェクトが活動を始めた当初はカフェが１軒しかなかった本村地区にも，
現在では多くのカフェが営業するようになり，観光客の利便性は高まっている。こうした変化も，
直島プロジェクトの活動の成果の一つと言ってよいだろう。また，リーダーの三宅さんは，子供
向けのイベントにおいて，大学生の少ない島内では，子供に大学生と関わる機会を提供すること
自体に意義があることだと感じているという。
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　この点に関連して，今後は観光客だけでなく地域住民を対象としたプログラムを充実させてい
くことが課題となっている。もともと，観光客のために始めたカフェの営業であるが，その背景
には，特に直島島民の地域に対する危機意識が必ずしも高くないことがあった。その意味で，カフェ
自体を地域コミュニティの拠点として地域の方にも利用してもらえるようなお店にしていくとと
もに，カフェの外で地域住民にどのように働きかけることができるかが今後の課題となっている。
　こうした観点から，平成 26（2014）年度には地域住民と一緒に島の将来を考える「直島未来会議」
というイベントを企画している。町役場と連携して行うこのイベントでは，10年後を見据えた地
域の活性化の方向を探るためワークショップを島民とともに行う予定となっている。こうした活
動を通じて，住民に地域の将来の方向性について考えるきっかけを提供するとともに，直島プロ
ジェクトの進むべき方向性についての示唆を得たいという思いもある。
　地域活性化の将来的な見通しとして，古川教授は，地域との関わり方が変わってくる中で，地
域側にニーズがなくなればプロジェクト自体が終了することも考えられるとした上で，将来的に
は島内に雇用を創出するような活動につなげていければと考えている。
　第二に，大学の中においても，一定の存在感を示し，他の学生等に活動の成果が波及している
ことである。直島プロジェクトでは，発足以来メンバーが急減するような危機に直面することも
あったが，概ね人数や活動規模を拡大しながら順調に活動を継続してきている。平成 24（2012）
年度には，これまでの活動が評価され大学内の学長表彰を受賞した。
　また，直島プロジェクトをきっかけに，小
しょう
豆
ど
島，沙
しゃ
弥
み
島でも別プロジェクトでカフェの経営が
始まっている。いずれも古川教授が関わるプロジェクトであり，もともとは，直島プロジェクト
も含めた大きな一つのプロジェクトの一部として考えていたが，学生が多忙で複数の島での活動
を掛け持ちできる状況ではないため，それぞれが独立したプロジェクトとして活動している状況
がある。小豆島，沙弥島でのプロジェクトはまだ始まったばかりではあるが，メンバーの中には
以前に直島プロジェクトで活動していた学生もおり，直島プロジェクトの実践が学内の他の活動
に様々な形でつながったり，影響を与えたりするようになっている。一方，後述するように，メ
ンバーの人数が増え，設立当初とは活動の状況が変わる中で学生たちの主体性が維持できるかど
うかが課題となってきている。
　第三に，活動する学生自身の学びの場となっていることである。リーダーの三宅さんは，直島
プロジェクトに参加して，様々な人と交流したり，人前で話をしたりする経験の中で，コミュニケー
ション力やプレゼンテーション力が向上したという。また，入学当初は「地域の活性化」自体に
それほど興味があったわけではなかったが，最近では地域活性化と関わる進路にも興味を持つよ
うになるなど，それぞれの進路やキャリア意識にも影響を与えている様子が伺える。
　古川教授も，学生の成長を実感することは多いという。学生が様々な学びの機会を得られるよう，
できるだけ対外交渉等も学生に任せることにしているが，この点については，もともとできる学
生もおり，成長の内容は学生ごとに多様である。一方，大学側からは，大学の広報活動との関連で，
直島プロジェクトにおける学生の変容を可視化してほしいというニーズがあるが，簡単に数値等
で表すことの困難さも感じている。
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　学生の中には，こうした学びを強く意識している学生もいれば，それほど意識せず，単にカフェ
に関わりたいという気持ちで入ってくる学生もいるが，古川教授によれば，発足当初とは参加す
る学生のタイプが変わってきた面があるという。当初は，大学での成績はそれほど良くないが，
活動的なタイプの学生が多かったのに対し，近年ではむしろ優等生タイプの学生が多くなった反
面，所属すること自体が目的になりがちで，主体的な関わりが弱まっていると感じられるときも
ある。
　こうした中で，最近ではメンバーの中で公務員志望者が増加傾向にある（大学全体でも同様の
傾向が見られる）。こうした背景としては，①直島プロジェクトの活動が学生の将来の進路にも影
響している，②学生自身も就職活動との関連を期待してプロジェクトに参加している，③さらに，
大学全体としても近年のキャリア教育への注目からこうした活動を具体的な就職活動に結び付け
て考えがちである，といった状況があると考えられる。しかし，担当教員としては，個々の学生
とプロジェクトの活動との関わり方は多様であってよく，結果として将来どこかで役立てばよい
とは思うものの，活動と就職を直接的に結び付けすぎる傾向には違和感もあるという。
　プロジェクト全体としては，既に触れた通り，メンバーの主体性やモチベーションの低下が課
題となっている。発足当初とは異なり，組織的には成熟し，これまでの蓄積の中である程度安定
的な活動が可能となっている。反面，メンバーの増加もあって，個々の学生にとっては主体的に
プロジェクトに関わることがしにくくなっていると考えられる。ほかのサークル活動やアルバイ
トに軸足があるメンバーもいるなど，学生の関わり方も多様になってきている。
　近年，こうした状況を受けてミーティングの方法を学生が意見を言いやすい仕方に変えたり，
各部門の副リーダーを増やしたりするなど，メンバーの積極性を引き出すための工夫をしてきて
いる。特に，１，２年生が意見を言いやすい環境を作ることに配慮しているという。活動が安定し
てくる中で，これまでの活動の維持だけではない新しい部分をどこに求めていくのか，また，メ
ンバーの数を制限するなど，組織の在り方を抜本的に変えていくのか，などが課題となっている。
４．社会教育行政等との関わり
　現状では，直島プロジェクトは香川県及び直島町の社会教育行政と特段の関係を持ってはいな
い。島内には公民館があり，住民の活動の場にはなっているが，社会教育行政（及び公民館）が
地域活性化に関する事業を展開しているわけではない。
　一方，社会教育行政との直接的な関係は特にないが，町行政や地域団体とは積極的に連携しな
がら活動を進めている状況がある。町役場とは，前町長がプロジェクトの良き理解者であったこ
ともあり，学生と町役場職員との間にも日常的なやりとりが継続している。
　また，近年行っている子供向けのイベントでは，教育長や小学校長からの協力も受けることが
できている。小中学校の教員には香川大学の卒業生も多く，元来島民と学校との距離が近い風土
であるため，プロジェクトと住民，学校，町との風通しは良い状態が保たれている。
　地域団体との関わりでは，活動のきっかけとなった「うぃ・らぶ・なおしま」という団体の毎
月の会合に，古川教授と学生が交代で参加している。「うぃ・らぶ・なおしま」に県庁職員や町役
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場職員も参加しており，学生とも直接やりとりができる関係を築くことができているという。
　以上のような地域との密接な関係性が直島プロジェクトの活動の前提となっている。社会教育
行政との関連はないものの，むしろ社会教育的な仕組みを包含する形で，全町的な関わりができ
ていると見ることもできる。他の自治体と隔てられた島の環境や，自治体規模の小ささもあり，
もともと地域全体と連携しやすい条件に恵まれていたという面もあるが，これまで直島プロジェ
クトの活動がコミュニティに根を張った形で展開できていたことを示すものでもあろう。より規
模の大きい自治体などにおいて，直島プロジェクトのような活動を展開するとき，こうした連携
の窓口を社会教育行政が担うことも可能であろう。
　既に見た「直島未来会議」のように，現在の直島プロジェクトでは，地域の活性化のための方
策として，島民の意識改革をも意図していることに注目したい。ここでは，直島プロジェクトが
行政と連携しながら，島内の社会教育事業を自ら展開していると見ることもできる。学生の活動
を社会教育行政が支援するという枠組みではなく，学生の活動が行政を巻き込みながら住民の学
習支援事業を主体的に展開し，学生の成長と島民の学習が循環するような状況を作り出すことが
できれば，社会教育実践としても有意義であろう。大学生に対して社会教育行政に何ができるか，
という本調査の枠組み自体を問いなおす契機になりうる事例としても，今後の取組が注目される。
ヒアリング日：平成 26年８月３日
ヒアリング協力者：香川大学経済学部経営システム学科教授　　古川尚幸氏
　　　　　　　　　香川大学経済学部経営システム学科３年生　三宅祐加氏
調査者：青山鉄兵，山﨑浩之
執筆者：青山鉄兵
〈注〉
１　古川尚幸「大学生による地域活性化に向けた取組とその教育効果～「香川大学直島地域活性化プロジェ
クト」を事例として～」『香川大学経済論叢』第 83巻第４号，2001，p.180.
２　近年では，直島プロジェクト以外にも，香川大生を中心とした大学の地域貢献活動が見られるように
なっている。一つの例として，香川大学生涯学習教育研究センターがバックアップしながら展開されてい
る FM高松における学生によるラジオ番組制作の取組がある。このラジオ番組の中で直島プロジェクトの
活動が紹介されるなど，学生の活動同士の連携なども見られる状況となっている。FM高松の事例につい
ては，山本珠美「香川大学生によるラジオ番組制作（２）正課・正課外教育におけるFM高松コミュニティ
放送との連携」『香川大学生涯学習教育研究センター研究報告』第 19 号，2014 を参照のこと。
３　フェアトレード（fairtrade）とは，伝統的な手工芸品や農作物を公正な価格で取引し，企業や地主か
ら不当な搾取を受けている発展途上国の人々の経済的・社会的な自立を支援する運動。「公平な貿易」と
訳され，オルタナティブトレード（もう一つの形の貿易）とも呼ばれる。（出典：「ブリタニカ国際大百科
事典」）
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岐阜経済大学　「マイスター倶楽部」
１．取組の概要
　⑴　実施主体：岐阜経済大学地域連携推進センターまちなか共同研究室
　⑵　対　　象：大垣市民等
　⑶　活動場所：主に市内，マイスター倶楽部事務局
　⑷　取組内容：大垣市，大垣市商工会議所，大垣市商店街振興組合連合会及び岐阜経済大学の
四者による「中心市街地活性化のための四者協定」の下，地域社会を舞台にし
て「岐阜経済大学まちなか共同研究室」による調査・研究，交流，起業・イベ
ント企画等の様々なプロジェクトが取り組まれている。
　⑸　大学生の関わり：岐阜経済大学の学生約40名が運営に参加し，調査研究，イベント企画等，様々
なプロジェクトに取り組んでいる。マイスター倶楽部の活動は課外活動という位
置付けである。
２．取組の具体的な内容
　⑴　なぜ，この取組が始まったのか
　　　「マイスター倶楽部」は，平成 10（1998）年 10 月に大垣市商工会議所の「空き店舗対策
モデル事業」としてスタートした。当時，大規模小売店舗法の規制緩和などの影響を受け，
大型小売店舗の立地や営業の是非が，商店街の不振・市街地の空洞化と関連付けて大きな市
民的関心を呼び起こしていた。
　　　そのような状況の中，大垣市中心市街地の活性
化に向けた取組として，岐阜経済大学，大垣駅前
商店街振興組合及び大垣地域産業情報研究協議会
（大垣市と大垣商工会議所が運営する調査研究組
織）の三者による「まちなか共同研究室　マイス
ター倶楽部」が誕生し，JR大垣駅近くに活動拠
点が開設した。
　　　「マイスター倶楽部」の名称は，当時活動を率いていた経済学部の鈴木誠教授のゼミ学生が，
中心商店街のこだわりの商業者を「マイスター（職人，名人）」と呼んで紹介しようとする試
みから命名されたが，その後，学生自身が中心商
店街の再生やまちづくりの専門家，達人になると
いう意味に変化してきた。
　　　設立当初は活動資金の要らない調査研究活動に
集中し，商店街の事業者ヒアリングや業種調査な
どを行い，学生に商店街を身近に感じさせる，商
店街と学生の関係の基盤づくりを果たした。平成
18（2006）年に大垣市，大垣市商工会議所，大垣
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市商店街振興組合連合会及び岐阜経済大学の四者による「中心市街地活性化のための四者協定」
が結ばれ，運営主体が岐阜経済大学に移管された。
　　　もともと岐阜の地域風土の持つ結束力の強さもあって，平成18（2006）年に四者協定が結ばれた
ことが，この事業の盤石な基盤を作っている。制度的な裏付けがあることがこの事業の特徴である。
　⑵　具体的な取組について
　　ア　学生によるまちづくり実践のプログラム概要
　　　　「マイスター倶楽部」は課外活動であり，オープンキャ
ンパスや入学式で新入生向けの紹介で関心を持って加入
する学生と，マイスター倶楽部事業運営代表者である経
済学部の菊本准教授，副代表の高木准教授（経済学部）
のゼミで興味を持って加入する学生で構成されている。
　　　　「マイスター倶楽部」の活動は，以下の５段階を，１年
をかけて展開されていく。活動内容は，学生自らの興味，関心のあることと，地域課題（メ
インテーマは中心市街地活性化）を結び付け，仲間，大学，企業，市民団体，行政などと連携，
協力しながら，実践的な調査，研究に取り組む。四者協定の下，学生からの報告や学生へ
の期待などの協議も行われている。学生にとっては，地域経済の現実を日常的感覚の中で
理解しながら，地域の課題解決への貢献を目指す実践的な学びの場となっている。
　　　　Step １：図書館，アンケート，ヒアリングでの地域の課題や特徴を分析
　　　　Step ２：課題の原因を仮定し，仲間と討論し，調査グループを結成
　　　　Step ３：プロジェクト型実践活動の目標と計画を立てる
　　　　Step ４：実践活動に必要な資金調達と実践活動
　　　　Step ５：活動の自己評価，グループ評価，成果の還元
⎫
⎬
⎭
⎱
⎰６月企画発表会
４～６月
⎱
⎰６～ 12月
⎱
⎰２～３月
　
　　イ　現在の活動内容
　　　　学生の関心と地域のニーズを結び付けた活動として，
５つのグループに分かれたプロジェクトと，全体プロジェ
クト，連携事業とがある。
　　　ア　ＴＭＮ（土まるけネットワーク）グループ
　　　　　大垣市郊外の農家やＮＰＯと連携し，農業を通じた
都市と農家の交流，コミュニティビジネス事業を展開。
減農薬野菜販売や農業体験ツアーを実施し，農業後継
者養成のためのきっかけづくりを行っている。
　　　イ　めぐりあいトラベル in 大垣グループ
　　　　　大垣の魅力の発見と大垣市民でにぎわいを創出する
マイスター倶楽部事務所の外観
収穫した新鮮野菜をイベントで販売
（ＴＭＮグループ）
大垣のゆるキャラ「おがっきい」
との観光イベント
（めぐりあいとらべる in大垣グループ）
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ことを目標に，地域の事業所と連携しながら体験型観光商品の企画・開発を行っている。
　　　ウ　防犯コミュニティ研究グループ
　　　　　誰もが安心安全に暮らせる地域社会を目指し，警察や地域の防犯団体とネットワーク
を組んで，見回り防犯活動や啓発活動を行っている。
　　　エ　まちかど保育園グループ
　　　　　地域で子育てや保育をめぐる『ななめの関係性』を
築くことを目標に，子供向けや親子連れ向けのイベン
ト等の活動を行っている。
　
　　　オ　ソンニョドフトゥログループ
　　　　　ポルトガル語で “将来の夢 ”という意味のプロジェクト。日系ブラジル人の多く住む大
垣市で，日系ブラジル人の小学生を対象にした放課後学習支援を行っている。
　
　　　カ　全体プロジェクト　～大垣市中心市街地活性化イベント事業～
　　　　　地域イベントの「元気ハツラツ市」への実施協力，「新春もちつき大会」の共同開催，「た
らい舟川下り」の船頭役割の協力など，大垣市の様々な組織との連携・協力により若者
が “まちなか ”で活躍する舞台を創っている。
　
　　　キ　板取地域との域学連携事業
　　　　　岐阜経済大学経済学部の授業との連動で，岐阜県関市板取地
域との交流を図り，地域の在り方を考えている。
　【マイスター倶楽部の主な通年イベント】
４月 元気ハツラツ市
（※以降毎月開催）
新入生歓迎会
たらい舟（春）
10月 十万石祭り
たらい舟（秋）
５月 グループ企画（プロジェクト）づくり 11月 全国まちづくりカレッジ
岐阜経済大学大学祭
６月 グループ企画発表会
（※以後計画に沿って活動）
12月 ゼミナール大会
７月 １月 新春もちつき大会
８月 水都まつり
（納涼レストラン）
２月 報告書づくり
９月 納涼レストラン反省会 ３月 活動報告会
新春もちつき大会でも遊び場を提供
（まちかど保育園グループ）
マイスター倶楽部
イメージキャラクター
「すまいるさん」
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３．取組の成果や効果
　⑴　大学側，学生側から見る成果と期待
　　　「マイスター倶楽部」の活動は，①個人の学びと成長のサイクル，②団体同士の関係性の発
展サイクル，③地域における課題解決型まちづくりのサイクルを生み出している。
　　　この中で，学生の調査活動等から浮かび上がった観光，福祉，交通，雇用などの課題に対
する「まちづくり提案」の数々が，行政の政策に採択されている。また，「まちマップ」も多
数作成しており，地域の活性化に活用されている。
　　　地域が大学と連携する目的の多くは，その大学に所属する教員が持つ知の蓄積のシンクタ
ンク的機能であり，学生が学ぶ学問的知や専門性を地域社会で発揮する場の実現は難しい。
この活動においても，その傾向は同様であり，地域の課題も圧倒的にマンパワーが必要なので，
現実的に，学生が地域でマンパワーとしての期待がかかることになる。教育的活動の分野で
は大学の知を活用しやすく，「マイスター倶楽部」の活動でも，子供を対象とした指導を含ん
だ活動は，学生としての知が活用しやすいフィールドとなっている。
　　　岐阜経済大学の学生が専門的に学ぶ経済学の知を生かす
方策として，学生が「コミュニティ診断士」の資格を取得し，
まちづくりのワークショップでファシリテーターを実践し
てもらうなどの手法は考えられうるが，地域の経験豊かな
経営者たちにとって若い学生のファシリテーターは受け入
れられるかは分からない。まずは，“コンサルティング ”と
いう位置ではなく，地域で一緒にやっていく “プレイヤー ”
として，そこで役立っていくことも大事であって，プレイ
ヤーをやっていることで発言権も得られると考えている。
　　　大学で学び，地域で実践するこの活動が，大学の教育課程において「柔軟な思考」「実践力」
を養い，プレゼンテーション能力の向上に役立っており，教育的な意義は高い。学生にとっ
ても，大学内では学ぶことのできない実践的な学習の場として意識付いている。
　⑵　商工会議所側，行政側から見る成果と期待
　　　「マイスター倶楽部」設立当初は，岐阜経済大学との連携について，事業の中心人物であっ
た鈴木教授の専門性とリーダーシップ，大学が持つシンクタンク機能に期待をかけていた。
鈴木教授が学生との関わりを積極的に作り出したことで，若い人が商店街に来るきっかけと
もなった。
　　　現在の活動に対しては，商店街側の反応も良く，評価も高い。活動が地元に定着し，学生
のマンパワーとしても期待されており，地域の一員として活動ができている。活動報告会の
学生の様子からも，経験を積んで能力が培われているのがわかる。
　　　設立当初から中心市街地活性化を主軸として活動してきたので，今後もその軸は継続して
ほしいが，経済学の学生としての専門性というよりも，一般的に学生が地域社会に溶け込む
「マイスター倶楽部」のみなさん
（事業運営の先生方と学生）
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教育機会として捉え，今後も連携し，活動に補助を出していく。
　　　大垣市は市民活動団体も多いので，学生が卒業後にそういう活動に自発的に参画していく
こともあり得るが，「マイスター倶楽部」で活動する学生の方向性を規定するような期待を持
つのではなく，学生が活発に活動できるような態勢を作っていくことが重要であると考えて
いる。
ヒアリング日：平成 26年７月 27日（岐阜経済大学），28日（大垣市商工会議所）
ヒアリング協力者：岐阜経済大学　副学長　竹内治彦氏
　　　　　　　　　岐阜経済大学　准教授　菊本　舞氏（マイスター倶楽部事業運営責任者）
　　　　　　　　　岐阜経済大学　まちなか共同研究室マイスター倶楽部
　　　　　　　　　　　　　　　　地域連携推進センターチーフコーディネーター
　　　　　　　　　　　　　　　　小川尚紀氏
　　　　　　　　　岐阜経済大学マイスター倶楽部所属学生
　　　　　　　　　　　　　　　大竹太紀氏，亀山匠啓氏，松田亮祐氏，森功太氏
　　　　　　　　　大垣商工会議所　　　振興課長　　牧野正明氏
　　　　　　　　　大垣商工会議所　　　振興課係長　増元英治氏
　　　　　　　　　大垣市　商工観光部　主　　　幹　中島茂樹氏
調査者：阪本陽子，仲村拓真
執筆者：阪本陽子
参考資料：
　鈴木誠著，『大学と地域のまちづくり宣言　岐阜経済大学マイスター倶楽部の挑戦』，自治体研究社，2004
　岐阜経済大学，「2013（平成 25年度）岐阜経済大学まちなか共同研究室マイスター倶楽部　活動報告書」
　岐阜経済大学まちなか共同研究室マイスター倶楽部ホームページ
　　http://staff.gifu-keizai.ac.jp/˜meister/

③大学のサービスラーニングとして学生が
　ボランティア活動をしている事例
・立命館大学「サービスラーニングセンター」
・桐蔭横浜大学
 「社会貢献論」「サービス・ラーニング実習」
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立命館大学「サービスラーニングセンター」
１．取組の概要
　⑴　実施主体：立命館大学
　⑵　対　　象：立命館大学サービスラーニングセンター
　⑶　活動場所：立命館大学・衣笠キャンパス
　⑷　取組内容：立命館大学では，平成 16（2004）年，産業社会学部に「人間福祉学科」が設
置されたことに伴い，大学の本部がある『衣笠キャンパス』に『ボランティア
センター』が開設された。平成 19（2007）年には，『びわこ・くさつキャンパス』
にも同センターが開設され，全学的取組へと広がっていった。
　　　　　　　　また，平成 17（2005）年から平成 19（2007）年にかけ，新たな『共通教育
推進機構』の設置に伴い，ボランティア活動を組み込んだ教養教育が展開され
るようになった。立命館大学『全学協議会』において，学生の主体性を生かし，
学習者を中心に据えた教育を推進することが合意されたのである。
　　　　　　　　平成 20（2008）年，アカデミズムとボランティアとの融合によるカリキュラ
ムの開発と新たな教育支援システムの展開を目指して，『ボランティアセンター』
を，『サービスラーニングセンター』に名称を変更した。
　⑸　大学生の関わり：サービスラーニングへの取組にとって，学生が主体的に学びや研究活動に参画
していくことが重要である。そこで，立命館大学では“ ピア・エデュケーション ”
“ ピア・ラーニング ” の理念をもとに，学内から「学生コーディネーター」を募
集し，２つのキャンパスに開設した『サービスラーニングセンター』への運営
参画の道を開いている。
２．取組の具体的な内容
　⑴　なぜ，この取組が始まったのか
　　　いま，大学教育において，学生の人間力や社会人基礎力の向上のための教育手法の向上が
重要な教育課題になっている。そうした現代的な教育ニーズは，学内における教職員だけの
切
せっ
磋
さ
琢
たく
磨
ま
だけでは成し遂げることはできない。大学という教育環境だけではなく，より広い
コミュニティの一員としての大学という認識を基に，コミュニティの課題に積極的に関与し，
内在する諸問題の解決のために貢献するという，大学での学習成果を応用して社会に貢献す
るという，よりアクティブな学びが求められている。
　　　サービスラーニングは，地域社会に内在する多様な社会課題を多角的な視野から見つめ検
証し，学習者同士の討論を通して自分が最も共感できる課題を選択し，その社会課題の背景
や構造を学びながら，自らが蓄積した知識・経験・技術を生かして課題解決のために貢献す
る学習方法である。
　　　『立命館大学サービスラーニングセンター』（以下，「サービスラーニングセンター」という）
は，平成 20（2008）年の開設以来，「地域課題の解決」「学生の自主的な学び」「正課・正課
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外を超えた学び」「シティズンシップ」「社会貢献」などをキーワードに，科目，課外プログ
ラムの開発と運営などの取組を進めてきた。
　　　サービスラーニングセンターを担当する，山口洋典氏（立命館大学共通教育推進機構准教授）
は，現在『災害復興支援室』チーフディレクターも兼任するが，それらの取組の原点は平成
７（1995）年の阪神淡路大震災にあると振り返る。
　　　「ボランティア元年」と呼ばれた当時，学内では震災が起こるまで，学生のボランティア活
動への取組は少数者にとどまり，学内の活動支援への取組もなかった。大学では，被災者を
支援したいという学生たちの動きに応えて，学生課に『ボランティア情報交流センター』を
設けて，学生の被災地支援活動への側面的なサポートを行った。
　　　平成 11（1999）年，産業社会学部は京都市社会福祉協議会と連携し，「ボランティアコー
ディネーター養成プログラム」を開講した。この地域と連携した共同プログラムの開発こそが，
平成 16（2004）年の『ボランティアセンター』の設置につながっていった，と山口氏はいう。
　　　この動きに，新たな原動力を与えたのは，平成 17（2005）年に文部科学省により採択された，
『現代的教育ニーズ取組支援プログラム』（現代GP）である。立命館大学が構想した「地域活
性化ボランティアの深化と発展」が採択され，学部横断的に地域参加型学習が展開されるよ
うになった。
　　　立命館大学では，そのような経過を経ながら，昭和 55（1980）年代から欧米の大学教育
で取り組まれていたサービスラーニングの教科教授法に注目し，大学教育に積極的に取り入
れていくための試みが始まった。
　　　平成 20（2008）年に設置された全学の教養教育を進めるための『共通教育推進機構』の
発足に合わせて，『立命館大学サービスラーニングセンター』（既に開設していた『ボランティ
アセンター』を改組した）を開設し，全学的な取組が始まった。
　　　大学が目指すサービスラーニングのカリキュラム・モデルは次のとおりである。
〔立命館大学のサービスラーニング・カリキュラムのモデル〕
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　⑵　具体的な取組について
　　　サービスラーニングセンターの活動内容は，大きく分類して，①ボランティア活動の支援，
②サービス・ラーニング科目の開講，③ボランティア活動に関する情報発信・啓発，の三つ
である。
　　　次の表は，それらの三つの活動を，ヒアリングに基づき整理したものである。
①ボランティア活動の
支援
②サービスラーニング
科目の開講
③ボランティア活動に
関する情報発信と啓発
④コーディネーターに
よるサポート
学内ボランティア系団
体合同ガイダンス（ボ
ラフェス）
地域参加学習入門 コーディネーターによ
る相談＆情報提供
サービスラーニングセ
ンター・コーディネー
ターによるサポート活
動シティズンシップ・ス
タディーズⅠ（地域活
性化ボランティア）
ボランティアガイダンス
「Let’sStartVolunteer」
（LSV）
シティズンシップ・ス
タディーズⅡ
情報掲示板による情報
提供
現代社会のフィールド
ワーク
ボランティア体験プロ
グラム
ソーシャル・コラボレー
ション演習
ホームページ＆フェイ
スブックによる情報提
供
学生コーディネーター 全学インターンシップ
①　ボランティア活動の支援
　　ボランティア活動を始め，地域活動の全般について，サービスラーニングセンターの専門知
識・経験を持つ職員，コーディネーターが，活動の相談・助言や多様な参加プログラムを企画・
提供しながら，学生たちの参加を支援している。
　　ア　学内ボランティア系団体合同ガイダンス（ボラフェス）
　　　　大学内にある学生ボランティア系サークル・団体間の相互交流や，学内の一般学生への
活動を紹介する機会を提供している。
　　イ　ボランティアガイダンス「Let’sStartVolunteer」（LSV）
　　　　夏期休暇などの長期休暇期間を活用して，国際協力，高齢者福祉，子供，青少年教育及
び障害児・者支援などのプログラムを企画して，学生に多様な活動を体験するチャンスを
提供している。特に，大学外のコミュニティで活動する多様なボランティア団体・ＮＰＯ・
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　　ＮＧＯ関係者と直接対話をし，実際の活動を
体験するプログラムは “生きた学び ”の機会
となっている。
　ウ　ボランティア体験プログラム
　　　ボランティア活動に興味があるが参加をす
るきっかけがない，思いはあっても活動への
一歩を踏み出せない，などのジレンマを抱え
る学生のために，気軽に参加しやすい「ボラ
ンティア体験プログラム」を企画し，提供し
ている。
　エ　学生コーディネーター
　　　学生の視線で学生たちのサービスラーニングをサポートするために “ピア・エデュケーショ
ン ”“ ピア・ラーニング ”の理念から，「学生コーディネーター」への参加の機会を開いている。
　　　学内への募集は，毎年２回（５月・10月）。希望者は，サービスラーニングセンターのコー
ディネーターが面接した上で決定する。委嘱された「学生コーディネーター」に報酬はなく，
あくまでも “ボランティア ”としての参加である。
　　　活動の任期は，卒業するまでの期間としている。新しいメンバーの研修は，先輩学生が企
画し運営している。その後に行う合宿研修には，教員も参加している。2014 年度の学生コー
ディネーター数は『衣笠キャンパス』で 30人。『びわこ・くさつキャンパス』で 20人である。
　　　活動は，毎日の昼食時間帯に，学生ルームで食事をしながらボランティア活動を紹介する「ボ
ランチ」。地域のボランティア団体を大学に招いてボランティア活動の具体的な事例を紹介す
る「ボランティアガイダンス」である。
　　　また，学生のアイディアで企画し提供する「一日体験プログラム」の活動が土・日を中心
に実施しているが，最近では，週末だけでなく，夕方や夜の時間帯のニーズも増えている。
活動の内容は，環境系・福祉系など多彩だが，子供たちへの学習支援活動への人気は高い。
②　サービスラーニング科目の開講
　　サービスラーニングセンターでは，サービスラーニングについて，次のように学生等に説明
している。
　　「地域の自治の担い手である地域組織・ＮＰＯ・行政機関・企業・大学等による，対象への貢
献活動（サービス）への参加を通じ，対象や仲間との関係性の中で学ぶ（ラーニング）という
教育手法です。学習者に対しては現場の当事者やその地域への真摯な姿勢が求められます。そ
の上で，大学と地域の協議によって個々の役割と目標が定められ，活動の進展とともに，『省
察（reflection）』の機会が設けられることで，学習者，地域，教育機関，それぞれに『互恵
的（reciprocity）』な関係が構築されることが必要となります」（『サービスラーニングとは～
ServiceLearningCenterRitsumeikanUniversityGuidebook』より抜粋）
　　サービスラーニングでは，ボランティア活動について学び実践する，地域に貢献する活動をテー
立命館大学サービスラーニングセンター
学生ルーム（衣笠キャンパス）
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マとして取上げ実践し学ぶ。教科についての学
びを，活動を通して深めるなどを目標に，次の
ようなサービスラーニング科目を開講している。
　ア　地域参加学習入門
　　　ボランティア活動などの地域参加活動につ
いて，その意義・現状・課題や方法を実践的
に学びながら，学生が人間的な成長や専門知
識への関心を高めることを目標にした授業。
　イ　シティズンシップ・スタディーズⅠ（地域
活性化ボランティア）
　　　「地域に貢献し，地域で学ぶ活動」を目標に，
地域で行われている社会事業に参加し，その運営の補助的役割を担うことで，問題発見と課
題探索のための実践的学びを進めていくことを目標にした，初年次から履修できる授業。
　ウ　シティズンシップ・スタディーズⅡ
　　　各学部において学ぶ，専門学習への関心を深めるために設定された科目。グループ単位で
学ぶことを特色にした問題解決型の演習型科目で，自己と社会との関係や学問的関心をより
深めていくことを期待している。
　　　特に，集団活動の意義を学ぶとともに，グループによる課題解決のための設計や構想づく
りなどを学習するなど，経験学習による成長を目標にしている。
　エ　現代社会のフィールドワーク
　　　地域社会の個別的社会問題を設定して，その問題についての理解と自己の対応方法，さら
には，問題解決の方法について，フィールドワークを通して探求する科目である。特に，多
様な地域の課題を，他者との相互作用の中で学ぶ方法を習得することを目標としている。
　オ　ソーシャル・コラボレーション演習
　　　地域社会で活躍する実践活動家との協働（コラボレーション）を目標に，組織マネージメ
ント（マーケティング・企画立案・工程管理・予算管理等）に携わりながらより高度な議論
と実践を進めていくための授業を行っている。
　カ　全学インターンシップ
　　　各学部や教員の求めに応じて，ＮＰＯ・ＮＧＯなどの社会問題の解決に取り組む各種団体
と連携し，学生にインターンシップの機会を開拓し提供している。
③　ボランティア活動に関する情報発信と啓発
　　大学のサービスラーニングセンターには，学生のための情報ボードがあり，地域社会から送
られてくる多様な活動情報を，コーディネーターが精選して掲示している。また，学生コーディ
ネーターが直接ボランティア活動先を訪問し取材しながら，その調査の成果を手作りのパネル
にして，学生に掲示するなどの工夫を加えている。
　　また，ホームページやブログ等の運営により，ボランティア活動の情報を掲載し提示している。
ボランティア活動先に関する
手作りのパネル
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　　また，センターが企画したボランティア活動プログラムの活動風景，サービスラーニング関
連科目などで学ぶ学生の実践活動の様子，学内のボランティア活動系サークルの活動などを，
動画や写真とともに紹介している。
④コーディネーターによるサポート
　　サービスラーニングセンターでは，センター長を始め，３人の教員が運営を担当している。また，
教員の他，専門的知識や経験を持つ専門スタッフである「コーディネーター」（職務的には，教学
部共通教育課サービスラーニングセンター主事）を配置して，サービスラーニングセンター・プ
ログラムの企画運営を始め，学生への相談業務や，教職員のための教育活動への支援を行っている。
　　職務に携わるコーディネーターのスタッフの人数は『衣笠キャンパス』に２人（主事），『びわこ・
くさつキャンパス』に２人（主事１人・アルバイト１人）である。
３．取組の成果や効果
　サービスラーニングは，それぞれの科目に設定された到達目標を達成するためのプロセスを重
視した学習方法（教科教授法）である。
　学生たちは，①学習する科目の到達目標を理解し，②自らの手で学習計画を立案し，③学生同
士の討論で相互に深め，④学習する科目と社会との関係性を考察し，⑤学習の対象とする活動先
について学び，⑥科目と実践とを関連付けながら社会に貢献するための活動を試み，⑦活動のプ
ロセスを学習者同士の討論やジャーナル（活動日誌）で自己評価し，⑧学習した成果を学生同士
で共有し，⑨自らの活動を検証し・自己評価をし，⑩学習で修得した問題意識を社会への提案と
して発表する，という主体的な学びを進めていく。
　インタビューに応じてくれた，サービスラーニングセンター『衣笠キャンパス』を担当する山
口洋典氏はいう。
　「大学教育は，“量 ” から “ 質 ” への転換として，効率性を重視する学びからの脱却が必要である。
なぜ今，サービスラーニングという教育方法が注目され，大学教育の何が問われているのかを問い，
学生の学びと成長を促すために何が必要なのかの意味を見い出そうと呼びかけながら，学内への
さらなる浸透を図っていきたい。現代の学生の学びの課題とは何か。それは，大学と社会との往復，
デスクワークとフィールドワークとの往復によって，学びの多層化を進めていくことではないか。
そのプロセスの中の “止り木 ” として，サービスラーニングセンターの役割があると考えている。」
　平成 26（2014）年９月，立命館大学は，文部科学省から「スーパーグローバル大学」（ＳＧＵ）
に選ばれた。「ＳＧＵ」は，世界に通用する研究や国際化を進める大学を重点的に支援する政策で
ある。今年度は，全国の 104 の大学が申請し，37の大学が採択された。
　立命館大学は，グローバル社会を舞台にどのようなサービスラーニングを展開するのか。サー
ビスラーニングセンターのさらなるチャレンジに注目していきたい。
４．社会教育行政等との関わり
　最後に，サービスラーニングセンターの事例から見えてくる社会教育行政との関わりついて言
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　及したい。
　⑴　学習者の“社会に責任ある主体意識の醸成”（シティズンシップ）という視点からその一つは，
社会教育における “学習概念 ”の転換である。
　　　1980 年代からアメリカの大学に広がりはじめたサービスラーニングは，世界の大学教育
のみならず，学校教育の教科教授法の大きな転換を促したものだといえる。その学習理念は，
学習者が主役となって展開する学びであることはもちろんのこと，常に学習目標と社会との
関わりの中で実践的に学びながらコミュニティの一員としての自覚と責任意識を育むという，
学習プロセスを重要視した問題解決型学習であるという特色がある。それを社会教育の視点
から考えてみたい。
　　　サービスラーニングの導入によって，コミュニティに内在する “教育力 ” と，学習者の “貢
献する力 ”とを有機的につなげ，問題解決的で互州的な学びを展開することが期待される。ま
た，学習者は，自らの学びの成果をコミュニティづくりへと結実させていくことが可能になる。
そのような学びは，現代の社会教育が目指す「知の循環型社会」という新たな方向と極めて
合致しているものといえる。
　　　また，サービスラーニングは，その学びのプロセスの中で，学習者がコミュニティの “主役 ”
としての自覚と責任意識（シティズンシップ）を培っていくことを目標としている。その目
標は，これからの社会教育の目指す “社会の責任ある主体意識の醸成 ”（シティズンシップ）
という，より積極的な学びに寄与する可能性を秘めた学習方法でもある。
　⑵　“ 自己完結的学び ” から “ 持続可能で開かれた学び ” への発展という視点からサービス
ラーニングは，「自己への探求」（Personal Insight）「社会問題の理解」（Understanding
Social Issues）「学習成果の応用」（ApplicationofSkills）の３つの学習理念（興梠寛『希
望への力～地球市民社会の「ボランティア学」』）によって構成されていると考えられる。言
葉を換えれば，学びと社会への貢献との相互作用を通して「人間力」「社会力」「学習力」を
育む可能性を秘めながら，コミュニティをキャンパスにして展開されるより行動的な学習モ
デル（アクティブラーニング）であるといえる。
　　　社会教育プログラムは，単なる知識・技術の修得に終始することにとどまらず，そこで学
んだ知識や技術，学習者の個性や “経験知 ” を応用して社会に還元・活用する「知の循環型学
習」を展開することが課題となっている。
　　　また，学習と社会貢献とを融合させた学習は，学習者が “有用感 ” や “ 自己肯定感 ”を増す
ことができるよい機会となり，改めて “学ぶことの意味 ”“ 学ぶことの喜び ”とは何かを見い
だせない人びとのための社会教育プログラムづくりのヒントにもなるのではないだろうか。
　⑶　大学教育と社会教育とのパートナーシップによる新たな学習社会の開拓という視点から大
学におけるサービスラーニングへの取組は，大学教育と社会教育との新たなパートナーシッ
プの絆（きずな）を結んでいく可能性を秘めている。
　　　いま，大学では，学生のコミュニケーション力，応用力，創造力の育成，課題解決能力の
向上という “実学 ” 重視の教育活動を展開しようという傾向がある。
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　　　そうした方向性によって，大学はますますコミュニティの “教育力 ” に期待をかけるように
なる。その教育ニーズに応えて，社会教育は，多様なボランティア・ＮＰＯ等の情報を収集
し提供するとともに，大学や教職員の教育目標を始め，学生たちの個別的な学習目標を探求
するために必要な実践的な学習メニューの提供，特に多様な社会貢献型プログラムを開発し
提供する役割が重要になっていくであろう。
　　　サービスラーニング・プログラムの提供は，単なる大学の周辺の自治体のみならず，近隣
に大学がない自治体においても期待されている。例えば，過疎化現象の著しい山村であろう
とも，人々の暮らし・自然・文化は，学生にとって重要な学びの資源である。　
　　　また，社会問題に取り組んでいる地域・組織・人々は，特に学生たちの正義感を奮起させる
だろう。社会の課題こそ，学生にとってはより挑戦できる “学びのコミュニティ ”なのである。
　　　社会教育のスタッフ，非営利組織の活動者，地域の課題に取り組む住民たち，社会貢献企
業の社員たちは，重要な大学教育の支援者である。コミュニティの教育資源に習熟した人々が，
学生たちが社会に貢献するプロセスに寄り添い，学習のチャンスや教材を提供することで大
学教育は新たな教育的価値を見い出していくことだろう。
　⑷　「青年期教育」の重要性という視点から
　　　近年になって，高校生，大学生等，社会人などの，青年期教育の重要性が高まっている。
　　　国においても選挙権年齢の18歳への引下げなどが議論され，またキャリア教育の必要性や社会
参加意識の向上など，青年期を迎える若者たちへの社会教育への役割は，ますます重要になっている。
　　　大学もまた，青年期教育に重要な役割を持つが，大学のみに青年期教育を依存しているわ
けにはいかない。学生たちが豊かな人間性を育み “自分に責任を持つ ”生き方，“社会に責任
を持つ ”生き方を身に付けるためには，社会教育がコミュニティ全体の学びのキャンパスを
開拓し，大学と連携した青年期教育を展開することが必要である。
　　　大学が抱える青年期教育の課題を共有しつつ，コミュニティにおける良きパートナーとし
て，社会教育機関は，大学と協働したプログラムの開発を進めていくことが大切である。
ヒアリング日：平成 26年８月１日
ヒアリング協力者：立命館大学共通教育推進機構准教授
 ・サービスラーニングセンター担当　山口洋典氏
調査者：興梠寛，仲村拓真
執筆者：興梠寛
参考資料：
冨田沙樹，近森節子，徳永寿老，真田睦浩「立命館大学における「サービス・ラーニング」モデルの構築」『大
学行政研究（立命館大学大学行政研究・研修センター紀要）』第４号，2009，p.33-48
難波美都里，平山善雄，石生義人，山口洋典 ;音好宏司会「座談会：サービス・ラーニングの学びが学生に
もたらすもの」『大学時報』第 353 号，2013，p.14-29.
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桐蔭横浜大学
「社会貢献論」「サービス・ラーニング実習」
１．取組の概要
　⑴　実施主体：桐蔭横浜大学スポーツ健康政策学部
　⑵　対　　象：スポーツ健康政策学部　１年生～４年生（履修希望者）
　⑶　取組内容：スポーツ健康政策学部の専門科目（三学科共通の選択科目）として，講義科目「社
会貢献論」と社会貢献活動体験実習「サービス・ラーニング実習 I/II」を開講している。
２．取組の具体的な内容
　⑴　なぜ，この取組が始まったのか
　　　桐蔭横浜大学では，平成 20（2008）年のスポーツ健康政策学部新設と同時に，学生が授
業やクラブ活動での学びの成果を，社会に還元する体験実習を通じて社会性を育むとともに，
大学と地域社会の連携の一助になることを期待して，特色ある新しい教育プログラムの一環
として，講義と実習を一体化した「社会貢献論」「サービス・ラーニング実習」を導入した。
国内のスポーツ・体育系の大学において，このような取組事例は少ないといえる。
　⑵　具体的な取組について
　　ア　１年間の授業の流れ（図１参照）
　　　　学生は，講義科目「社会貢献論」と実習科目「サービス・ラーニング実習」を連続した
期で履修する（例：前期に「社会貢献論」，後期に「サービス・ラーニング実習」を履修）。
「社会貢献論」の授業前半では，現代社会における社会貢献の意義やボランティア活動の基
本的理念などの講義を行い，後半では，「サービス・ラーニング実習」受入先の担当者から
直接，団体の活動や実習内容について説明を受ける。学生は，社会にどのような課題があり，
どのような手法で問題解決を図り，貢献ができるのかを知るとともに，実習先で行うこと
が明確となり，各自の実習先選択に役立つ。
　　　　その後，担当教員ほかNPO法人アドバイザーネットワーク神奈川のコーディネーター
が相談に応じながら，学生は実習希望先選択を行う。実習先の決定は，主にプログラムディ
レクターが担当し，学生の志望動機を優先しつつ，受入れ先での活動内容や定員などを考
慮して調整を行う。実習先が決まった学生は，実習計画を立て，誓約書にサインを行い，
マナートレーニングを経て「サービス・ラーニング実習」を開始する。
　　　　「サービス・ラーニング実習」は，主に大学の長期休み（前期は８～９月，後期は２～３月）
を活用して行う。実習は，定期的に実習先に通う「通所型」と，現地に滞在して行う「宿泊型」
がある。学生は各自の実習先で 30時間以上の活動に従事し，毎回の活動内容は実習日誌に
記録，現場の担当者からアドバイス等を受ける。実習終了後は，レポート作成と実習報告
会への参加により，実習での学びを振り返り，全てのプログラムが終了となる。
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　　イ　学生の履修状況について
　　　　平成 21（2009）年度に，２年生以上を対象に初めての実習が実施された。平成 23（2011）
年度の学部カリキュラム改訂に伴い，実習は年２期（前期・後期）展開となり，１年生か
らの履修が可能となった。開講当初から履修者は 60名強で推移していたが，年々，履修希
望者が増加傾向にあり，実習受入先の定員の関係上，履修者選抜を行う場合もある。平成
26（2014）年度は，前期 88名，後期 82名（履修希望者は 188 名、選抜を実施）が履修
している。
　　ウ　「サービス・ラーニング実習」受入先について
　　　　実習受入先の活動分野は，青少年のスポーツ指導，子育て支援，障害者の生活・スポー
ツ支援など多岐にわたり，独立行政法人や社会福祉法人，財団法人，NPO並びに任意団体
と組織形態も多様である。受入先のエリアは，大学所在地付近の神奈川県横浜市を中心に，
川崎市，藤沢市，東京都，千葉県，群馬県前橋市，山梨県韮崎市，長野県伊那市，静岡県
御殿場市，新潟県妙高市などの様々な地域にある。
　　　　実習開始の平成 21（2009）年度は 13ヵ所の実習先が，平成 26（2014）年度は 32ヵ所と，
本学部の教育活動に理解を示し，共に学生を育ててくださる機関が増加している。実習先
の開拓は，NPO法人アドバイザーネットワーク神奈川及び学部教員からの紹介などによる。
　　エ　運営体制について（図２参照）
　　　　「サービス・ラーニング実習」を推進するために，学部教員によるワーキング・グループ
を組織化し，実習事務機関（サービスラーニングラボ）を設置，スタッフ２名（１名は実
習プログラムディレクター，もう１名は事務担当）を配置している。さらに，学部はNPO
法人アドバイザーネットワーク神奈川との協働事業協定を締結し，コーディネーターより，
実習先の開拓や学生の実習選択相談などのアドバイスを頂く。
　　　　毎年，年度始めの５月頃に，その年度に実習受入れに御協力を頂く団体の担当者を対象に，
実習運営方針の説明や意見交換のための会を開催している。また年に１回，各実習先にワー
図１　１年間の授業の流れ
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キング・グループの教員が巡回し，学生の実習の様子を見学し，受入先担当者へのヒアリ
ングなども行う（実習巡回指導）。
　　オ　学生の実習費と保険について
　　　　実習に際して，学生は実習費（5,000 円）を大学に支払う。この費用は，受入経費とし
て，実習先にお渡しする。実習に関わる交通費，食費，宿泊費などは原則自己負担であるが，
宿泊費については一部大学より補填を行う制度を設けている。
　　　　本学では，実習中の不慮の事故や災害自己による学生の傷害に備えて，学生は「学生教
育研究災害障害保険」及び「学研災付帯賠償責任保険」に加入し，サービス・ラーニング実習は
本保険を適用する。
図 2　実習運営体制図
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　　カ　実習の様子
　　　ア　子供のスポーツ指導（平成 25（2013）年度・後期）
　　　　　幼児を対象とした水泳教室において，
女子学生（当時，スポーツ教育学科２年生）
が水泳指導の補助を体験した。
　　　　［実習先］（公財）横浜北YMCA（横浜市）
　　　イ　障害者乗馬活動支援（平成 26（2014）年度・前期）
　　　　　障害者や障害児が，安全にかつ楽しく乗馬を体験で
きるように，男子学生（当時，スポーツテクノロジー
学科２年生）が乗馬の補助を体験した。
　　　　［実習先］NPO法人RDA横浜（横浜市）
　　　ウ　在日外国人の日本語学習支援活動（平成 25（2013）年度・後期）
　　　　　横浜市の在日外国人のための日本語教
室において，女子学生（当時，スポーツ
健康政策学科１年生）が学習の補助を体
験した。
　　　　［実習先］横浜市青葉国際交流ラウンジ
　　　　　　　　（横浜市）
　　キ　実習後の振り返り
　　　ア　実習レポート
　　　　　実習終了後，学生は実習体験を振り返りレポートを作成する。学生一人一人に指導担
当教員が付き，レポートの添削・指導を行いながら，実習での学びを深めていき，レポー
幼児の水泳指導風景
日本語学習教室での活動風景
障害児の乗馬活動支援風景
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トを完成させる。
　　　　　レポートは，年度ごとにまとめてレポート集を発行する。
　　ク　実習報告会
　　　　実習報告会では，同時期に実習を行った学生が一同に会し，グループワークにより実習
での学びや気付き，お互いの成長を共有しあう。また，体験での学びをその後の学生生活
や学習にどのように生かしていくかについても議論を行う。
　　　　実習報告会には，担当教員やNPO法人アドバイザーネットワーク神奈川のコーディネー
ター，実習先の担当者などが同席する。
　　ケ　成績評価
　　　　全てのプロセスを終了した学生には，「社会貢献論（２単位）」，「サービス・ラーニング
実習 I/II（２単位）」を付与する。成績評価の方法は，実習レポート（ワーキング・グルー
プ教員による評価），実習態度等を総合的に判断して，科目担当教員が行う。
　　　　なお実習先には，学生個人の実習状況報告（振り返りシート）の提出を依頼するが，記
載された内容は，学生にフィードバックを行うのみにとどめ，成績評価には反映しない。
３．取組の成果や効果
　「社会貢献論」「サービス・ラーニング実習」を通じて，大学内では体験できない実社会での新
しい経験や，親や先生以外の様々な年代の人との交流により，実習後の学生たちには次のような
変化が見られる。
　⑴　学生の自己充実や自己の課題発見
　　　実習終了後のアンケートによると，９割以上の学生が実習に満足していたり，達成感を感
じていたりしている。視野が広がり，対人コミュニケーション能力や挨拶などの社会人とし
ての人間的な成長の機会となっている。その一方で，現場活動において自分の力が及ばなかっ
たことから，人との関わり方など，自己の社会的な課題についての発見もあるようだ。実習
開始前後に行った「自己能力評価」アンケート調査の結果を，図７に示す。
平成 24（2012）年度・後期　実習報告会の様子
（左：グループワーク　右：学生による発表）
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　⑵　社会的課題への関心の高まりと参加意欲の向上
　　　実習を体験した学生の中には，社会的課題への関心が高まったり，ボランティア活動への
参加意欲が向上したりする姿が見られる。
　　ア　「サービス・ラーニング実習」後の活動継続
　　　　日本ブラインドサッカー協会での大会運営の実習経験を機に，地元のブラインドサッカー
チームのマネージャーを始め，クラブの活動支援ほか，ブラインドサッカーの普及等に尽
力する女子学生がいる。
　　イ　ボランティア団体の発足
　　　　平成 23（2011）年３月 11日の東日本大震災後，本学部には，学生有志による被災地支
援ボランティア団体が発足した。「サービス・ラーニング実習」では，この団体とともに，
野田村（岩手県）の被災地支援活動を行った。その後も，実習体験者が中心に学内にて仲
間を募り，現在まで毎年の夏，現地での復興支援の活動を継続している。
　　ウ　自発的なボランティア活動
　　　　「サービス・ラーニング実習」をきっかけに，地域社会や人のために自分の力を役立てる
活動の楽しさに目覚めて，自発的にボランティア活動に取り組む学生がいる。平成25（2013）
年度の後期実習生２名（女性）は，平成 26（2014）年８月，国立沖縄青少年交流の家で
のボランティア活動に従事した。ボランティア活動に必要な交通費や滞在費などは，アル
バイトで貯めたお金を充て，実習先で自炊をしながら，施設職員と共に利用者対応に当た
図３　「サービス・ラーニング実習」前後における「自己能力評価」の割合について
（平成 25（2013）年度前期実習生，分析対象 51名）
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るほか，地元住民との交流などを体験した。
　　エ　グローバルな関心の高まり
　　　　近年では，国内にとどまらず，海外でのボランティア活動に関心を寄せる学生からの相
談も受ける。本学部では，関連科目を学ぶ中で，青年海外協力隊に興味を抱き挑戦する学
生がいる。平成 26（2014）年度は，過去に「サービス・ラーニング実習」経験者の柔道
部学生１名が青年海外協力隊の試験に合格し，次年度以降，海外においてスポーツ指導者
としてボランティア活動に携わる予定である。
　　　このように，「社会貢献論」「サービス・ラーニング実習」は，日頃学生が生活する環境や
文化の異なる地域でのボランティア活動を通じて，新しい発見や様々な人々との出会いと交
流がある。この経験が，学生の社会問題への関心を高め，社会に参加・提言をする社会人に
なるための育成の一助を担っているといえる。このことは，学生たちへの実習インタビュー
や実習後の座談会などからも明らかとなっている。
　
４．社会教育行政等との関わり
　「サービス・ラーニング実習」の受入れ先として，社会教育施設（例：独立行政法人国立青少年
教育振興機構）があるほか，受入先のNPO等の多くは，行政からの委託事業等を行っている団
体である。また本学には，地域連携・生涯学習センターがあり，青葉区や横浜市，神奈川県など
と連携した事業の展開も進めている。
ヒアリング日：平成 26年５月 28日
ヒアリング協力者：桐蔭横浜大学スポーツ健康政策学部
 サービス・ラーニング実習プログラムディレクター　木下直子氏
調査者：本調査研究委員会全委員
執筆者：木下直子
参考資料：
　http：//toin.ac.jp
　「社会貢献論」「サービス・ラーニング実習」紹介DVD（平成 26（2014）年度作成）

④大学の専門教育プログラムが
　地域のボランティア活動等と結び付いた事例
・島根大学　「1000時間体験学修」プログラム
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島根大学　「1000 時間体験学修」プログラム
１．取組の概要
　⑴　実施主体：島根大学教育学部附属教育支援センター
　⑵　対　　象：島根大学教育学部生
　⑶　取組内容：教員養成課程のカリキュラムとして，教育学部の全学生に「1000 時間体験学修」
プログラムを導入している。
　⑷　大学生の関わり：卒業までに学校や社会教育施設等での 1000 時間以上の活動に参加している。
２．取組の具体的な内容
　⑴　なぜ，この取組が始まったのか
　　　平成 16（2004）年に島根大学教育学部は，隣県の鳥取大学との間で教育系学部を再編し，
教員養成に特化した学部（1学年約 170 名）としてスタートすることになった。これは，平
成 13（2001）年の国立の教員養成系大学・学部の在り方に関する懇談会「今後の国立の教
員養成系大学学部の在り方について（報告）」で示された方針に基づいた再編であった。この
再編に際して，改めて 21世紀にふさわしい教員養成プログラムについて再検討を行ったこと
が，本プログラムを導入することになったきっかけである。
　　　目指すべき教師像の検討を経て，豊かな人間性と実践的な指導力を備えた「教師力」を構
成する３領域（教育実践力，対人関係力，自己深化力）を設定し，さらに３領域の中で学生
が身に付けるべき資質・能力を 10の軸（学校理解，学習者理解，教科基礎知識・技能，授業
実践研究，リーダーシップ・協力，社会参加，コミュニケーション，探求力，教師像・倫理，
リテラシー）で捉えることとした。（表 1）
表１　「教師力」を構成する３領域と 10の軸
教育実践力
学校理解
学習者理解
教科基礎知識・技能
授業実践研究
対人関係力
リーダーシップ・協力
社会参加
コミュニケーション
自己深化力
探求力
教師像・倫理
リテラシー
　　　これらの力を育成するためには，単に理論的な学習だけではなく，多様な体験活動こそが
必要であるとの観点から，平成 16（2004）年 4月に教育学部の全学生に必修の卒業要件と
して「1000 時間体験学修」プログラムを導入した。
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　　　こうした背景として，以前から社会教育施設等との連携の中で体験を通じた学びの機会を
提供してきた経緯がある。島根大学では，平成 6（1994）年当時から社会教育主事課程の中
で社会教育施設等での実習やボランティア活動を取り入れていた。こうした取組によって，
「1000 時間体験学修」を導入するための下地が整備されていたという面もあるという。
　⑵　具体的な取組について
　　⑵－１　「1000 時間体験学修」プログラムの概要
　　　　学生に課せられる 1000 時間の体験学修は，大きく「基礎体験領域」「学校教育体験領域」
「臨床・カウンセリング体験領域」の三つの領域に分かれており，それぞれ全員が同じ内容
を体験する「必修時間」（合計 600 時間）と，各自が選択した内容を体験する「選択時間」（合
計 400 時間）に分かれている。（表 2）
表２　1000 時間体験の領域と時間
必修時間 選択時間
体験領域基礎体験領域 （110 時間）
（400 時間）学校教育体験領域 （340 時間）
臨床・カウンセリング体験領域 （150 時間）
　　　　「必修時間」は，大学や社会教育施設等で行われるセミナー形式の活動（基礎体験領域），
附属学校等での学校教育実習（学校教育体験領域），生徒指導や教育相談，特別支援教育に
関する演習形式の授業等（臨床・カウンセリング体験領域）からなっている。
　　　　学生が自ら内容を選択して体験学修を行う「選択時間」は，社会教育施設や地域のイベ
ント，学校等での支援活動が中心となっており，「基礎体験領域」の活動が中心となってい
る。「選択時間」における「基礎体験領域」は，プログラムの中でも特に社会教育やボラン
ティアとの関連が大きいと考えられるため，以下では，調査研究の趣旨に鑑み，「選択時間」
における「基礎体験領域」に焦点を当てることとする。
　　⑵－２　「基礎体験領域」（選択時間）の概要
　　　　基礎体験領域は「これからの教師に求められる社会性や豊かな人間性を育成する場」と
して捉えられており，その目的として以下の 4点が挙げられている〈注１〉。
　　　　①　直接子供理解を深める体験により，子供理解力を高める
　　　　②　教育的実践力を高める体験により，指導力を高める
　　　　③　社会の一員として行う共生体験により，人間関係能力を高める
　　　　④　企画力を高める
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　こうした目的のもと，活動を「学校」「子供」「地域」の三つのフィールドに分類し，各自治体
や社会教育関係団体と連携しながら活動を展開している。森本ほか（2006）は，こうした基礎体
験領域におけるプログラムの特徴として，①学外を舞台としている，②体験の積み上げを時間と
して認定している，③学生が選択して体験に参加する，④現場経験のある教員が指導に当たって
いる，⑤ねらいの共有化と振り返りは学内で行っている，の 5点を挙げている〈注２〉。
　ア　活動のプロセス
　　　基礎体験領域の申込みから時間認定までのステップは以下の図 1のようになっている。学
生はまず自分の参加したい活動を探し，webで申込み手続をした上で，事前指導（約 30分）
を受け，活動に参加する。活動後には事後指導（約 30分）を受けた上で，時間認定を受ける
仕組みとなっている。（なお，時間の認定は「事前指導や打合せに要した時間」「受入先での
体験時間」「事後指導や振り返りの時間」「体験先への往復移動に要した時間」を合計して算
出している。受入先での体験時間については受入先の担当者から書類にサインをもらうこと
となっている）。
　　　ここで，体験活動の前後に必ず専任教員による事後指導が設定されていることは，単に活
動をすることが目的ではなく，それを学生一人一人の学びにつなげていくことが目指されて
いることの表れと言えよう。事前指導は，各活動の一週間前に入るところで実施し，一緒に
参加する活動メンバーの顔合わせや活動内容の確認，各自の目当ての設定などを行っている。
事後指導においては，活動の様子を報告した上で，活動で得た学びの振り返りを行っている。
また，通年で定期的・継続的に行われる活動の場合は，10回活動した後に途中で指導を行う
こととしている。
　　　活動に関する交通費，参加費は原則として学生が負担することとなっており，謝金は受け
取ることができないこととなっている。ただし，受入れ団体によっては送迎があったり，謝
金の代わりに交通費の支援をしている団体もある。また，活動には授業期間中は参加できな
いこととなっており，学生は週末や長期休暇のほか，3年生後期の実習セメスター〈注３〉に
活動をすることとなっている。
　イ　受入れ団体・活動内容
　　　受入れ団体数は，プログラムがスタートした平成 16（2004）年度には 50団体（募集活動
数 93）であったが，平成 24（2012）年度には 266 団体（募集活動数 508）まで拡大している。
図１　基礎体験領域（選択）での活動のプロセス
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一方で，募集のあった活動のうち，学生
が参加した活動は平成 16（2004）年に
は 93 プログラム中 66 プログラムであっ
たが，平成 24（2012）年度には 508 プ
ログラム中 348 プログラムとなっており，
募集があっても学生が参加しない活動が
増えている面もある。
　　　選択時間に行う基礎体験領域での活動
としては，①学校体験（幼稚園・小学校・
中学校・高等学校・特別支援学校 /学級・
通級指導教室），②行政連携事業（放課後・
休日の活動），③社会教育施設での体験，④各種団体での体験，⑤実習セメスター体験，⑥専
攻別体験〈注４〉，⑦大学主催の体験プログラム，⑧その他の教師力向上のための体験，⑨プ
ロファイル・シート，⑩面接道場，⑪就業体験，などが挙げられる。また，平成 24（2012）
年度の卒業生の入学から卒業までの活動時間は，選択時間の基準である 400 時間に対し，一
人平均 637.4 時間となっており，400 時間を大きく上回っている状況である。
　ウ　運営体制
　　　本プログラムの運営は，教育学部附属の教育支援センターが中心に行っている。特に基礎
体験領域については，兼任の教育支援センター長と，島根・鳥取両県の教育委員会との交流
人事による専任教員 4名，特任教員 1名，事務担当職員 2名が中心となって運営している。
教育支援センターでは，学生に対して，活動情報の提供，活動登録の受付・集約，事前・事
後指導，活動記録・時間数の管理に加え，関連する基礎セミナーの実施を行っている。さら
に受入れ団体との間では活動ごとに参加学生に関する連絡調整を行い，新規の受入れ先の開
拓も行っている。なお，受入れ団体による基礎体験活動連絡会議を年 2回実施しているほか，
各年度の始めには受入れ団体による学生向けの合同説明会も実施している。
　エ　プログラムの評価
　　　体験学修の評価については，体験を通じた成長を可視化する仕組みとして，「プロファイル・
シート」を作成し，活用している。プロファイル・シートには自己評価，客観評価（学業成績），
他者評価とともに，体験学修での活動時間数などや上述の教師力の 10の軸ごとの自己評価を
まとめたレーダーチャートとなっている。これらは，指導教員からの個別指導にも活用される。
さらに，ある一定の条件を満たした活動を行った学生に学内資格を認定する制度も運用され
ている。
　　　また，プログラム全体の成果や課題については，教育支援センターのスタッフによって，
毎年様々な調査が行われ，論文にまとめられている。これらの論文は，『島根大学教育臨床総
基礎体験領域の活動掲示
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合研究』等に掲載され，教育支援センターのwebサイトを通じて公開されている〈注５〉。
３．取組の成果や効果
　これまで見てきたように，「1000 時間体験学修」は近年注目されているサービス・ラーニング
的な教育手法を平成 16（2004）年の段階で大胆に教員養成課程のカリキュラムの中に導入し，
これまでも全国的な注目を集めてきた。既に見たように，これまでの 10年間で，受入れ団体数や
募集活動数は大幅に増加し，それに伴って活動への延べ参加人数も増加している。また，これま
で 1000 時間の体験学修が満たせずに卒業できなかった学生は一人もおらず，学生一人当たりの
在学中の選択時間の合計は平均 600 時間を超えている。運営面でも改良を重ねながら，教育支援
センターを中心に，学生指導においても受入れ団体とのやりとりについても，安定した運営体制
が構築されていると言ってよい。こうした状況は，本プログラムが地域や学生に浸透するとともに，
それぞれのニーズに対応したプログラムとなっていたことを表すものであり，一つの成果である
と言えよう。
　本プログラムは学生にとっても様々な教育的効果を持つことが，各種の調査によって確認され
ている〈注６〉。平成 23（2011）年度，24（2012）年度に行われた調査によれば，いずれも本
プログラムに対する学生の有意義感は 8割を超えており，また，平成 24（2012）年度の調査に
よれば 6割の学生が卒業後の進路に影響を受けたと回答している。さらに，平成 25（2013）年
度に行われた調査によれば，体験学修の時間が多い学生ほど，教員採用試験の現役合格率が高い
という結果も見られている。プロファイル・シートによる 4年間の 10の教師力の変容（自己評価）
においては，全体において向上が見られ，特に「子供理解」「リーダーシップ・協力」「コミュニケー
ション」での向上が顕著となっている。こうした結果からは，本プログラムが，目標とされる「教
師力」を育成するとともに，教員養成及び教員採用の面からも成果を上げていることが分かる。
　さらに，上記の受入れ団体数の増加等を見れば，本プログラムが，学生の成長以外にも，学校
や地域の社会教育施設等での活動を充実させ，大学による地域貢献の仕組みとしても機能してい
ることがうかがえよう。
　一方，本プログラムの課題としては，以下の 4点が挙げられる。
　第一に，募集活動数が増え，結果として学生が参加できない活動が増える中で，ボランティア
の募集を日常的に行っている社会教育施設等では，学生への勧誘が盛んになっており，受入れ団
体間による学生の「抱え込み」「取り合い」のような状況が生じていることである。こうした状況は，
特に，①もともと相対的に活動数の多い社会教育領域での活動〈注７〉に参加する学生がますま
す多くなり，教員養成のためのプログラムであるにもかかわらず，本来の「学校」「子供」「地域」
に関する活動をバランス良く行うことが困難になっている（同じ活動にばかり参加する学生につ
いても課題になっている），②プログラムの知名度が高まる中で，受入れ団体側が，学生を人的資
源として期待しがちであるという背景もあり，教育プログラムとして学生の経験の質にばらつき
が見られるようになっている，という 2つの問題をはらんでいる。教育支援センターでは，連絡
会議や個別のやりとりの中で趣旨の確認を行ったり，また，学校での体験活動の種類を増やした
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りしていくことを検討しているという。
　第二に，県内の交通事情の悪さから，受入れ団体の所在地等によって，学生の参加しやすさに
差が生じやすく，学生が必ずしも興味のある活動に参加できないことである。既に見たように，
本プログラムでは交通費等は自己負担となっており，経済的・時間的制約から，参加できる活動
が制限されてしまうこともある。本プログラムでは島根・鳥取以外の都道府県には受入先を広げず，
また，保険加入を前提に自家用車の使用も認めているが，こうした背景には以上のような交通事
情の問題がある。また，近年では，小中学生と大学生の夏休みの期間がずれているため，社会教
育施設等での夏休みの子供向け事業等に参加しにくくなっていることも課題となっている。
　第三に，活動に際して受入れ団体に迷惑をかけてしまう学生など，「学生の質保障」に関する問
題である。例えば，受入れ団体からの学生の評価は概ね高いものの，なかには「体調不良等，直
前でのキャンセルが目立つ」「連絡が不徹底であり，返信がない場合もある」「挨拶，態度面でき
ちんとできない学生がいる」といった声もないわけではない。活動を通じた成長を期待するとは
いえ，ある程度の学生の質が保たれないようだと，大学と地域の互恵的かつ持続可能な事業とし
ては展開しにくくなってしまう。特に本プログラムは，学部の全学生を対象とした必修プログラ
ムであり，意欲の低い学生への指導は常に課題になっているという。
　第四に，ボランティア活動や部活動といった学生の自主的な活動が評価されにくい，という問
題である。例えば，受入れ団体以外でのボランティア活動に熱心に取り組んでいる学生が，活動
時間数が不足するとしても，そうした学生は決して怠惰なわけではない。むしろ自主的に行って
いる分，本プログラムでは提供できない学びを得ている可能性もある。本来であれば，「1000 時
間体験学修」のような仕掛けがなくても，学生が地域で様々な活動をするのが理想とも言えようが，
こうした状況は意図的に体験活動を課すことの難しさでもあると言える。
４．社会教育行政等との関わり
　本プログラムでは，受入れ団体に社会教育施設・団体も多く含まれているほか，県教委とも密
接な連携の上で，プログラムが運営されてきた経緯がある。また，実施に当たっては各自治体と
の協定を締結し，行政の各セクションとの協働も進めている。
　本調査では，プログラムの開始当初から受
入れ団体として関わる国立三瓶青少年交流の
家（以下，「三瓶」）にもインタビューを行った。
三瓶では，本プログラムにも平成 25年（2013）
度には年間で 50事業ほどの活動で学生の受入
れを行っており（延べ 389 名），入学時セミナー
等の会場となっていたり，平成 18（2006），
19（2007）年度には島根大学教育学部と共同
で「教員養成課程における体験学習の在り方
に関する調査研究」を行ったりするなど，本
三瓶での活動の様子
－ 57－
プログラムとの関わりも深い。本節ではこれまで見てきた本プログラムと社会教育施設の接点に
ついて，受入れ団体である三瓶の視点も踏まえて三つの視点から見ていくこととする。
　⑴　社会教育施設による学生の勧誘について
　　　既に見たように，特に社会教育施設においては，ボランティア学生の確保のために受入れ
団体間で学生の「抱え込み」「取り合い」等が課題となっている。この点について，三瓶では，
他の施設に学生を取られないように，といったことは特に意識していないが，実際に勧誘が
加熱している状況は認識しているという。島根県内には，島根大学のほかに島根県立大学が
あるが，三瓶ではむしろ各事業で募集する大学生が全て本プログラムの学生で埋まり，県立
大生や島根大学の他学部生の門戸がなくなってしまうことのないように配慮している。こう
した状況が，三瓶では伝統的にボランティア活動を通じた青年の学習支援を行ってきており，
課題で触れたようにボランティアを人的資源とみなすような要素が少ないからでもあろう。
実際，企画指導専門職を中心に，大学生への支援は熱心に行われている様子がうかがえる。
　　　一方で，三瓶が本プログラムの大手の受入先であることも事実であり，参加希望を断らな
いで済むように，事業数も増やしてきた経緯がある。大学生向けの事業や，施設のボランティ
アでは島根大学の教育学部生が中心となっている状況では募集の手は抜けないとの思いもあ
るという。三瓶より小規模の社会教育施設・団体では，学生の募集が過熱するのも致し方な
い面もあると思われるが，大学と地域社会の互恵的関係を継続するためにも，社会教育施設
側には，本プログラムに依存しすぎない体制を組むことが重要となろう。
　⑵　施設での継続的な活動について
　　　上記の課題でも見たように，大学側には学生が同じ活動に参加し続けることへの懸念もあ
る一方で，青少年教育施設には施設に継続的に関わることで得られる意義や学びもある。三
瓶の場合も，入学当初から卒業するまで継続的に活動する学生が少なからずいるが，その場合，
施設側では以下の各点が重要になるという。
　　　一つ目は，学年が上がるにつれて，学生本人に与える役割を変化させていくことである。
長期間関わっている学生の場合，ベテランとして後輩を指導したり，より責任のある立場で
事業に関わったりと，本人の活動や学習が進展していくように役割を変えることが重要とな
る。
　　　二つ目に，継続的に参加する学生のグループが閉鎖的な雰囲気を持たないようにすること
である。継続的に関わることの弊害として，内輪だけで盛り上がってしまって新しいメンバー
が活動に入りにくかったり，ベテランメンバーの価値観やこだわりが影響力を持ち過ぎてし
まったりすることが生じやすく，施設側ではそういったことが起きないように配慮している。
　　　三つ目に，選択時間が 400 時間を超えた学生への対応である。既に見たように，多くの学
生は400時間を大きく超える体験活動を行って卒業していく。しかし，400時間を超えた後は，
特に体験学修としての手続きを経ずに一人のボランティアとして活動に参加することもでき，
その場合は，各種の手続きや事前・事後指導を必ずしも受ける必要がないことになる。学生
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は 400 時間を超えて参加する場合も手続きをするように指導を受けているが，例えば，ある
活動で募集が定員に達している時に 400 時間を超えたベテラン学生の参加をどのように扱う
かなど，課題もある。
　⑶　社会教育施設での教育効果
　　　社会教育施設での活動が，学生の次のステップにつながったケースもある。例えば，本プ
ログラムを通じて三瓶で継続的に活動していた学生有志が，新たに団体を立ち上げて地域で
の活動を始めたことがあった。ここには，社会教育ならではの地域との関わりや，学校教育
とは異なる体験によって影響を受けたことがうかがえる。
　　　また，三瓶での活動を通じて，これまで 2名の学生が三瓶を運営する（独）国立青少年教
育振興機構に就職している。教員養成課程とはいえ，例年教員以外の進路を志す学生もおり，
こうしたケースでは社会教育施設での活動が，教員養成以外のキャリア支援としての機能も
持ち得る。　
　　　三瓶の場合，指導に当たる専門職員は県教委からの人事交流で赴任した教員であり，教員
の先輩として進路の相談等にも対応することができているという。教員養成課程において社
会教育施設等での活動を行う場合，社会教育施設で学校教員を経験した専門職員と交流する
ことは，教員を目指す学生にとってもプラスになる可能性があると言えよう。
　以上，三つの視点から，社会教育施設としての三瓶と本プログラムの関わりを見てきた。こう
した点を踏まえ，学生・大学・社会教育行政のそれぞれのメリットをより充実させていくような
展開が期待される。
ヒアリング日：平成 26年６月 13日
ヒアリング協力者：島根大学教育学部附属教育支援センター
　　　　　　　　　准教授 村上幸人氏，准教授 寺井由美氏，准教授 柳野幸敬氏
　　　　　　　　　国立三瓶青少年交流の家
　　　　　　　　　次長 鳥居俊孝氏
　　　　　　　　　事業推進室事業推進係　藤江　龍氏
　　　　　　　　　企画指導専門職　今井隆雄氏
調査者：青山鉄兵，山﨑浩之
執筆者：青山鉄兵
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〈注〉
１　畑克明・森本直人「教育体験活動（1000 時間体験学修）の概要」『島根大学教育臨床総合研究』4号，
2005，p.5.
２　森本直人・山中慎嗣・秦光司・齋藤英明・嘉賀收司「平成 17年度の基礎体験領域の取組について」『島
根大学教育臨床総合研究』5号，2006，pp.3-5.
３　島根大学教育学部では，教育実習の行われる 3年生後期を通常の講義のない「実習セメスター」として
いる。これにより，教育実習と通常授業の重複を避けるとともに，教育実習以外の時期は，他のセメスター
ではできない体験学修へ参加できる期間となっている。
４　学部の各専攻が専攻の特徴を生かして企画，実施する活動。専門性が高く，体験学修と普段の講義・実
習をつなぐものとして捉えられている。
５　平成 26（2014）年には，これまでの取組や成果をまとめた『島根大学教育臨床総合研究1000 時間体
験学修 10周年記念号』が発行された。本稿の記述においても，この記念号に掲載された各種の論文を参
考にしている。
６　大谷修司・稲垣卓司・足立智昭・寺井由美・藤田耕一・村上幸人・光森智哉・長岡みさ「島根大学教育
学部 1000 時間体験学習 10年間の歩みと検証」『島根大学教育臨床総合研究1000 時間体験学修 10周年
記念号』2014，pp.15-16.
７　なお，学校教育領域に比べて社会教育領域の活動が多くなる背景には，ニーズの違いのほかに，社会教
育施設では学生ボランティアとの連携した事業展開が前提とされている一方で，学校には学生に対応する
余裕がないという問題もある。

⑤学校支援に学生ボランティアが活動している事例
・広島県立生涯学習センター　「ワクワク学び隊」
・青森県総合社会教育センター
　「高大連携キャリアサポート推進事業（キャリサポ）」

－ 61－
広島県立生涯学習センター　「ワクワク学び隊」
１．取組の概要
　⑴　実施主体：広島県教育委員会（広島県立生涯学習センター）
　⑵　対　　象：県内の市町が実施している放課後子供教室
　⑶　活動場所：県内の市町が実施している放課後子供教室
　⑷　取組内容：文部科学省及び厚生労働省が定めた「放課後子供プラン推進事業補助金交付要綱」
又は広島県教育委員会が定めた「広島県放課後教室推進県補助金要綱」による
補助金の交付を受けて県内の市町が開設している放課後子供教室を対象に，県
内の大学生ボランティアチーム「ワクワク学び隊」を派遣している。
　⑸　大学生の関わり：県内の大学に在籍する学生が複数人数でチームを構成し，教育委員会に登録し，
県内の市町が開設する放課後子供教室に派遣される。
２．取組の具体的な内容
　⑴　なぜ，この取組が始まったのか
　　　広島県では，平成19（2007）年度から「放課後子供教室推進事業」が県内19市町で地域の
ボランティアの協力を得て開始された。主に小学校低学年の参加者が多く，市町の小学校や公
民館を利用し，平日の放課後や土日，夏休み等の長期休業中に実施されている。内容は教室ご
とに，勉強，スポーツ，伝統的な遊びの体験，高齢者との交流などの工夫がなされている。し
かし，地域によってはボランティアの確保が難しいことや，活動のマンネリ化が課題であった。
　　　そこで県教育委員会では，平成 23（2011）年度から，「放課後子供教室推進事業」に参画
する人材育成を進めるに当たって，大学生ボランティアチームによる「ワクワク学び隊」を
派遣する取組を開始した。放課後子供教室の活動内容の充実・活性化を図るとともに，大学
生の社会貢献活動への参加を支援することをねらいとしている。平成 26（2014）年８月 25
日現在，13大学から 20チーム（342 名）の学生がエントリーしている。
　⑵　具体的な取組について
　　　大学生ボランティアチーム「ワクワク学
び隊」の市町派遣は，以下の流れ，活動内容，
状況で実施されている。
　　ア　活動までの流れ
　　　①　大学生ボランティアチームの登録
　　　　※登録の要件　
　　　　ａ．県内の大学に在学する学生で複数
人（２名以上）で構成されていること。
　　　　ｂ．政治・宗教・営利活動を目的とし
ないこと。
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 大学生　　　　　　　　市町向け
「ワクワク学び隊」リーフレット
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　　　　※登録は年度ごとに行う。
　　　　※学生ボランティアチームはエントリーシートに記入して県教育委員会へ申し込む。
　　　　※県教育委員会は受理したエントリーシートを元に学生ボランティアチームを「ワクワ
ク学び隊」として登録し，市町にホームページを通して情報公開を行う。　
　　　②　県教育委員会による市町からの派遣の要請と「ワクワク学び隊」のマッチング（活動
　　　↓　内容・活動日等の調整）
　　　③　派遣先の教室の決定
　　　↓　※県教育委員会は，「ワクワク学び隊」の派遣を決定する。
　　　④　派遣先の市町担当者と打合せ　
　　　↓　※「ワクワク学び隊」と市町の教室担当者との間で，活動日時，活動内容，交通手段
などの活動の詳細について事前に打ち合わせる。
　　　　※県教育委員会が保険費用を負担，市町の教室が交通費程度の実費費用を負担。
　　　⑤　県教育委員会からの派遣実施の最終確認
　　　↓　
　　　⑥　「ワクワク学び隊」が派遣先の教室にて活動実施
　
　　イ　ワクワク学び隊登録チームの活動内容
　　　ヒップホップダンス，工作，
茶道，英会話，レクリエーショ
ン，国際交流，手品，スポーツ，
表現活動，調理実習，学習支援，
科学実験，演劇，人形劇，紙
芝居，絵，読み聞かせ，音楽
　　ウ　ワクワク学び隊の派遣数等　※ 25年度は３月 14日現在
23年度 24年度 25年度
派遣件数 74 139 187
派遣先市町村 15 16 16
参加した子供の人数 1,806 2,981 4,302
登録チーム数 39 23 27
登録大学数 16 11 12
登録大学生数 436 355 504
　　　※ 23年度は７月から派遣を実施した。
　　　※ 23 年度は，５名を１チームとしていたため，全体で５名以上のチームは，複数登録して
いた。複数登録を考えると 28チームとなる。
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　　　※「登録大学」とは，登録チームが所属する大学のことであり，大学と協力協定などは結
んでいない。（県内には４年制大学が 21校，短期大学が６校ある。）
　　エ　放課後子供教室数と派遣を実施した教室数
項　目 23年度 24年度 25年度
放課後子供教室数 159 168 155
派遣を実施した教室数 30 38 50
３．取組の成果や効果
　⑴　活動後のアンケート調査結果　
　　ア　大学生ボランティアチーム
項　目 23年度 24年度 25年度
自分たちの活動に満足である 75％ 85％ 79％
今後も自分の活動に生かすことができる 100％ 99％ 99％
今後も引き続き活動したい 93％ 98％ 98％
（25年度は 26年２月現在）
　・子供たちと活動するのは楽しく，たくさんの経験をさせてあげたいと思う。
　・私たちもこの活動の中で学べることが多く，これからも積極的に放課後子供教室の活動に参
加したいと思う。
　　イ　放課後子供教室スタッフ
項目 23年度 24年度 25年度
ワクワク学び隊の活動に満足である 98％ 95％ 98％
今後も大学生を受け入れたい 98％ 98％ 99％
（25年度は 26年２月現在）
　　・子供たちのことを考えて，一生懸命アイディアを出してもらい，「ふれあい」が感じられた。
　　・マンネリ化しつつある教室に新たな風を入れてくれた。
　　・大学生はとても前向きに一生懸命活動しており，こうした機会を提供することで，小学生
及び大学生の青少年育成にもつながる。
　⑵　成果，効果と課題
　　　アンケート結果からも「放課後子供教室の充実」と「大学生の社会貢献の支援」の両側面
でこの取組が大きな効果を出していると考えている。派遣先の教室での大学生の評価は高く，
子供たちの中に入って，自分たちが計画した活動を実施できるよう努力している姿が見て取
れている。派遣件数が伸びた市町では，放課後子供教室実行委員会の会議の中で，「ワクワク
学び隊」の報告の評価がクチコミで広がったようである。
　　　課題としては，「派遣を実施した教室の割合の低さ」と「事前打合せ・事後振り返りの不足」
の大きく２点が挙げられる。
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　　　県内の教室に対する「ワクワク学び隊」を派遣率は，24（2012）年度は約２割，25（2013）
年度は約３割と低調である。これは，登録チームの所属大学が特定の地域に偏っており，大
学の遠方の教室からは派遣依頼が出しにくいということが考えられる。今後はどの地域でも
派遣ができるように，広報活動を充実し，県内全域の大学に働きかけていくことが必要である。
　　　また，現状，事前打合せについては，放課後子供教室担当者と「ワクワク学び隊」の代表
学生で行うようにしているが，大学生も多忙であり，事前の打合せや事後の振り返りが十分
に図られていない。アンケートからも，大学生の２割以上が活動に満足しておらず，事前の
準備を含め，計画通りにいかなかったとのコメントが寄せられる現状もある。なかには，大
学生自身が教育活動である放課後子供教室の目標を曖昧にしたまま活動している部分もある。
教室運営の目標を教室スタッフと大学生でしっかり確かめ合い，その目標が達成できるよう，
子供たちの教育の場であるということを意識させながら活動に臨むような打合せができるよ
う，働きかけていくことが課題である。
４．社会教育行政等との関わり
　⑴　県教育委員会による派遣システムの運用
　　　県教育委員会は，大学生ボランティアチームの登録から派遣までをシステム化して管理，
運営を担っている。
　　ア　募集と登録
　　　　県内の大学の協力を得て「ワクワク
学び隊」を募集する。大学には，資料
を持参して，職員，教員に働きかけ，
学生に直接話す機会も設けている。
　　　　派遣重点地域には，登録大学を増や
すよう積極的に訪問している。また，
県の広報番組，ニュース番組等での
PRの他，県知事や教育長との懇談会
を設けて，広報活動に努めている。
「ワクワク学び隊」活動の手引
1.ボランティア活動をする
に当たってお願いしたい
こと
2. 活動までの流れ
3. 保険について
4. 活動メモ
5. 活動のヒント＆
　アドバイス
6. 連絡先
資料　放課後子供教室につ
いて
県教委，市町，学生の関係イメージ図
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　　イ　実践のサポート
　　　●　県教育委員会からワクワク学び隊へのサポート
　　　　・事前指導として，「活動の手引」を配布。
　　　　・安心して活動を行うための保険加入。
　　　　・実践交流会での交流と研修の機会の提供。
　　　●　県教育委員会から市町へのサポート
　　　　・ホームページ，チラシ等を活用した情報提供。
　　　　・教室の企画，運営を行うコーディネーターへの研修。（年２回）
　　　●　実践交流会の実施
　　　　　「ワクワク学び隊」登録チーム，県内の大学関係者，放課後子供教室コーディネーター
等関係者，市町放課後子供教室推進事業担当者が一堂に会した実践交流会を実施。講演，
ポスターセッション，体験発表を通して，大学生が活動の意義やお互いの活動を交流し
合う中で自分たちの活動が社会的に意義のあることを再確認し，今後の取組に参考にす
るための機会となっている。また，放課後子供教室コーディネーター等研修会と兼ねる
ことにより，コーディネーターや市町担当職員に大学生ボランティアチーム「ワクワク
学び隊」派遣の目的や活動内容を知らせ，放課後子供教室の活動内容の充実・活性化を
図ることを目的にしている。
　　　　　平成 25（2013）年度は，大学生約 70名，大学関係
者５名，放課後子供教室コーディネーター等約 30 名
の 100 名を超える参加者で実施され，情報交流ととも
に，子供たちの個人情報を守るための電子メディアの
扱い方を学ぶ研修も実施した。
　　　　　研修会の参加者からは，他チームとの意見交換によっ
て「更にもっと自分たちの活動へと生かしていこうと
思った」（学生）や，「子供のために大学生，地域，そ
して行政がこんなに努力，工夫していることに素晴ら
しいと思った」（教室関係者），「後輩や他の学生へ，こ
の活動をどうつなげていくか，大学としても考えてい
きたい」（大学関係者）という声が寄せられている。（平
成 25 年度「ワクワク学び隊」実践交流会アンケート
集計より）
　⑵　システム運用の今後
　　　現在は，「ワクワク学び隊」の登録に，面談，審査，研修等の仕組みは設けていない。大学
の教育課程となる単位認定の仕組みとも連動していないので，純粋に課外活動として取り組
む学生がエントリーしている。それゆえ，積極的に手を挙げる参加学生の伸び悩みはあるも
ポスターセッションの様子
ポスター発表
（国際交流ボランティア　
カモミールラマシカ：広島大学）
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のの，比較的意識の高い，主体的に活動する学生が中心となって運営されている。
　　　今後，この取組を拡充させるに当たっては，現在の登録制度に一定の条件や研修課程を設
けるかどうかが検討事項になる。現状では，登録の時期や事前研修を義務付けないことで，
学生にとっては，自分たちの計画を自立的に実践できるところに活動への魅力や入りやすさ
があるようでもあり，学生の活動の質を保ちながら，派遣機会の量的な充実も同時に図る方
策を求めている。
ヒアリング日：平成 26年３月 14日　※実績情報等はHP等により更新
ヒアリング協力者：広島県立生涯学習センター　社会教育主事　大下展弘氏
調査者：本調査研究委員会全委員
執筆者：阪本陽子
参考資料：広島県教育委員会ホームページぱれっとひろしま広島県生涯学習センター
　https://www.pref.hiroshima.lg.jp/site/center/center-model-wakuwaku-wakuwaku-top.html
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青森県総合社会教育センタ 「ー高大連携キャリアサポート推進事業（キャリサポ）」
１．取組の概要
　⑴　実施主体：青森県総合社会教育センター（育成研修課）。県教育委員会学校教育課，スポー
ツ健康課，生涯学習課の連携による試行から，県生涯学習課による実施を経て，
現在，総合社会教育センターが担当
　⑵　対　　象：高校生
　⑶　活動場所：高校
　⑷　取組内容：大学生ボランティアが県内の高校を訪問，高校生とともにワークショップを行い，
高校生のキャリア形成を支援する。
　⑸　大学生の関わり：ボランティア登録をし，高校を訪問している。
２．取組の具体的な内容
　⑴　なぜ，この取組が始まったのか
　　　平成 19（2007）年度に県事業「未来を切り拓く『逞
たくま
しい高校生』育成事業」の一部として試行，
高校の先生でも親でもない，大学生との「ナナメの関係」による進路相談企画（ワークショッ
プ）として始まった。
　⑵　具体的な取組について
　　ア　プログラムの内容
　　　　希望する高校に大学生ボランティアを派遣し，そこで半日程度のワークショップを実施
する。
　　　　基本的な構成は，オープニング→アイスブレイク→第１ステージ（高校生によるワーク
シート記入）→第２ステージ（大学生による体験談「カタリ」）→第３ステージ（ワークシー
ト記入，「カタリ」の感想）→エンディングとなっている。ワークシートとは，高校生が自
分の将来を考えるためのものだが，定型のものではなく，高校生が書きやすいよう内容・
デザインは企画担当の大学生たちが考え作成する。「カタリ」は大学生が 15分で自分が高
校生だった時にどう悩み考え行動したかの体験談を発表するもので，高校生は 10名程度の
「プレゼンテーター（語り手）」から，順に２名選んで車座で聴くものである。高校生が自
分の漠としたイメージをまず整理して，その後に先輩の実際の話を聴いて，もう一度考え
てみるという構成である。
　　　　しかし，実際にこれを大学生が高校生を相手に実施するには相応の準備と技量が求めら
れる。熱意だけではさばけない。「さあ大学生の先輩が来ました。みんな話を聴きましょう」
では誰もついてこない。このため，様々な仕掛けが用意されている。
　
　　イ　仕掛け
　　　ア　大学生ボランティアの募集
第 2章　ケーススタディ
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　　　　　ホームページ（以下HP）やポスター・チラシによる一般的な公募のほか，大学の協
力を得て，構内で説明会を実施している。ポスター・チラシでの惹
じゃっ
句
く
は「きっと，見つ
かる新しい自分！」である。特筆すべきは大学生自身が仲間を勧誘していることである。
新規活動登録学生に対するアンケート調査（複数回答可）でも，「キャリサポをどのよう
に知ったか」の問いに，サークル紹介 61.6％，友達からの勧誘 24.6％，先輩からの勧誘
が 10.1％となっている。
　　　　　友達や後輩を仲間に入れたくなるほど，この事業が大学生にとって魅力的であるとい
うことだろう。平成 26（2014）年８月現在，県内 11大学，458 名の登録学生がいる。
　　　
　　　イ　大学生ボランティアの組織化
　　　　　上記のような仲間のつながりがある
ので，キャリサポでは，学生を個人単
位でつかまえるのではなく，一つの集
団に見立てた仕掛けをしている。
　　　　　先に「サークルの紹介」とあったが
事務局ではある程度仲間が増えた学生
たちには，それぞれの大学での課外活
動団体・サークル登録を促している。
現在，県内の７大学・短期大学にキャ
リサポ関連サークルがあり，これらサー
クルのメンバーを中心として，キャリ
サポにかかわる学生たちの自主的な組
織，「キャリアサポートクラブコンソー
シアム（通称：キャリサポ連合）」が立
ち上がり，活動している。その事務局
を総合社会教育センターが担当すると
いう仕組みである。
　　　　　当然，サークルであるので各大学によって様々な活動支援が行われるし，また最近で
はボランティアなどの活動をするサークルに特別の経済的支援を行うこともある。弘前
大学でも「キャリアサポート研究会」（学生 88名）が団体登録をして活動しており，ま
たボランティア活動に対する奨励金を付与している。つまり，仕掛け人であるセンター
側が黙っていても，大学がこのキャリサポを「サークル活動として」様々に支援してく
れるし，また学生も「サークル活動として」自主的，活発に活動するといった具合である。
　　　ウ　大学生ボランティアの研修
　　　　　高校生を相手に高校に出向いて長時間の事業をやるわけであり，単に「お兄さん，お
－ 69－
姉さんが来ました」では済まない。このため，登録学生にはしっかりと研修を受講して
もらう。活動するためには，「基本研修」と「WS（ワークショップ）演習」の受講が条
件となっている。基本研修は，「コミュニケーション」，「ファシリテーション」，「コーチ
ング」，「プレゼンテーション」の４部門で構成され，WS演習はラベルワークなどを使っ
たWSの展開技法を学ぶもので，各研修には，キャリサポに沿った具体的なテキストが
作成されている。スキルアップや指導者育成のための「応用研修」も実施されている。また，
これら研修は学生たちが講師等を担当し自主的に行うものもあり（このためかテキスト
には「Teacher’sManual」も作成されている），また大学のサークル活動としても日々，
WSの様々な技法を研究したりトレーニングをしたりしているようだ。
　　　エ　学生指導者等の育成，役割の分担
　　　　　学生の自主的かつ継続的な活動を確保するため，学生指導者の育成にも力を入れている。
　　　　この指導者は「マイスター」と呼ばれ，基本研修＋WS演習の修了，５回以上の実践活
動経験，応用研修の修了３条件をクリアしてはじめてなれる。マイスターはリーダーと
して後進の指導に当たり，研修講師としても活躍する。なかでも 10回以上の活動経験が
ある学生は「スーパーマイスター」と呼ばれる。現在まで 140 人のマイスターが生まれ
てきた。またキャリサポの花である，高校生たちに自分の体験談を話す「プレゼンテーター
（語り手）」もそう簡単になれるわけではない。所定の研修を受けた後，その後の活動を
※キャリサポ基本研修「コーチング」，「プ
レゼンテ－ション」Textbookから
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見て，応用研修修了生２名以上の認定を受けて，初めて高校生の前に立つことができる。
これ以外にも実際の活動場面では，次項に示すように実に様々な役割（ロール）と分担
がある。まるで一幕物の芝居のようである。こうした役割が学生たちの意欲を引き出し，
学生相互の切磋琢磨，責任感とチームワーク，やりがいを持たせる仕組みとして機能し
ている。
　ウ　実際の活動の様子
　　　総合社会教育センターの好意で，実際に８月末に青森県立西高校で行われたキャリサポを
視察することができた。基本的な情報は以下のとおり。
　　　日時：８月 29日（金）　13：30～ 16：00
　　　対象：高校１年生　240 名
　　　場所：体育館
　　　企画テーマ：「分岐点に向けて」
　　　大学生スタッフ・役割分担：54名（チーフディレクター，アシスタントディレクター，アド
バイザー，アシスタント，タイムキーパー，グループリーダー，プレゼンテーター（語り手）他）。
　　　仕事柄，執筆者の専らの関心事は大学生の活動の様子である。彼らはこの企画を実施する
ために，事前に高校を訪問し，その学校
や生徒の特徴（どういう生徒が多いか（例
えば，おとなしい・まじめ，積極的とか），
部活動，進路状況，学校からの要望など）
を把握した上で企画を練り，県スタッフ
と打合せをし，指導・助言をもとに修正し，
リハーサルをし，当日に臨むらしい。事
業終了後は反省会としての振り返りも行
うとのこと。　
　　　高校生を「笑わせる」こと，協力を引き出すことはなかなか難しいと思われたが，大学生
一人一人が自分の役割に徹し，誰一人だれることなく，チーム（クルーと呼ぶ）として懸命
に動いていたのが印象に残った。大学生にとってはやりがい，達成感があるだろうな，楽し
いだろうなと思うとともに，キャリサポは実は大学生のための事業でもあり，いわゆる社会
人基礎力で問われている力が鍛えられる場になっていると感じた。
３．取組の成果や効果
　⑴　高校（生）にとって
　　　「先輩の経験　高校生の糧に」「成功，挫折，進路決定・・大学生が披露」「県内　拡がる「キャ
リサポ」の輪」（東奥日報，平成 26年９月２日）と記事にあるように，高校生に対するキャ
リア支援プログラムとして定着している。事業開始当初は，実施を希望した高校には何年か
青森西高校企画の大学生ボランティアたち
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継続して実施することを条件とするなど苦労したようだが，現在では平成 25（2013）年度
実績で県内 22校が実施を希望した。青森県の公立高校は 59校なので，約４割近くに上る。
高校側は実は大学生を送迎するバスを運行することが条件となっており，そうした経費負担
をしても，やってほしい事業になっている。実際，視察した青森西高校の校長に話を伺った
が，普段とは違う高校生たちの様子を見て，是非，来年度も来てほしいと強く希望されていた。
また，高校生のときにキャリサポに参加し，それに助けられた，勇気づけられたとして，大
学生になって今度はキャリサポのボランティアになって母校に帰ってくる学生もいる。
　⑵　大学（生）にとって
　　　本来は高校生のための事業なのだが，実はこの事業による恩恵を最も受けているのは大学
生ではないだろうか。現在，大学が抱える最も大きな課題は，「大学教育の質的転換」であ
る。自ら主体的に学び考える学生をどうやって育てるかである（詳しくは第１章３を参照）。
キャリサポは実施側がどこまで意図しているかは別として，結果的に大学生にとって，特定
の問題解決やプロジェクトへの取組を通して実践的・主体的に学んでいくＰＢＬ（Project/
ProblemBasedLearning）と同じ役割を果たしている。むしろカリキュラムの一部として
の正規授業よりも，正課外のこうした取組の方が一層，力が付くようだ。大学側も全てをカ
リキュラム（正課）で解決できるとは思っておらず，キャリサポのような正課外の活動をど
う取り込み，正課・正課外あいまって，全体として学生の成長を促せないかという発想に立
ち始めている。
　　　キャリサポの活動を基本，そのまま大学の単位にする動きも出ているのは，こうした学修
効果を大学側が評価したからこそである。現在，弘前大学はじめ４大学がキャリサポの活動
を単位化している。弘前大学では，教育学部の単位として「キャリアサポート実習Ⅰ」「同Ⅱ」
（各１単位）の科目を設け，総合社会教育センターのスタッフを講師とし，基本研修の受講や
プログラム参加時間を持って単位に必要な授業時数をカウントしている。
　　　総合社会教育センターが大学の代わりに学生を鍛えてくれている。総合社会教育センター
の田中育成研修課長は大学側の協力を引き出すのが難しいと言っていたが，こうした切り口
を見せると，大学側も積極的になると考える。
　　　キャリサポは，大学生にとってボランティア活動であり，大学のサークル活動であり，大
学の授業となっている。
４．社会教育行政等との関わり
　本来なら高校の担当は教育委員会の高校教育課だろうし，大学の担当は首長部局である。どち
らでもない社会教育行政部局（総合社会教育センター）がコーディネイターの役回りをしている
ところが面白い。また一応，実施主体はセンターだが，実際にプログラムを企画・実行するのは
大学生である。田中課長がいみじくも言っていたが，プログラムが始まるまでは助言も指導もす
るが，実際に始まったらラグビーのゲームと同じで，ただ見守るだけである。大学生はやりがい
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があるから，楽しいからやるのであって，実際，旅費も昼食代も支給されない。準備のための打
合せにかかる経費も自分たちで持っている。先に記したが高校への大学生の送迎は高校側が手配
するし，必要な文房具などの経費は大学のサークル活動支援から捻出できる。だから事業実施に
かかる経費はほとんど必要ない，仕組みが全てであり，その仕組みを試行錯誤しながら精緻化し
てきたのがこの取組と言える。
　キャリサポの成功の理由を考えてみると，キャリサポのプログラム自体の魅力は当然として，
大学生をいかに継続的に確保するかについて，よく考えられていることだろう。大学（特に総合
大学）においては，どこが窓口なのか，どこがＯＫと言えばそうなるのかがなかなか外部者には
わかりにくいが，学生を先に固まりでつかまえることができれば，そこからの道筋はできるとい
う見本になっている。大学との総花的な連携協定や教員個々人との連携を密にしても，実際には
大学というものはなかなか動かない。サークル登録のすすめ，学生を集めたキャリサポ連合の組
織化，マイスターや語り手の役割獲得のアイデア，大学単位化への働きかけなど，大学の仕組み
や大学生の意欲や自主性をうまく引き出す仕掛けが機能している。　
ヒアリング日：平成 26年８月 28日，29日
ヒアリング協力者：青森県総合社会教育センター育成研修課長　　田中洋一氏
　　　　　　　　　同育成研修課社会教育主事　　　　　　　　　三浦博明氏
　　　　　　　　　青森県立青森西高等学校（29日，事業視察）
調査者：伊藤康志，仲村拓真
執筆者：伊藤康志
参考資料：
田中洋一，長谷川豊「高大連携キャリアサポート事業－これまでの沿革と成果について－」青森県総合社会
教育センター研究紀要第 25号
青森県総合社会教育センターHP
　http://www.alis.pref.aomori.lg.jp/shisetsu/c_support.html
キャリサポ連合HP
　http://www2.hp-ez.com/hp/caresupo/page1
　参考資料
①　「学事暦の多様化とギャップイヤーを活用した学外学修プログラムの推進に向けて（意
見のまとめ）」平成 26 年 5月，文部科学省「学事暦の多様化とギャップタームに関
する検討会議」（抜粋）
②　「今後の青少年の体験活動の推進について（答申）」平成25年1月，中央教育審議会（抜粋）
③　「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて（答申）」平成 24 年 8 月，
中央教育審議会（抜粋）
④　「教育振興基本計画」平成 25年 6月，閣議決定（抜粋）
⑤　「平成 20年度大学等におけるボランティア活動の推進と環境に関する調査報告書」
　　独立行政法人日本学生支援機構（抜粋）
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①　「学事暦の多様化とギャップイヤーを活用した学外学修プログラムの推
進に向けて（意見のまとめ）」　平成 26年 5月，文部科学省「学事暦の多
様化とギャップタームに関する検討会議」（抜粋）
１．はじめに
　（大学の教育力強化の必要性）
　○　情報化の進展に伴う急速なグローバル化やボーダレス化が進み，また少子化により生産年
齢人口が大幅に減少していく中，日本企業によるアジア等への海外進出が加速するなど，社
会経済の構造は大きく変化している。このような中で，我が国が今後も発展し続けていくた
めには，これからの日本を担う人材の質を飛躍的に高め，新しい価値を世界に先んじて創出し，
世界で戦える人材を育成することが課題となっている。
　○　世界各国は，高等教育の規模を拡大するとともに，海外へ派遣する留学生を増やすなど，
高度な人材の育成政策を戦略的に進めている。我が国においても，教育の最終段階である大
学教育に期待される役割は重く，各大学は，一人一人の能力を向上させて，グローバルな視
点をもって，未来を切り拓くことができるたくましい人材に鍛え上げ，社会に送り出す機能
を強化していくことが求められている。
　（学びの動機付けと社会性の涵養の必要性）
　○　しかし，豊かで安定した日本社会で育った今の学生たちは，「何のために学ぶのか」という
動機付けが不足し，学修態度が受け身であるとの指摘や，主体的に考えて表現していく力，
グローバルな視点や国際的なコミュニケーション力，自立心や競争意欲が不十分で弱いとの
指摘がある。
　　　「何のために学ぶのか」
　　　この答えを学生自身が見つけていくためには，できるだけ早いタイミングで，世界や社会
の現実の中に飛び込み，異なる価値観にぶつかる社会体験を通じて，心身ともに鍛えられ，
自らの殻を幾度も脱皮することによって，広い視野と高い志を養い，そして主体的な学びの
スイッチを入れていく過程が重要となる。
　○　また，一定の専門的知識を修めた段階においても，現実の世界を経験して，学問の有用性を
確認するとともに，社会性を身に付け，異文化への理解と寛容の態度を養うことが重要である。
　（「学外学修プログラム」の意義と課題）
　○　留学，インターンシップやボランティア等の社会体験活動は，学ぶ動機を明確にして学生
の主体的な学びを促す「学外学修プログラム」の一つであり，この「学外学修プログラム」
を拡大していくことは，平成 24年の中央教育審議会答申１が求める「大学教育の質的転換」
をより加速するものといえる。
１　中央教育審議会答申「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて～生涯学び続け、主体的に考える力を
育成する大学へ～」（平成 24年８月）
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　　　これらの留学や社会体験活動は，企画力や行動力，忍耐力，コミュニケーション能力，国
際的な視野・感覚，勤労観等の基礎的・汎用的能力を培う効果があり，特に１か月以上のま
とまった期間に集中的に行われる活動は，数日間のものよりも高い教育的効果が期待できる。
　○　しかしながら，留学，インターンシップやボランティア等の社会体験活動は高い教育的効
果が期待されるものの，実際には，希望する学生全員に機会が与えられている状況にあると
は言い難い。
　　　諸外国では，海外留学する者の数は増加している。また，インターンシップについては，
欧米では，大学主導又は企業主導の形で半年から１年間の長期インターンシップが普及して
おり，大学側も事前・事後指導も含めてサポート体制が整備されている。さらに，イギリス
等にみられるように，一部の学生は「ギャップイヤー」という形で大学入学前・在学中など様々
な時期を活用して，留学やインターンシップ等の社会体験活動を行う習慣がある。
　○　我が国をみると，日本人の海外留学者数は平成 16年（2004 年）の約８万 3000人をピー
クに平成 23年（2011年）には約３割も減少している。また，インターンシップについても，
体験学生比率は非常に低く，インターンシップの期間も１～２週間程度の短期プログラムが
ほとんどを占め，１か月以上の中長期インターンシップや海外インターンシップは極めて少
なく，「ギャップイヤー」のような習慣もない。諸外国に比べて我が国は，若者達が日常生活
を飛び出して，様々な経験を積む機会が量的にも質的にも不十分ではないかと危惧される。
　○　本検討会議は，このような問題認識の下，「教育再生実行会議第三次提言（平成 25年５月）」
や「日本再興戦略－ Japan isBACK－（平成 25年６月閣議決定）」において，秋入学など
学事暦の柔軟化に伴うギャップイヤー１等を活用した，留学等の体験活動への支援を抜本的に
強化する方針が示されたことを踏まえ，学事暦の多様化とギャップイヤー期間中の活動を推
進するために，海外のギャップイヤーの状況や国内の先行事例の情報を収集し，日本に相応
しい環境整備の在り方について審議を重ねた。
２．学事暦の多様化と日本のギャップイヤーの推進方策の在り方
　⑴　学事暦の多様化の状況
　　（諸外国のギャップイヤー）
　　○　海外では，一部の学生（例えばイギリスでは全学生の６％）が自主的に一定期間（３～
24か月間），留学やインターンシップ等の体験活動をするギャップイヤーという仕組みが
ある。
　　○　ギャップイヤーの時期は，
　　　・入学を遅らせる場合
　　　・在学中に休学する場合
１　正確には，日本再興戦略及び教育再生実行会議第三次提言は「ギャップターム」と記載されているが，本検討会議
としては，国際通用性に配慮して「ギャップイヤー」という表現に全て統一して記載することとする。
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　　　・卒業後，就職前に取得する場合
　　　など，入学前に限定されることなく，学生の選択により多様な時期に行われている。また，
ギャップイヤーを経験した学生は，未経験の学生に比べて，就学後のモチベーション，企
画力，忍耐力，適応能力，時間管理能力がいずれも高くなっている等，高い教育的効果が
上がっていることが報告されている。
　　○　ギャップイヤーにおける活動の形態は様々であるが，①イギリスのように，大学は関与
せず，学生が自主的に資金調達や留学やインターンシップ等を企画する「大学非関与型」と，
②アメリカ等の一部の大学のように，学生の自主性を尊重しつつも大学が活動プログラム
の提供等を行う「大学プログラム型」の２つの形態がみられる。
　　　　諸外国の事例をみると，ギャップイヤーといっても一律に決まっているものではなく，
各国の慣習や大学側等のニーズに合った形で，多様な時期・活動内容・支援策があるとい
える。
　　（我が国の学事暦等に関する制度の弾力化）
　　○　我が国では，平成 19年の教育再生会議第二次報告において，若者の多様な体験の機会を
充実させる観点から，９月入学の促進と日本版ギャップイヤーの導入が提言された。この
提言を受けて，平成 19年に学校教育法施行規則が改正され，学年の始期及び終期は学長が
定めるものと規定されたことによって，大学の判断で学年の始期を４月以外にし得ること
が明確化された１。
　　　　また，平成 24年の中央教育審議会答申２を踏まえ，学生の主体的な学びを促進するため，
平成 25年に大学設置基準等が改正され，「週１コマ，15週」の講義を中心とした従来型
の授業期間だけではなく，教育上必要があり，かつ，十分な教育効果をあげることができ
ると認められる場合には，例えば「週２コマ，８週」など，より弾力的な授業期間の設定
もできるようになっている。
　　○　我が国の大学制度における単位の公的通用性や大学教育の豊富化，国際交流の促進を図
る観点から，他の大学で修得した単位や大学以外の教育施設等における学修を当該大学に
おいて認定することが可能となっている（大学設置基準第28条，第29条）。平成24年には，
当該大学において学生が休学扱いになっているからといって，学生が他の大学で修得した
単位等の通用性が失われるものではなく，休学期間中であっても他の大学で修得した単位
等の認定は可能であるという解釈が示されている。
１　平成 19年改正前は，学年の始期は４月が原則と定められていた。また，学年の途中における入学・卒業は，昭和
51年の学校教育法施行規則改正により，特別の必要があり，かつ，教育上支障がない場合に認められていた。
　　平成 11年の同規則の改正では，この「特別の必要があり・・・」という要件は削除され，原則自由に学年途中の
入学ができるようになっている。
２　中央教育審議会答申「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて～生涯学び続け，主体的に考える力を
育成する大学へ～」（平成 24年８月）
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　　○　このように近年，学事暦に関する制度の弾力化が進んだことによって，学長は，学年の
始期や学期の長さを自由に設定し，秋入学や４学期制等の多様な学事暦を導入しやすくなっ
ている。国際化を推進する大学においては，学生・教員の国際交流が円滑になるよう，学
事暦の工夫を進めていくことが期待される。
　　（秋入学の試みと課題）
　　○　近年，秋入学など４月以外にも入学できる制度を導入している大学数は増加傾向にある１。
しかしながら，入学者数でみると約２千人（全体の約 0.3％）とまだまだ少なく，そのうち
留学生が約７割を占め，日本人学生は極めて少数である。
　　○　我が国の大学全体が秋入学に移行しようとした場合，
　　　①　欧米の大学の学事暦に合わせることができ，国際的に学生の流動性が向上
　　　②　高等学校卒業後から大学入学までの期間を活用した学修体験の豊富化
　　　③　入試を年度末でなく，高校教育の成果をより適切に評価しえる時期に実施可能
　　　等のメリットがあると考えられる。
　　　　しかしその反面，高等学校の卒業時期を３月のままにして大学だけが全面的に秋入学へ
移行するとなると，大学入学までの約５か月間の空白期間が生じ，若者がその期間を無為
に過ごしてしまうおそれや家計負担が増してしまうという懸念が指摘されている。また，
卒業時期が夏となってしまい，３月に卒業することを想定している現在の就職慣行，司法
試験や医師国家試験をはじめとする公的な資格試験等の仕組みに合わないなど，様々な課
題が指摘されている。
　　（４学期制の試み）
　　○　我が国の大学の多くは２学期制（セメスター制）であるが，平成 25年度から導入可能と
なった４学期制あるいはそれに準じた教育課程編成は，大学の国際化や多様な学修体験の
機会の確保の観点から，２学期制に比べると，次のようなメリットがあると考えられ，現在，
いくつかの大学で導入され，今後導入を予定している大学もある２。　
　　　①　学期の区切りや長期休業期間を海外の大学に合わせることができるため，留学などの
学生・教員の国際交流が促進される
　　　②　週に複数回授業すること，より集中した学習が可能となり，教育効果が高まる
　　　③　２か月程度の短期休学が可能となり，社会体験活動へ参加しやすくなる
１　平成 13年度：63校９％から平成 23年度：119校 20％へ増加している（学部のみ）。
２　４学期制を導入している大学は，早稲田大学など５大学（平成 26年２月現在）。今後も，東京大学など 14大学が
導入を予定している。
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　⑵　ギャップイヤーの試みと今後の方向性
　　○　いくつかの大学では，入学前・直後に数か月から１年間，自主的な体験活動の期間を設
けて学生を支援する日本版のギャップイヤーの試みが始まっているが，参加できる学生の
人数はごくわずかである１。
　　　　このほかにも，大学が全く関与せずに学生が自らの意思に基づいて，入学直後等に休学
して留学やインターンシップ等の活動をする学生も一定数いるとみられるが，おそらくか
なり少数ではないかと考えられる。
　　○　我が国において，イギリスやアメリカ等にみられるような入学前・直後のギャップイヤー
がなかなか広がらない背景には，大学だけが秋入学に全面的に移行した場合の課題と同様
に，ギャップイヤー期間中の「受け皿不足」や「活動資金がない」等の制約とともに，学
生にとっても「留年してしまう」「就職につながらない（評価されない）おそれ」「入学前
に遊んでしまう」「家族の反対」など，様々な要因が指摘されている。
　　○　イギリスでギャップイヤーが普及したのは，個々人の取組の成果が長年にわたり積み重
ねられ，社会において当たり前のこととして認められていったからであるが，そもそも，
イギリスは，移民を広く受け入れ，GDPの半分が対外投資の国であり，留学等が受け入れ
られやすい経済社会構造にある。それに比べて，我が国は，GDPの約 60％を国内消費が
占める国内型の経済構造であり，社会的に長期の留学やインターンシップ等が育ちにくい
環境にあるという指摘もある。
　　○　このため，我が国においてギャップイヤーを取り入れていくには，一律に決まった形で
導入するのではなく，日本の学生の成熟度や保護者の意識，各大学の教育方針の特色に応
じて，必要と考える大学が自主的に導入を検討し，実績を積み重ねて多様なロールモデル
を確立していくという地道な努力が期待される。
３．大学によるギャップイヤー・プログラムの推進
　○　ギャップイヤーを取得して留学など多様な学外学修を経験できる機会を増やしていくため
には，イギリスのように学生が全て自主的に行う「大学非関与型」のギャップイヤーだけでは，
先に述べたような様々な制約があるため，経験できる学生数の拡大は容易ではないと考えら
れる。
　　　このため，各大学が，自校にとっての教育的意義を判断した上で，プログラムの提供等の
支援を行う「大学プログラム型」のギャップイヤー・プログラムを自主的に導入していくこ
とが期待される。
１　取組例としては，国際教養大学の「ギャップイヤー入試」，東京大学の「FLYProgram」，名古屋商科大学の「ギャッ
プイヤー・プログラム」がある。詳細は，資料編の「国内の取組事例」Case ３，11，12を参照。
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　○　ギャップイヤー・プログラムを導入する大学においては，学生の実態等を踏まえつつ，以
下に列挙する留意点や「資料編」に掲載した国内の取組事例を参考にしながら，ギャップイ
ヤー・プログラムを企画し運営していくことが期待される。
【プログラム名】
・大学が自由に定めるもの。国際的通用性が高いのは「ギャップイヤー」であるが，「ギャッ
プターム」「チャレンジイヤー」等の独自の呼称も考えられる。
【時期】
・奨学金受給資格，学割適用，ビザ取得等の観点から，高等学校卒業後は入学させて学籍を
与えることが期待される。
・入学直後，在学中，卒業前など多様な時期に，１か月以上のまとまった期間実施すること
が考えられる。
・理系学生の参加を促進する観点から，夏季休業期間や入学後の早い段階に実施することが
考えられる。
・学生が留学，インターンシップ等の社会体験活動に参加しやすくなるよう，海外の大学の
学事暦に合った長期の夏季休業期間の設定や，秋入学や４学期制等の導入・拡大を図るな
ど，従来型の学事暦を柔軟に見直すことが考えられる。
【活動内容】
・学生が主体的に学外の多様な体験活動に参加するもの。
 「留学」や，産業界及び国・自治体・NPO等における「インターンシップ」，「ボランティ
ア」，「フィールドワーク」，「小中学校の教員補助」「青年海外協力隊」「被災地支援」「限界
集落での活動」など，国内外問わず多様な活動が考えられる。
・大学の関与の度合いによって，
　　①　大学が企画運営するプログラム
　　②　学生が企画した計画案を大学がサポートするもの
　　③　学生が自主的に行う活動であり，大学は関与しないもの
 の３パターンに分類できる。①や②に止まらず，③についても，大学が教育上有益と認め
た学修があれば，単位を与えることも考えられる。
・プログラム内容は，お仕着せではなく，学生が自主的に考えて行動するような企画が効果
的である。また，カリキュラムに組み込み，単位を与える形も考えられる。
・受入れ企業等に関連した専門的知識やマナーの習得等を含めた事前指導や，活動終了後に
しっかりとやり遂げたかどうか，当初計画にはない結果となった場合は何を得たのか等
フォローし評価するとともに，発表やディスカッションの機会を設ける等の事後指導を行
うことも考えられる。
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４．社会の意識改革と国や産業界による支援
　⑴　社会や企業におけるギャップイヤーへの理解・支援の促進
　　○　学生たちの中には，就職が遅れて不利になるのではないかとの恐れから，留年を伴うよ
うな，長期の留学・インターンシップ等のギャップイヤー・プログラムへの参加を躊躇し
ている者もいると思われる。
　　　　一方，本検討会議においても産業界側の委員からは，採用選考に当たって１～２年の卒
業の遅れは問題ではなく，むしろ，ギャップイヤーを取得して留学などの有意義な体験を
積んでいる場合には，それを積極的に評価するという意向が示されており，両者の意識に
はズレが生じていることから，このような意識のズレを埋めるための取組が必要である。
　　○　一般的に留年・休学は社会的にネガティブなイメージがあるが，ギャップイヤー取得等
の積極的な事由による留年・休学は，「空白期間」ではなく成長の機会と捉え社会的にも評
価されるべきものであり，社会全体としてポジティブなイメージに転換していくことが重
要である。さらに，保護者や高校・大学の教員をはじめ若者を取り巻く大人達が過保護になっ
ていて，社会の様々な制度や慣行も内向き志向であることが若者の挑戦を阻害しているの
ではないかとの指摘や，高校・大学・就職とストレートに進む進路が一般的であって，社
【活動内容】
・NPO法人等の団体が提供するプログラムや省庁が実施する若者派遣プログラムの活用も
考えられる。
・学生の参加促進の観点から，プログラムの教育的意義や成果について，大学説明会等の様々
な機会を活用しつつ，学生，保護者や学内教員の理解を促進することが考えられる。
【活動資金の確保】
・教育的観点から，学生がアルバイト等で活動資金を稼ぎ，一部を国や大学等が奨学金とし
て支援するというマッチング方式が考えられる。経済的に余裕がない学生に対して配慮す
ることも考えられる。
【安全確保と危機管理】
・事故や病気に備え，安全に関する事前指導や保険への加入が重要である。JICA等の国際
活動の経験豊富な団体と連携することも考えられる。
【成果分析と分析結果の活用】
・参加学生の履修行動の変化や成績・進路等の動向等，データに基づいた成果分析を行い，
その結果をプログラムの改善や学生・保護者・教員の意識改革に活用することが考えられ
る。
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会に出た後に再び大学で学び直す等の多様な進路をとる者が諸外国に比べても少ないとの
指摘もあった。このため，社会全体が，ギャップイヤーに参加する若者たちをはじめ多様
な進路を選択する者を評価していくことが重要である。
　（産業界における支援の拡大）
　　○　個々の企業では，インターンシップの受入れや海外プロジェクトの見学ツアーの実施な
ど，教育改革に対する様々な協力が行われている。今後も，産学官の連携によりこれらの
取り組みをより一層有機的に拡大して，長期インターンシップ等の受け皿としての機能の
強化など，大学や学生への支援を拡大することが期待される。
　（日本人の海外留学の促進）
　　○　留学促進キャンペーン「トビタテ！留学 JAPAN」による若者の海外留学への機運醸成や，
官民が協力した海外留学支援制度の創設を踏まえ，社会全体で日本人の海外留学を促進し
ていく必要がある。今後とも，学生や保護者，高校や大学の教員等の意識を変え，海外留
学への理解を促していくことが重要であり，民間からも留学資金の提供や研修への協力等
の積極的な支援が行われることを期待したい。
　（ギャップイヤー・プログラムの評価を行う民間団体の必要性）
　　○　学生や保護者の理解を促進するためにも，産業界がギャップイヤーの経験を積極的に評
価し，そのことが情報発信されることを期待する。ただし，ギャップイヤーを取得すると
就職等に有利になるのではないかというだけで，安易に取り組む学生が増えてしまうと，
それはギャップイヤー本来の趣旨に反する。
　　　　産業界が，各大学や民間が提供しているギャップイヤー・プログラムが，お仕着せでは
なく，学生が自主的に取り組む内容となっているか等，プログラムの質を見極められるよう，
アメリカやイギリスのように，プログラムの基準を作成し，質を認定する民間団体の設立
が望まれる。
　⑵　国による支援策
　　○　本年２月の全国調査によれば，入学前・直後にギャップイヤー・プログラムを実施して
いる大学は数大学だけであった。また，それ以外の時期に１か月以上の留学・インターンシッ
プ等のプログラムを実施している大学においても，プログラムを開発し運営する人材や資
金が不足している，学生が参加費を負担できない等の課題を抱えている。
　　○　国は，世界にチャレンジするなどの意欲的な志を持った全ての学生がギャップイヤー・
プログラムを経験できる環境をつくるために，目標値を設定する等戦略的な支援を迅速か
つ着実に行う必要がある。
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具体的には，
　①　学生個人に対し，海外留学のための支援の充実を図ること
　②　自主的に取り組もうとする大学に対し，学生の国内活動費や，プログラム開発・運営
等を担う専門人材の配置など，学外学修プログラムを運営するための体制整備に関する
財政的な支援を行うこと
　③　大学の先進的な取組を把握するとともに，大学において学生の学修や就職等にどのよ
うな変化があったのか等を分析し，情報発信を行うことを促進すること
等が必要である。
　なお，上記②の大学に対する財政的な支援に当たっては，
　◆より多くの学生に機会を提供するプログラム
　◆入学直後の時期を中心に教育的効果の高い時期に実施するプログラム
　◆学生の主体性を重視した先駆的なプログラム
　◆事前・事後指導を組み入れたプログラム
　◆国の支援終了後も，専門人材の配置や学外との連携体制等の継続性が見込まれるプログ
ラム
を積極的に評価することが望ましい。
　（初等中等教育段階における短期留学や職場体験の推進）
　　○　本検討会議では，大学を中心に議論してきたが，大学入学前の学校段階においても，児
童生徒の発達段階に応じて，留学，職場や職業などに係る多様な体験活動の機会を充実す
ることが重要である。このため，国及び地方公共団体は，高校生の留学に対する支援や，
地域社会や産業界等と連携・協働した職場体験，修業体験等の体験活動を積極的に推進す
る必要がある。
　（修業年限や資格試験制度に関する今後の検討課題）
　　○　我が国では，９月に入学した学生は原則として４年間（学士課程）の修業年限を前提に
８月に卒業することとなっているが，９月入学の学事暦の国々では，夏季休業前の６月に
卒業するのが一般的である。このことは，国際流動性や卒業後の職業生活への移行などの
面で，日本における秋入学のメリットを減殺している。
　　　　なお，現行制度上では，卒業に必要な単位を優秀な成績で修得した者であると大学が判
断すれば，在学期間が４年に満たなくても卒業を認めることは可能である。このため，こ
の早期卒業制度を活用すれば，特定の学生については９月入学・６月卒業は可能となって
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いる。
　　　　９月に入学した者一般について，修業年限以外の卒業要件を充たせば６月の時点で卒業
できるような多様な修業年限を積極的に認めるかどうかについては，この早期卒業制度と
の関係も踏まえつつ，今後，中央教育審議会等の場で専門的な検討が行われることを期待
する。
　　○　また，通常３月卒業に合わせて設定されている公的な資格試験の実施時期については，
単に現下の秋入学の普及状況だけではなく，我が国の大学・社会の国際化やギャップイヤー
促進に寄与する意義を踏まえ，どのようにすれば秋入学の拡大に向けた隘路を除くことが
できるか，関係各方面で検討に着手されることを望みたい。
５．おわりに
　○　ギャップイヤー発祥の国イギリスでは，学生が自分で資金を稼ぎ，自ら企画して，留学や
インターンシップ等を経験する。
　　　本検討会議は，このような伝統的な「大学非関与型」のギャップイヤーももちろん推奨す
る立場であるが，我が国では「大学非関与型」の普及には様々なハードルが存在しているこ
とを踏まえ，「大学プログラム型」を中心に意見をまとめた。
　○　ギャップイヤー・プログラムを導入する各大学においては，本検討会議のこの「意見のま
とめ」が示す方向性や「資料編」で紹介している国内の取組事例等も参考にしながら，それ
ぞれの大学の教育方針等を踏まえて自主的に取組を進めていくことを期待したい。
　　　また国や産業界においては，希望する学生がギャップイヤー・プログラムを経験できる環
境を整備するため，学生や大学の取組に対して積極的な支援を行うことを求めたい。
　○　学事暦の多様化とギャップイヤーを活用した「学外学修プログラム」の推進に当たっては，
社会全体で若者たちを鍛え育てるという意識に立ち戻ることが重要である。産学官において
は，多様な枠組み等を活用して連携を深めながら，「学外学修プログラム」の推進のために，
産学官がそれぞれの立場でできることを着実に実行するとともに，その成果の積極的な情報
発信を通じて社会の意識改革を促進することを求めたい。
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②　「今後の青少年の体験活動の推進について（答申）」
 平成 25年１月，中央教育審議会（抜粋）
２．青少年の体験活動の定義・意義・効果について
　⑴　体験活動の定義について
　　○　体験活動は，意図的かどうかを問わず，直接自然や人・社会等とかかわる活動を行うこ
とにより，五感を通じて何かを感じ，学ぶ取組を広く包含している。体験活動の定義につ
いては，平成 19年の中央教育審議会答申において，主として「体験を通じて何らかの学習
が行われることを目的として，体験する者に対して意図的・計画的に提供される体験」と
されており，特に社会教育や学校教育の場で提供される場合は，教育的な目的・効果を考
慮して体験活動を進めている。本報告においては，主として上記答申の定義の体験活動を
念頭において提言している。
　　　　また，体験活動そのものを目的とする場合と，体験活動を手段として何かを学び取らせ
る場合を区別しながら，議論することが必要である。
　　○　「体験活動」は，その内容に応じて，大きく三つの体験に分類される。一つ目は生活・文
化体験活動であり，例えば放課後に行われる遊びやお手伝い，野遊び，スポーツ，部活動，
地域や学校における年中行事である。二つ目は，自然体験活動であり，例えば登山やキャ
ンプ，ハイキング等といった野外活動，又は星空観察や動植物観察といった自然・環境に
係る学習活動である。三つ目は，社会体験活動であり，例えばボランティア活動や職場体
験活動，インターンシップである。
　⑵　青少年の体験活動の意義・効果について
　　（「社会を生き抜く力」の養成）
　　○　体験活動は教育的効果が高く，幼少期から青年期まで多くの人とかかわりながら体験を
積み重ねることにより，「社会を生き抜く力」として必要となる基礎的な能力を養うという
効果があり，社会で求められるコミュニケーション能力や自立心，主体性，協調性，チャ
レンジ精神，責任感，創造力，変化に対応する力，異なる他者と協働したりする能力等を
育むためには，様々な体験活動が不可欠である。
　　○　メディアを中心に世の中に流通している情報は，心地よく感じられるよう計算され加工
された情報であり，そのような環境の中でのみ育ってくると人間としての「許容量」が狭
いままになってしまう。自然の中で，これまで触れたことのない物にも触れながら，その
存在を認める経験を積むことで，大人になり思い通りにならない他者や状況に直面したと
きにも，うまく対応していくことができるようになると考えられる。
　　○　また，スポーツの役割は大きいが，こうしたスポーツを始めとして集団で活動するため
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には，他人との意見調整やストレスの対処方法など，いわゆる「ヒューマンスキル」が重
要であるとの指摘があるが，近年の若者はこの力が低下しており，体験活動や冒険的な活
動などを行い，体験の中で育んでいくことが求められている。
　　○　さらに，自然環境や海外の人々とのつながりを持って生きる次世代のリーダー育成のた
めには，自然の偉大さを体験したり，切
せっ
磋
さ
琢
たく
磨
ま
の機会を通じて，海外の人々と共に自然の
中で問題を解決しながら進んでいく体験をしたりすることが重要である。
　　（自然や人とのかかわり）
　　○　体験活動は，仲間とのコミュニケーションや自分自身との対話，実社会とのかかわり等
を考える契機となり，結果，他者への共感や日本人としての心の成長，個人や社会の歴史
の形成につながっていく。また，自然や人とのかかわりの中で命の尊さについて学ぶこと
ができる。青少年期にその基盤を作ることが重要である。他者や生き物への配慮を含め，
社会全体を考える人間を育むためには，教育的視点に裏打ちされた自然や文化などに触れ
る幅広い体験が必要である。
　　（規範意識・道徳心等の育成）
　　○　規範意識や道徳心の育成においても，体験活動の意義は大きい。現在，「思いやり」や「礼
儀正しさ」など日本人が古来大切にしてきた精神性の重要性が再認識されており，そのよ
うな道徳的価値観の涵
かん
養
よう
を図る上で，日本古来の精神性を学ぶことができるような場の教
育力を活かした体験活動が有効である。
　　○　独立行政法人国立青少年教育振興機構（以下，「青少年機構」という。）が実施した調査では，
子どもの頃の体験が豊富な人ほど，規範意識・職業意識・人間関係能力・文化的な作法や教養・
意欲や関心等が高い傾向にあることが明らかになっている。
　　（学力と体験活動）
　　○　全国学力・学習状況調査においては，自然の中で遊んだことや自然観察をしたことがあ
る児童生徒の方が，理科の平均正答率が高く，自然の中での集団宿泊活動を長い日数行っ
た小学校の方が，国語・算数の主に「活用」に関する問題の平均正答率が高い傾向がみら
れた。ＰＩＳＡ調査（ＯＥＣＤ生徒の学習到達度調査）においてもクラブ活動などの様々
な学校の活動が行われているほど読解力の得点が高いという結果となっている。
　　（勤労観・職業観の醸成）
　　○　職場においては，近年，若年層のうつ病件数の増加や早期退職，コミュニケーション不
足等の課題が深刻化しているとの指摘がある。
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　　○　近年の若者は，衣食住に不自由なく育ってきており，職業観として，仕事に対し，「食べ
るため」以上のことを追求するが，まず「働く」ことの意味を実感として理解する必要がある。
その際，自然豊かな環境で，自然と向き合いながら生きる人々の暮らしぶりに触れるなど，
生活の原点に戻る体験をすることが有効である。
　　（社会的・職業的自立に必要な力の育成）
　　○　学校から社会・職業への移行が円滑に行われるようにしていくため，子どもたちに社会
的・職業的自立に必要な力を身に付けさせることが重要である。子どもたちに自らの将来
を考えさせるためには，多様な年齢・立場の人や社会や職業にかかわる様々な現場を通して，
自己と社会についての多様な気づきや発見を経験させることが効果的である。
　　○　地域の企業等における職場体験活動・インターンシップは，「働くこと」の意義を実感と
して理解し，また社会・職業についての現実的理解を深めるために，極めて重要な取組と
言える。
　　（課題を抱える青少年への対応）
　　○　体験活動は，ニート・引きこもり等の青少年が抱える様々な課題の解決の一つのアプロー
チとして，また，課題の未然防止のためにも有効である。特に，不登校などの課題を抱え
る子どもたちに対しては，楽しみながらいろいろな世界の入り口を見せることができる体
験活動を取り入れた教育が重要である。個々の子どもの状況と発達段階を慎重に見極めた
上で，こうした教育の機会を提供することにより，基本的なコミュニケーションや生活習
慣を身に付けていくことができる。
　　○　また，いじめの問題については，自然や地域社会と深くかかわる機会の減少や集団活動
の不足等により，人間関係をうまく作れない，規範意識が欠けている，些細（ささい）な
ことでも感情を抑制できないなど，いじめを生む要因となっているという指摘がある。い
じめの未然防止のためには，様々な体験活動を通じて，子どもの社会性や規範意識，思い
やりなどの豊かな人間性を育み，人間関係形成力を育成することが重要である。
　　○　また，近年のうつ病などいわゆるメンタルヘルスの問題への対処においては，職場や学
校から離れた自然の中で人や自然とつながる体験をし，ふだんの生活を客観的に見つめ直
すことが重要である。
　　（発達段階別の体験活動）
　　○　幼少期においては，子どもたち同士での「群れ遊び」を通じて，自然と力加減や人の痛
みを知り，思いやりが育まれる。また，遊びの中での「ひらめき」が創造力や柔軟な思考
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力を養うこととなる。さらに，脳機能等の発達には，乳幼児期からの，家族や地域，自然
の中での豊富な刺激・体験が重要であるという指摘もある。
　　○　発達段階に応じた効果的な体験活動については，小学校低学年までは「友達との遊び」「動
植物とのかかわり」，小学校高学年から中学生までは「地域活動」「家族行事」「家事手伝い」
等の体験が効果的であることが明らかになっている。学習指導要領では，主として小学校
では集団宿泊活動や自然体験活動，中学校では職場体験活動，高等学校では就業やボラン
ティアにかかわる体験的な学習を行うこととなっている。学校，家庭，地域で体験活動を
実施する際には，こうした発達段階に応じた体験活動を行うことが効果的である。
　　　　さらに，今後，高校生や大学生を含めた青年期の若者に向けた体験活動についても，ど
のようなものが効果的であるのか明らかにして取組を進めていくことが望まれる。
　　○　なお，現在，幼稚園等から小学校，中学校，高等学校まで学校段階間の連携・接続が進
められているが，子どもの体験活動についても，連続性に留意することにより，一層効果
的なものとすることが望まれる。例えば，キャリア教育を一つの切り口とするなどして，
各学校段階を通じた体系的・系統的な体験活動のプログラムを検討することも重要と考え
られる。
３．青少年の体験活動を推進するための取組について
　⑴　学校教育における体験活動の推進について
　　①　学校教育における子どもの体験活動の推進
　　（学校における取組）
　　○　学校教育法では，「小学校においては，（略）教育指導を行うに当たり，児童の体験的な
学習活動，特にボランティア活動など社会奉仕体験活動，自然体験活動その他の体験活動
の充実に努めるものとする。この場合において，社会教育関係団体その他の関係団体及び
関係機関との連携に十分配慮しなければならない。」（中学校，高等学校，中等教育学校，
特別支援学校にも準用）とされており，また，学習指導要領では，「集団宿泊活動やボランティ
ア活動，自然体験活動などの豊かな体験を通して児童の内面に根ざした道徳性の育成が図
られるよう配慮しなければならない」とされており，各学校において，発達の段階を踏まえ，
教育課程に計画的・効果的に体験活動を組み込むことにより，今後，より一層体験活動を
充実していくことが必要である。
　　○　学校教育における自然体験活動等については，長期の集団宿泊活動により，人間的に大
きな成長が見られることなど効果がある一方で，学校から遠く離れた所に行かないと実施
できないと考えられていることや，費用負担の問題，大人社会の体験活動への理解不足，
教員の多忙感の増加等の懸念が，大きな課題であるとの意見があった。また，職場体験活
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動については，学校側が地域の企業に体験活動の依頼をしても断られる場合などもあり，
活動場所の確保に苦慮している事例もみられる。
　　○　学校教育の中に体験活動を取り入れる際には，指導内容の増加，授業時数の増加という
現状の中で，子どもや教員・家庭の過重な負担とならないようにするなど，学校現場の状
況を十分把握して検討する必要がある。地域内の学校間での連携や，教育委員会が企画・
調整するなどして，より効率的に体験活動の場の確保が十分になされるような取組が期待
される。また，職場体験活動については，例えばＰＴＡなど地域コミュニティがコーディネー
ト機能を担っている事例もあり，地域全体の協働により，学校の取組を支援していくこと
も重要と考えられる。
　　○　また，理科における実験，図画工作，美術における創作活動，生活，保健体育，技術・家庭，
総合的な学習の時間その他の各教科等における様々な活動のような，学校の授業中にでき
る体験活動は，知識・技能の活用や問題探求等のきっかけとなるほか，子どもが自分自身
の興味関心・得意分野を見つける重要な機会となっており，将来のキャリア形成にも大き
く影響するという指摘もあるので，「体験的に学ぶ」という観点からのアプローチも重要で
ある。
　　　　今後，教育内容・方法が問題解決型，協働型・双方向型の学習をより重視していく中で，
各教科等においても，体験的な学習を適切に取り入れ，子どもの学びを深める取組が進め
られることが期待される。
　　（学校教育・社会教育の連携強化とコーディネート）
　　○　平成 20年の社会教育法の一部改正により，社会教育が学校，家庭及び地域住民その他の
関係者相互間の連携及び協力の促進に資することとなるよう努めることが加えられた。ま
た，社会教育主事が学校の求めに応じ，助言を行うことができることとした。
　　○　青少年の体験活動の推進のためには，学校教育と社会教育の連携強化による体験活動の
充実を図ることが不可欠であり，目標の共有や発達段階に応じた実践プログラムの整備・
普及啓発のほか，学校教育と社会教育をつなぐ役割を果たすコーディネーターを教育委員
会等に配置するなどの体制整備が必要である。
　　○　このような取組を進めるためには，教育委員会の主体的な役割が重要であり，学校教育
と社会教育の担当が連携し，その他の機関・団体等とも連携・協働して地域内の学校教育
を含めた体験活動の具体的な推進方策を検討することが有効である。また，体験活動は，
学級づくりや学校運営の観点からも極めて重要であり，教育委員会等は，社会教育に関す
る専門職員である社会教育主事によるコーディネート等を通じ，体験活動に精通した人材
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やそのノウハウを活用し，学校を支援する体制を構築していく必要がある。
　　○　今後，社会で求められるコミュニケーション能力や自立心，主体性，協調性，チャレン
ジ精神，誠実性，責任感を育むためには，社会貢献活動や集団活動等様々な体験活動が重
要であり，学校教育と社会教育が協働して体験活動の充実を図る必要がある。
　　（大学の学修における取組）
　　○　大学においても，学生の主体的な学修を促す質の高い学士課程教育を進めることが求め
られており，そのためには，インターンシップやサービス・ラーニング，社会体験活動や
留学体験等といった教室外学修プログラムを提供することが必要であることが指摘されて
いる（「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて（答申）」平成 24年８月 28
日中央教育審議会）。それにより，学修への動機付けを強め，成熟社会における社会的自立
や職業生活に必要な能力の育成に大きな効果を持つことができる。
　　②　教員の体験活動に関する指導力向上
　　○　教員が，体験活動の意義・効果や実施の際の留意点等を理解し，体験活動に関する指導
力を修得できるよう，養成段階や現職段階において，体験活動を実施する際の指導力向上
につながる機会を積極的に設ける必要がある。
　　（教員養成での取組）
　　○　教員養成段階において，子どもたちが体験活動を行う際に，学生が自ら企画を行ったり，
引率したりするボランティア等として参加できる機会を取り入れることで，子どもの成長
を実感したり，予期せぬ子どもの行動も予見し対応したりするといった教員に必要な能力
を身につけることができる。
　　○　島根大学教育学部では，教員志望の学生に対し「1000 時間体験学修」プログラムの履修
を卒業要件として導入しており，学生は４年間を通じて，学校現場や社会教育施設等で様々
な体験活動を行い成果を上げている。こうした体験活動を取り入れた取組例やその効果を
事例集にまとめることにより，教員養成課程を設置する大学等に広く周知する必要がある。
　　○　教員養成課程で体験活動を実施する際の課題としては，学生の希望と受入れ側の学校・
機関の意図との間のミスマッチや，受入れ側の理解不足等があるが，学生の活動の成果や
課題を次の年度の取組に活かすために事例発表の場を設けたり，大学側と受入れ側の機関
の意識共有を図るため定期的に会議を設けたり，また学生への事前・事後の指導を徹底し
たりする等の対応が効果的である。
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　　（現職の教員研修等における取組）
　　○　現職段階においても，教育委員会が青少年教育施設等と連携しながら，体験活動に関す
る研修を実施している例がある。また，免許状更新講習においては，大学や青少年教育施
設等において，体験活動の講習を提供している。今後，体験活動を実施する際の指導力向
上を図るため，学校現場のニーズを踏まえつつ，研修や講習の内容の見直しと充実を図る
ことが期待される。
　　③　大学の秋季入学移行に伴う青年期の体験活動の推進
　　○　現在，東京大学を中心に大学の秋季入学への移行が議論となっており，東京大学の「入
学時期の在り方に関する懇談会」報告書（平成 24年３月）においては，「ギャップターム」
期間中に，研究の現場に接する体験活動，学術を俯
ふ
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かん
する体験活動，ボランティア等の社
会貢献活動，インターンシップなど勤労体験活動等の多様な体験を行うことが提言されて
いる。青年期に幅広い分野の様々な体験を行いグローバルでタフな人材を育成するとの検
討の方向性について，大いに共感し，高く評価したい。
　　○　また，秋季入学への対応のみならず大学生を対象として，在学時及び卒業後から就職ま
での時期に様々な体験活動を行うことが，社会に出る前の重要な経験となることを改めて
指摘しておきたい。現在，秋季入学移行については，東京大学において，引き続き検討が
行われているが，実際に「ギャップターム」期間中において，体験活動を推進するためには，
年間何万人もの若者が様々な体験活動を実施できるよう，社会全体で支援していく必要が
ある。
　　○　その際，全国 28の国立青少年教育施設は，年間約 500 万人が活用しており，かつ，青
年期を対象とした様々な事業も実施しているため，そのスケールメリットやプログラム開
発のノウハウを広く活用できるのではないかと考えられる。
　　○　イギリスでは，「ギャップイヤー」が導入されているが，経済的な理由により，体験活動
ができない人もいるとの意見もあり，家庭の経済状況の格差が体験活動の格差にならない
ように，様々な機関と連携し支援策を講じていくことが必要である。
　⑵　社会全体で体験活動を推進するための機運の醸成について
　　①体験活動に関する理解の促進
　　○　子どもや保護者，学校それぞれにとっての体験活動の意義や目的を提示するなど，社会
に対して啓発を行っていくとともに，その目的に沿ったプログラムや実施体制の整備等を
検討する必要がある。
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　　○　特に，保護者に対しては，子どもの発達段階に応じて実施することが望ましい体験活動
とその効果を青少年機構の調査研究結果等の根拠を示しつつ積極的に情報発信することに
より，体験活動への理解を広げられると考えられる。
　　○　青少年育成に関する顕在的・潜在的な社会のニーズを踏まえ，体験活動の意義や効果を
そのニーズに合わせてストーリーとして組み立てて，進学塾やゲームなどの他の選択肢に
比べどのような利点や面白さがあるかを示していくことが重要である。
　　○　近年では，企業が必要と考える「社会人基礎力」を身につけるためには，体験活動が有
効であるという指摘がなされているところであり，社会人として必要とされる資質能力の
育成や自己実現し幸福な人生を送るために体験活動がどのように有効かということを明ら
かにしていくことが望まれる。
　　○　また，青少年教育施設や民間団体等において，取組事例や体験活動プログラムをホーム
ページ等で取りまとめて紹介しており，これらの効果的な周知を図っていくべきである。
　　②　学校・家庭・地域の連携による体験活動の推進
　　○　学校外での子どもの体験活動の充実においては，地域や家庭が果たす役割が大きく，子
どもの成長に合わせて様々な体験ができるよう，地域社会や保護者が積極的に働きかける
必要がある。そのため，地域や行政，学校，民間団体等が子どもや保護者が参加できる体
験活動の機会を設けるとともに，体験活動に関する情報提供を行うなど，学校・家庭・地
域が連携して体験活動を推進していく必要がある。保護者自身も，乳幼児期からの多様な
体験を通じて生活のために必要な習慣等を身に付けさせるなど，家庭教育の中で子どもの
心身の発達を図るよう努め，更に日頃の家庭や地域での取組を広げていくという意識が重
要である。
　　○　学校で体験活動に取り組む際は，学校と地域との連携が極めて重要である。様々な立場
の人とのコミュニケーションの体験が子どもにとって必要であり，地域の人々と交流する
機会などを盛り込むことが効果的である。
　　○　学校では同学年の子ども同士で遊ぶことが多いが，子どもは異年齢の子どもと交わるこ
とで成長するので，そのような機会を学校が地域や家庭と連携しつつ，意識的に提供する
必要がある。また，インクルーシブ教育システムの構築が進められる中で，障害のある子
どもが地域の同世代の子どもや人々との交流等を進めるためにも，障害のある子どもの体
験活動についても推進していく必要がある。
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　　○　子どもの体験活動の充実のためには，地域住民の参画による学校支援地域本部や放課後
子ども教室等の仕組みを活用した取組の推進，地域住民が主体となって活動を展開する総
合型地域スポーツクラブでの取組など，地域づくりの活動の中に位置付けて行っていくこ
とも必要である。また，廃校施設を活用して体験学習施設を整備し，地方公共団体や民間
団体等が学校や家庭に体験活動の場を提供している事例があり，このような取組の更なる
展開も期待される。
　　○　さらに，各都道府県では，体験活動・ボランティアの窓口が置かれ，県によってはセンター
が設置されている場合があり，学校や青少年教育施設等においても，これらの窓口とも連
携しながら取組を進めることが有効である。
　　③　民間団体・民間企業との連携による体験活動の推進
　　○　ＮＰＯや子ども会，青年団，青年会議所等多くの民間団体が青少年の健全育成のため，
様々な体験活動プログラムを企画・実施している。自然体験活動の場の提供，環境教育や
持続可能な開発のための教育としての体験プログラムの実施，異年齢や異世代交流の機会
の提供，海外の青少年との交流など，地域や社会の要望を踏まえた幅広い内容となっており，
各地域における青少年の体験活動の推進や，地域の絆（きずな）づくりにおいて，重要な
役割を果たしている。
　　○　近年では，国や地方公共団体，そして民間団体のみならず，民間企業がその特色やアイ
デアを活かした様々な形で，社会貢献活動として，青少年の体験活動の機会と場を提供し
たり，独自に民間団体等を表彰するなどの取組が見られる。こうした民間企業が提供する
体験活動は，青少年に多様な体験活動を提供する上で，有意義であることから，今後更な
る広がりを期待したい。
　　○　東日本大震災に際しては，様々な企業が被災地の子どもたちを支援するため，自然体験
活動等の機会を提供する取組を実施している。例えば，青少年機構において平成 23 年夏
から実施している「リフレッシュ・キャンプ」においては，複数の民間企業が協賛を行い，
行政の取組と民間企業の社会貢献のコラボレーションの姿勢について，被災地の子どもた
ちや保護者等から高い評価を得た。
　　○　国や地方公共団体等と民間団体・民間企業の連携は，更に広がりある充実した体験活動
の機会の提供につながることが期待され，国等から積極的に民間団体・民間企業に働きか
けるなどして，今後更に推進していくことが必要である。
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　　④　体験活動の評価・顕彰制度の創設
　　○　これまで議論してきたように，体験活動はコミュニケーション能力や自ら考え自ら動く
力を身につけることにつながり，結果として人間性豊かでたくましい青少年の育成につな
がるものである。こうした青少年を更に養成していくため，体験活動を積極的に行った青
少年を学校や社会がしっかりと評価するよう，その機運を高めていく必要がある。
　　○　例えば，イギリスにおいては，青少年を対象に，奉仕活動，冒険旅行などを通じて，自主性，
協調性を育み，自信や自尊心を高めることを目的とし，行った活動の時間数等に応じて賞（ア
ワード）を授与する取組（インターナショナル・アワード）を行っている。この賞（アワー
ド）は，就職や進学，奨学金獲得の際に評価材料ともなっている。
　　○　日本においても，体験活動を積極的に行い様々な力を身につけた青少年が社会で評価さ
れるよう，イギリスの事例等も参考にしつつ，日本の実情に応じた評価・顕彰制度の創設
に向けて早急に検討する必要がある。特に民間企業等と連携することで，社会に大きく広
がる可能性がある。その際，日本においては，用具が購入できないため部活動に参加でき
ないなど経済格差がそのまま体験格差につながっているとの指摘もあり，経済的に余裕の
ない家庭の子どもも参加できるよう配慮する必要がある。
　　⑤　体験活動の指導者養成
　　（地域や学校における指導者養成）
　　○　青少年には良質な体験と指導者を用意することが必要不可欠であり，青少年機構は指導
者養成に関する実績やノウハウを有する民間団体と連携しつつ指導者資格を付与する仕組
みについて検討し，併せて国においてもその取組を支援する必要がある。その際には，養
成した人材がどのような役割を果たすのかということを考慮して検討することが求められ
る。
　　○　特に，学校と地域の連携による体験活動の推進に当たっては，例えば，学校支援地域本
部や放課後子ども教室等のコーディネーターやボランティア，既に学校の活動にかかわっ
ている保護者・地域の人材等が，体験活動の指導・引率などを行うことを想定したプログ
ラムの提供など，学校や地域のニーズを踏まえた指導者養成の在り方についても検討する
必要がある。
　　　　また，仕組みを検討する際には，現場のニーズを踏まえつつ，人間関係づくりやカウン
セリング等，青少年に接する指導者として不可欠な資質を高めるような内容を盛り込む必
要がある。
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　　○　体験活動を推進するためのプログラムの企画とともに，その実施体制を検討する必要が
ある。プログラムの企画・実施が，担当者の異動や個々の教員の経験の多寡等，属人的な
事情により大きな影響を受けないよう，組織としてプログラムの成果を蓄積・共有できる
ようにする必要がある。
　　○　特に学校において，より質の高い体験活動を実施するため，プログラムの企画・実施に
おいては社会教育主事の活用や，民間団体で既に指導者としての能力や実績を有する者や
地域の人材等との連携について，積極的に検討する必要がある。このほか，質の高い指導
者養成や，指導者等をコーディネートできる人材の育成が急務である。
　　（安全性の確保）
　　○　体験活動のうち特に自然体験活動は，生命にかかわる事態が発生する危険性があり，安
全管理は最も優先されるべきである。ただし，不測の事態に臨機応変に対応する力を身に
付けることが体験活動の目的の一つでもあり，過度に保護的な環境を創出することはその
趣旨に反する。指導者等を活用し，安全確保ができる範囲を可能な限り広げるように努め，
安全確保のために活動範囲を縮小することのないよう留意する必要がある。
　　○　利用者の安全確保のために，施設・設備の維持管理や研修による指導者の能力向上や連
絡体制の整備，情報共有等について，国及び地方公共団体が適切な支援を行うことが必要
である。また，国及び青少年機構は，安全確保のための指導事例集やマニュアルの開発を
進め，教育関係者が広く活用できるようにするなど，安全指導に関する具体的な情報提供
の方法を検討する必要がある。
４．東日本大震災を踏まえた青少年の体験活動について
　○　今回の東日本大震災のような非常事態では，用意された答えを探すだけの勉強では，適切
な対応をとることが不可能である。瞬時に適切な対応をとることができる感性や生き物とし
ての，いわば「野性の勘」を磨くためには，青少年期に自然の中で様々な体験を行うことが
必要である。
　○　東日本大震災において，多くの青少年がボランティア活動を通じて成長したように，社会
の一員としての自覚と責任感を高めるため，平常時においても，様々なボランティア活動等
の社会貢献活動を積極的に奨励すべきである。社会貢献活動は，相手の役に立つという意義
だけでなく，活動を行う側にとっても，多くのことを学ぶことができる学習の機会であると
いう認識を持つべきである。
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　○　東日本大震災では，多くの被災者の方々が，長い間，避難所となった学校の体育館等での
共同生活を送る事態となったことを踏まえ，今後，平常時から，体育館やテントでの宿泊，
野外炊事といった非常時の生活を想定した体験を行う機会を設けることが必要である。この
ような取組は，非常時にどのような行動をとるべきかを体験的に学ぶ機会となるとともに，
親子や高齢者を含めた幅広い年代の地域住民が協働して取り組むことによって，災害時にも
互いに助け合うことのできる地域の絆
きずな
づくりにもつながる。
　○　このため，国は，各地域の特性に応じた体験的な防災教育を推進するため，学校等を避難
所として想定した生活体験等の防災教育プログラムを地域住民や保護者の協力を得て実践す
る「防災キャンプ推進事業」（平成 24年度から実施）の更なる推進と成果の普及に努めるこ
ととする。
　○　国立青少年教育施設は，今回の大震災で延べ約６万人の被災者及び国立オリンピック記念
青少年総合センターにおいて１千人を超える帰宅困難者等を受け入れるなど，その宿泊機能
や職員の持つノウハウ，これまでの活動を通じた地域との信頼関係・ネットワークを活かし
た受入れ支援を積極的に実施した。また，国立岩手山青少年交流の家では，自衛隊からの要
請に基づき，被災地支援に要する燃料補給や延べ約２万６千人の自衛隊員の休息基地として
対応するなど，被災地支援において重要な役割を果たした。
　○　東日本大震災後，福島県の子どもたちは，東京電力福島第一原子力発電所の事故や，限ら
れたスペースで活動しなければならない避難所生活の影響で，日常生活の中で多くのストレ
スを抱えることとなった。こうした子どもたちに対し，文部科学省及び青少年機構が実施し
た様々な自然体験活動等を提供する「リフレッシュ・キャンプ」では，参加後の子どもたち
のやる気が向上（無気力感が低下）する等，様々なよい効果が見られた。
　○　引き続き，被災地では子どもの心のケアが大きな課題となっており，福島県をはじめとす
る被災地の子どもたちに対して，こうした体験活動の機会を積極的に設けることが必要であ
る。特に被災地にある国立青少年教育施設は，体験活動を通じて被災地の子どもたちの心の
ケアを行う中心的機関として積極的に機能することが必要である。
　○　また，被災地を中心に，国公立の青少年教育施設を拠点として，災害現場から学ぶ体験的
な防災教育の仕組み作りを被災者・行政・ボランティアなど多様な主体が一体となって進め
るべきである。
　○　これらを踏まえ，広い敷地や多数の研修・宿泊施設をもち，質の高い職員を擁する国公立
青少年教育施設において，災害への対応や防災に係る研修プログラム，「サバイバル」の要素
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を持った研修プログラムの開発・実施などを行い，青少年教育施設を防災拠点として，その
機能強化を図る必要がある。
　○　東日本大震災の被災地でのボランティアに参加したいという大学生等も多くいるが，休学
中の学費や単位取得への影響を懸念する意見もある。国内の大きな課題に取り組む体験活動
は重要であり，大学等が必要な配慮を図ることが望まれる。
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③　「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて（答申）」
 平成 24年 8月，中央教育審議会（抜粋）
２.検討の基本的な視点
　本審議会における今回の審議の基本的な視点は，以下のとおりである。
（双方向の意見交換や客観的なデータの重視の視点）
　　第一は，大学教育の質に関わる現状と課題並びに対応策を，可能な限り学生や教職員，経済
界関係者，高等学校関係者など，多くの関係者との双方向の意見交換や客観的なデータに基づ
いて分析し議論を行うという視点である。審議会での審議のみならず，全国各地の様々なタイ
プの 12大学のキャンパスで学生を中心とした延べ 3,400 人を超える参加者が活発な議論を重
ねた大学教育改革地域フォーラムや，約 2,600 人の学長・学部長から回答を得た「学士課程教
育の現状と課題」に関するアンケート調査（以下「学長・学部長アンケート」という。），パブリック・
コメントに寄せられた意見等から，今回の答申をまとめるに当たって重要な視座を得た。また，
多くの有識者に御協力いただいた本審議会におけるヒアリングからも重要な示唆を得ることが
できた。学長・学部長アンケートから得られた貴重なデータについては，研究者や関係者を中
心に広く共有するとともに，文部科学省において専門的な知見に基づく更なる分析を行う予定
である。
（初等中等教育から高等教育にかけて能力をいかに育むかという視点）
　　第二は，予測困難なこれからの時代をより良く生きるための人間像と，これからの我が国の
社会像，及びそれらを実現し，維持し，向上させるために求められる能力を，初等中等教育か
ら高等教育までの連携と役割分担によって育成するという視点である。国民一人一人の主体性
と協調性が要請される成熟社会たるべき我が国の社会においては，単なる知識再生型に偏った
学力，自立した主体的思考力を伴わない協調性，他者の痛みを感知しない人間性は通用性に乏
しい。
　　学士課程答申は「各専攻分野を通じて培う学士力」を「参考指針」として提示した。今，重
要なのは，
　・　知識や技能を活用して複雑な事柄を問題として理解し，答えのない問題に解を見出してい
くための批判的，合理的な思考力をはじめとする認知的能力
　・　人間としての自らの責務を果たし，他者に配慮しながらチームワークやリーダーシップを
発揮して社会的責任を担いうる，倫理的，社会的能力
　・　総合的かつ持続的な学修経験に基づく創造力と構想力
　・　想定外の困難に際して的確な判断をするための基盤となる教養，知識，経験
　を育むことである。これらは予測困難な時代において高等教育段階で培うことが求められる「学
士力」の重要な要素であり，その育成は先進国や成熟社会の共通の課題となっている。
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　　次代を担う若者にこのような能力を身に付けさせるためには，学校制度全体を，従来からの
組織や形式の観点からではなく，プログラム中心・具体的な成果中心の観点から見直すことが
必要である。また，人間としての自らの責任を果たし，他者に配慮しつつ協調性を発揮できる
ための倫理的，社会的能力を身に付けられるようにするとともに，答えのない問題に対して自
ら解を見出していく主体的学修の方法や，想定外の困難に際して的確な判断力を発揮できるた
めの教養，知識，経験を総合的に獲得することのできる教育方法を開発し，実践していくこと
が必要である。すなわち，成熟社会において職業生活や社会的自立に必要な能力を見定め，そ
の能力を育成する上で初等教育，中等教育，高等教育それぞれの発達段階や教育段階において
有効な知的活動や体験活動は何かという発想に基づき，それぞれの学校段階のプログラムを構
築するとともに，教育方法を質的に転換することが求められている。
（迅速な改革の必要性）
　　第三は，迅速な改革の必要性である。前述のとおり，大学の教育研究に対する学生や社会の
期待はますます大きくなっている。学生個人にとっても社会にとっても，学士課程教育の質的
転換は喫緊の課題であり，言わば「待ったなし」の課題である。質的転換が遅れれば遅れるほど，
これからの時代を生きる学生の人生と我が国の未来に負の影響が出かねない。各大学や文部科
学省，地域社会や経済界等における関係者には，直ちにできることを速やかに行動に移すこと
が求められる。本審議会も，制度や枠組みの見直しを含めて多面的に審議を深める必要がある
課題については直ちに議論を進めることとしている。
３. これからの目指すべき社会像と求められる能力
　（成熟社会において求められる能力）
　　大学は，教育と研究を通じて，上に示唆したような学生の未来と社会の未来を創り出す，極
めて重要な責務を担っている。
　　これから人材需要の増加が見込まれる分野は，現在においても短期高等教育を含めた高等教
育修了者が就業者の大きな割合を占めている。また，製造業等においても，国内の生産拠点の
海外移転等に伴って人材需要が高等教育修了者にシフトする傾向がある。したがって，本審議
会は，学士課程答申と同様に，現在の大学進学率等の水準が過剰であるという立場をとらない。
多くの国々において最近 20年間に大学進学率も進学者数も上昇している中で，20年前には相
対的に高かった我が国の大学進学率は，現在では経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）加盟国の平均
を下回っている。さらに，主要国の中で我が国のみが，進学率は上昇しているものの進学者数
が減少している。また，社会人学生の入学割合がＯＥＣＤ加盟国の平均を大きく下回っている
とともに，全大学生に占める留学生の割合についても，世界全体の留学生数が拡大する中，減
少している。このような現実を踏まえれば，高等教育の規模を縮小することは，必要な数の労
働力人口が確保できず，我が国の社会経済の停滞，萎縮につながるだけでなく，社会人に対す
－ 98－
る学び直しの場の提供や，様々な背景を持つ学生が互いに切磋琢磨しながら自らの能力を磨き，
グローバルな視点を養成するといった，大学が果たすべき役割を達成できなくなることにつな
がると考える。
　　より重要な課題は，人材の質の確保である。大学を中心に社会全体で取り組むべき課題は，
高等教育を通じて，5ページで述べたような成熟社会において求められる「学士力」の重要な要
素を有する人材を確実に育成することである。「学士力」が土台となって，学術研究や技術，文
化的な感性等に裏付けられた我が国固有のイノベーションを起こす能力，我が国が生み出した
固有の価値を異なる文化的・言語的背景を持った人々に発信できる能力，異なる世代や異なる
文化を持った相手の考え方や視点に配慮しつつ，意思疎通ができる能力など，未来社会の形成
に寄与する力が育成される。
　　我が国の現在の状況に鑑みれば，グローバル化の加速する社会において活躍できる人材の育
成の重要性が増していることは論を俟
ま
たない。政府のグローバル人材育成推進会議も，層の厚
いグローバル人材が必要だと指摘しており，その具体的な育成の目標と方策を示しているが，
そのために高等教育が果たすべき役割は極めて大きい。グローバル人材の土台として重要なの
は，我が国の歴史や文化に関する知識や認識，多元的な文化の受容性，あるいは前述のような
認知的，倫理的，社会的能力，教養，知識，経験を含めた汎用的能力である。これらはグロー
バル化による社会経済構造の変化に対応するための全ての国民の課題でもある。
　　また，このような社会経済構造の変化の中で，持続可能で活力ある地域の形成も極めて重要
かつ喫緊の課題である。大学が地域再生の拠点となるとともに，地域の未来を担う有為な人材
の育成に責任を持つことが求められる。汎用的能力はこのような地域社会・経済を支える人材
にとっても必要不可欠である
４．求められる学士課程教育の質的転換
（学士課程教育の質的転換）
　　前述のとおり，我が国においては，急速に進展するグローバル化，少子高齢化による人口構
造の変化，エネルギーや資源，食料等の供給問題，地域間の格差の広がりなどの問題が急速に
浮上している中で，社会の仕組みが大きく変容し，これまでの価値観が根本的に見直されつつ
ある。このような状況は，今後長期にわたり持続するものと考えられる。このような時代に生き，
社会に貢献していくには，想定外の事態に遭遇したときに，そこに存在する問題を発見し，そ
れを解決するための道筋を見定める能力が求められる。
　　生涯にわたって学び続ける力，主体的に考える力を持った人材は，学生からみて受動的な教
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育の場では育成することができない。従来のような知識の伝達・注入を中心とした授業から，
教員と学生が意思疎通を図りつつ，一緒になって切磋琢磨し，相互に刺激を与えながら知的に
成長する場を創り，学生が主体的に問題を発見し解を見いだしていく能動的学修（アクティブ・
ラーニング）への転換が必要である。すなわち個々の学生の認知的，倫理的，社会的能力を引
き出し，それを鍛えるディスカッションやディベートといった双方向の講義，演習，実験，実
習や実技等を中心とした授業への転換によって，学生の主体的な学修を促す質の高い学士課程
教育を進めることが求められる。学生は主体的な学修の体験を重ねてこそ，生涯学び続ける力
を修得できるのである。
　　学生の主体的な学修を促す具体的な教育の在り方は，それぞれの大学の機能や特色，学生の
状況等に応じて様々であり得る。しかし，従来の教育とは質の異なるこのような学修のために
は，学生に授業のための事前の準備（資料の下調べや読書，思考，学生同士のディスカッション，
他の専門家等とのコミュニケーション等），授業の受講（教員の直接指導，その中での教員と学
生，学生同士の対話や意思疎通）や事後の展開（授業内容の確認や理解の深化のための探究等）
を促す教育上の工夫，インターンシップやサービス・ラーニング，留学体験といった教室外学
修プログラム等の提供が必要である。
　　学生には事前準備・授業受講・事後展開を通して主体的な学修に要する総学修時間の確保が
不可欠である。一方，教育を担当する教員の側には，学生の主体的な学修の確立のために，教
員と学生あるいは学生同士のコミュニケーションを取り入れた授業方法の工夫，十分な授業の
準備，学生の学修へのきめの細かい支援などが求められる。
　　大学教育の質的転換を実践していくには，学生の主体的な学修を支えるための教育方法の転
換と教員の教育能力の涵養が必要であるが，それには研究能力の一層の向上が求められる。双
方向の授業を進め，十分な準備をしてきた学生の力を伸ばすには，教員が当該分野及び関連諸
分野の学術研究の動向に精通している必要があり，そのためには教員が自らの研究力を高める
努力を怠らないことが大切である。学士課程答申で指摘されているとおり，研究という営みを
理解し，実践する教員が，学生の実情を踏まえつつ，研究の成果に基づき，自らの知識を統合
して教育に当たることは大学教育の責務である。教育と研究との相乗効果が発揮される教育内
容・方法を追求することが，一層重要である。
（認識の共有の必要性）
　　かつての高度成長期には，「企業は大学教育に多くを期待しておらず，入社後の社内教育と実
務上の経験や実践で人材を伸ばせばよい」，「昔から大学生は勉強しておらず，それでも卒業後
社会で十分に活躍してきた」という認識が比較的広く存在していた。今日，多くの企業等が，
大学に対して，入学者選抜によるふるい分け機能ではなく，教育の丁寧な過程を通してどのよ
うな能力を育成し，「何を身に付け，何ができるようになったか」を問うようになっている。
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　　大学関係者等は，学士課程教育の質的転換が「待ったなし」の課題であり，若者や学生，地
域社会や産業界を含め，社会全体にとって極めて切実な問題であることを改めて認識する必要
がある。我が国の未来，また我が国に対する国際的な評価や信頼は，将来にわたる知的な潜在
力に大いに依存する。全国の若者や学生がいかにしっかりと主体的な学修をしているか，各大
学が教育方法の質的転換を通して学生の主体的な学修の場をいかに支えているかが，知的な潜
在力の指標となるものである。
　　したがって，何らかの具体的な行動に着手することによって，まず学士課程教育の質的転換
への好循環を生み出し，それが確かな成果をあげることによって，学生や保護者，地域社会，
地方公共団体，企業，非営利法人など，広く社会がその実感を共有し，その結果，大学におけ
る学修への信頼が高まるという大きな社会的好循環を形成することが求められる。
　（質的転換を目的とした学修時間の実質的な増加・確保）
　　そのためには，これまでの学士課程教育の成果と課題を踏まえつつ，緊要性や実際性，効果
等を考慮しつつ，まず改革のための具体的な始点を定め，そこから質的転換へと大きく展開す
ることが必要である。
　　このような観点から，本審議会は，学生の主体的な学びを確立し，学士課程教育の質を飛躍
的に充実させる諸方策の始点として，学生の十分な質を伴った主体的な学修時間の実質的増加・
確保が必要であると考えた。
８．今後の具体的な改革方策
　　学士課程教育の質的転換を図るために必要な改革方策（本文の６）を，それに向けた課題の
背景（本文の７）と文部科学省の「大学改革実行プラン」（平成 24年６月５日）などを踏まえて，
　　①　大学や文部科学省，企業等において速やかに取り組むことが求められる事項
　　②　本審議会として制度や枠組みの見直しを含めて多面的に審議を深める必要があり速やか
に議論を開始する事項
　に分けて整理すると以下のとおりである。これらについては，大学改革実行プランに示された
工程表も踏まえて迅速かつ着実に実施されることが重要と考える。
　①　速やかに取り組むことが求められる事項
　（地域社会・企業等）
　　地域社会や企業等には，大学と連携しつつ，以下のような取組が期待される。
　　ア　学士課程教育はキャンパスの中だけで完結するものではなく，サービス・ラーニング，
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インターンシップ，社会体験活動や留学経験等は，学生の学修への動機付けを強め，成熟
社会における社会的自立や職業生活に必要な能力の育成に大きな効果を持つ。特にインター
ンシップは，学生が自らの専攻や将来希望する職業に関連した職場で業務を体験すること
を通じ，専門知識の有用性や職業自体について具体的に理解し，労働への意欲・態度を高
めるとともに，自己の適性や志向に照らし進路を考える機会として活用することが求めら
れる。したがって，地域社会や企業等と大学は，プログラムとしての学士課程教育の質的
向上のための，地域・企業参画型の新たな連携・協力に取り組むことが重要である。あわ
せて，学生に対する経済的支援の充実のための連携協力を進めることを望みたい。
　　イ　知識基盤社会にあって，大学は，個人が生涯にわたって知的な基礎に裏付けられた豊か
な教養や知識，技術，技能を主体的に学修する機会を提供し，その地域に即したイノベーショ
ンの創出をリードする地域社会の核である。地方自治体や地域社会は，地域の大学と連携し，
その知的資源を積極的に活用することが期待される。その際，放送大学等の通信教育の利
活用も重要である。地方自治体が，それぞれの教育や地域の振興に関する計画等において
大学との連携を明確に位置付け，これらの取組を積極的に推進することが有効と考えられ
る。
　　ウ　学生が十分な学修時間を確保し，主体的に学修する力を確実に身につけるために，企業
には，大学における学修を尊重する立場から，大学側との協議によって採用活動の開始時
期を更に見直すなど，就職活動の早期化・長期化の是正を図ることが求められる。具体的
には，採用に関する広報活動の開始時期は卒業前年度の３月以降，選考活動は卒業前年度
の成績を適切に評価できる時期以降（卒業年度の夏季休暇以降）とすることが求められる。
このことは質の高い人材を得るということにつながるため，長期的には企業にとっても有
益である。
　　　　また，就職活動の際，企業は，学生が大学において身に付けた汎用的能力や専門的知識
を積極的に問うことによって，学生の学修への動機付けを高めることが望まれる。同時に，
大学は学生の学修成果の評価を厳格に行うことによって，企業においてそれが適正に評価
されるようにすることが重要である。
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④　「教育振興基本計画」平成 25年６月，閣議決定（抜粋）
第１部　我が国における今後の教育の全体像
Ⅰ　教育をめぐる社会の現状と課題
　⑶　東日本大震災からの教訓
　　（東日本大震災がもたらした衝撃）
　　○　東日本大震災は，地震，津波だけでなく，原子力発電所の事故も伴う複合的災害であり，
生命，財産，地域社会，生活の手段など国民にとってかけがえのないものを一挙に奪い去っ
た。その影響は被災地だけでなく，広く全国に及んでいる。
　　○　上述した我が国が直面する危機は，これまでも我が国において指摘されてきた問題であ
るが，この震災により一層顕在化・加速化しつつあり，生活水準や経済状況・雇用状況の
悪化，社会格差の増大など様々な影響が懸念されている。
　　（被災から見いだされた希望）
　　○　この震災により，被災地の教育もまた計り知れない人的・物的被害を受け，いまだに他
の地域や場所で授業を行わざるを得ない学校があるなど，依然として厳しい状況にあるが，
希望までが失われたわけではない。とりわけ希望を感じるのは，被災地の子どもたちである。
彼らは避難所運営やお年寄りの世話などのボランティアに主体的に取り組むなど大きな力
を発揮した。また，避難所や仮設住宅などの厳しい学習環境にあって，床にノートを広げ
て宿題をする様子や，暗がりの中で自学自習に打ち込む姿からは，学びへの強い意欲と困
難を乗り越えようとするたくましさが感じられた。
　　○　さらに，教職員をはじめとする地域住民，ボランティア，大学・ＮＰＯ・企業などの献
身的かつ積極的な行動，警察官，消防士，自衛官などによる職業的使命感に基づく的確な
救助・救援活動などは，我が国に「人の絆
きずな
」が今も強く存在していることを国際社会に強
く印象付けた。さらに，国際社会から様々な支援を受けたことは，我々にとって「世界と
の絆
きずな
」を感じる経験ともなった。
　　（震災からの教訓）
　　○　我々は未曽有の震災体験を通じて，改めて我が国が直面する危機を打破するための手掛
かり（教訓）を見いだすことができたと思われる。例えば，
　　　・困難に直面しようとも，諦めることなく，状況を的確に捉えて自ら考え行動する力の重
要性
　　　・新たな社会的・経済的価値を生み出すイノベーションの創造など，未来志向の復興・社
会づくりを目指していくこと，そのための人材育成の重要性
　　　・居住地域や経済的理由など子ども・若者が置かれている環境にかかわらず，全ての子ども・
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若者が耐震化等の施された安全な学校施設で安心して必要な力を身に付けていける環境
整備の重要性
　　　・人々や地域間，各国間に存在するつながり（絆）や，人と自然の共生の重要性
　　　などが挙げられる。
　　○　東北各地では，現地の人を中心にしながら，国内・国外からの多くの支援・協力を得つつ，
復興に向けた新しい教育の創造の動きが始まっている。このような取組は今後の我が国の
教育の在り方に大きな示唆を与えるものであり，こうした東北発の未来型教育モデルづく
りを被災地だけでなく我が国全体で発展させていけるよう支援を行うことが求められる。
Ⅳ　今後の教育政策の遂行に当たって特に留意すべき視点
　⑶　教育投資の在り方
　　（教育投資の意義）
　　○　教育の効果は⑴で述べたように，単に個人に帰属するものではなく，広く社会全体に還
元されるものであり，教育への投資は，個人及び社会の発展の礎となる未来への投資である。
このため，必要な教育投資については，学習者本人のみならず社会全体で確保することと
なっている。
　　○　また，Ⅰで述べたように，今後，我が国においては，少子化・高齢化の双方の更なる進
行が見込まれる。生産年齢人口が減少する中にあって，我が国が持続可能な成長・発展を
遂げていくためには，若者，女性，高齢者，障害者を含む社会の構成員全てが活躍できる「生
涯現役・全員参加型社会」，すなわち，多様な人々が生涯にわたり様々な機会を通じて学習
し，その成果を生かしていける社会を構築することにより，社会の担い手の増加を図りつつ，
一人一人の持てる能力を最大限伸長し，発揮していく以外に道はなく，このような危機意
識を社会全体で共有し，「人生前半の社会保障」たる教育の再生を社会総掛かりで支えてい
く必要がある。
　　○　その際，教育投資には，国や地方公共団体による公財政支出，家計による負担や様々な
形での寄附などの私費による負担に加え，広い意味では，社会関係資本を基盤としたボラ
ンティアなどの人的貢献，企業の教育面におけるＣＳＲ活動など民間団体等の自発的取組
などが含まれることに留意が必要である。特に今日においては，かつて地域コミュニティ
など学校以外が担っていた教育的な機能が弱くなっており，その分，学校に求められる役
割がより大きくなっているとの指摘もある。このような点も踏まえ，社会全体で教育を支
える環境を醸成することにより，教育への投資全体の充実を図ることが求められる。
　　○　なお，ここでいう「投資」の効果には，例えば，所得の向上や税収の増加，経済・産業
の国際競争力向上，社会保障費等の支出抑制，知識技能・規範意識の育成，社会の安定性・
一体性の確保，治安の改善など，「経済的効果」のみならず「社会的効果」も含まれ，広範
な直接的あるいは間接的な効果が想定されることに留意が必要である。
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第２部　今後５年間に実施すべき教育上の方策
　　　　～四つの基本的方向性に基づく，８の成果目標と 30の基本施策～
Ⅰ　四つの基本的方向性に基づく方策
　１．社会を生き抜く力の養成
　　⑴　主として初等中等教育段階の児童生徒等を対象にした取組
　　　成果目標１（「生きる力」の確実な育成）
　　　　変化の激しい社会を生き抜くことができるよう，｢生きる力｣ を一人一人に確実に身に付
けさせることにより，社会的自立の基礎を培う。また，一人一人の適性，進路等に応じて，
その能力を最大限伸ばし，国家及び社会の形成者として必要な資質を養う。
　　　（確かな学力）世界トップの学力水準を目指す。
　　　【成果指標】
　　　①　国際的な学力調査の平均得点を調査国中トップレベルにする。あわせて，習熟度レベ
ルの上位層の増加，下位層の減少。全国学力・学習状況調査における過去の調査との同
一問題の正答率の増加，無解答率の減少
　　　②　児童生徒の学習意欲の向上や学習習慣の改善
　　　③　幼・小・中・高等学校における障害のある幼児児童生徒に対する個別の指導計画及び
個別の教育支援計画の作成率の増加
　　　（豊かな心）豊かな情操や，他者，社会，自然・環境と関わり，自らを律しつつ共に生きる力，
主体的に判断し，適切に行動する力などを持つ子どもを育てる。
　　　【成果指標】
　　　①　自分自身や他者，社会等との関わりに関する意識の向上
　　　　・学校のきまりを守っている児童生徒の割合の増加
　　　　・自分には良いところがあると思う児童生徒の割合の増加
　　　　・人の気持ちが分かる人間になりたいと思う児童生徒の割合の増加
　　　　・将来の夢や目標を持っている児童生徒の割合の増加
　　　　・地域社会などでボランティア活動などに参加している児童生徒の割合の増加など
　　　②　いじめ，不登校，高校中退者の状況改善（いじめの認知件数に占める，いじめの解消
しているものの割合の増加，全児童生徒数に占める不登校児童生徒数の割合，高校中退
者の割合の減少など）（成果目標６に後掲）
　　　（健やかな体）今後10年間で子どもの体力が，体力水準の高かった昭和60年頃の水準を上
回ることを目指すなど，生涯にわたってたくましく生きるために必要な健康や体力を養う。
－ 105 －
　　　【成果指標】
　　　①　体力の向上傾向を確実にする（今後 10年間で子どもの体力が昭和 60年頃の水準を上
回ることを目指す）。
　　　②　学校における健康教育・健康管理の推進
　　　　・健康の重要性を認識し，日常生活の実践に生かしている児童生徒の割合の増加
　　　　・学校保健委員会を設置する学校の割合の増加
　　　　・朝食を欠食する子どもの割合の減少
　　　　・学校給食における地場産物を使用する割合の増加
　　⑷　生涯の各段階を通じて推進する取組
　　　
成果目標３（生涯を通じた自立・協働・創造に向けた力の修得）
　社会を生き抜く上で必要な自立・協働・創造に向けた力※を生涯を通じて身に付けら
れるようにする。
　このため，個々人の直面する課題や社会の多様な課題に対応した質の高い学習機会等
を充実するとともに，学習成果が広く社会で活用されるようにする。
（※力の例：思考力や課題解決力，健康や豊かな人間性，社会性や公共性など）
【成果指標】
①現代的・社会的な課題に対応した学習を行った人の割合の増加
②体験活動・読書活動の実施状況等の改善
　・体験活動を行う児童生徒等の数の増加
　・全校一斉の読書活動を実施する学校の割合の増加
　・市町村における「子ども読書活動推進計画」の策定率の増加
③学習成果の活用状況の改善
　・身に付けた知識・技能や経験を生かしている人の割合の増加
　・青少年の体験活動の成果に対する評価・顕彰の仕組みに参加した青少年の数の
増加
④民間教育事業者等における学習の質の保証・向上に向けた取組状況の改善
　・情報公開・自己評価等を実施している民間教育事業者等の割合の増加
＜５年間における具体的方策＞
　基本施策 11現代的・社会的な課題に対応した学習等の推進
　【基本的考え方】
　○　個々人が，社会の中で自立して，他者と連携・協働しながら，生涯にわたって生き抜く力
や地域の課題解決を主体的に担うことができる力を身に付けられるようにする。
　○　このため，現代的・社会的な課題に対応した学習や，様々な体験活動及び読書活動が主体
的な実践につながるよう，各学校や公民館，図書館等の社会教育施設による提供のみならず，
一般行政や民間等の多様な提供主体とも連携して，推進する。
　○　現代的，社会的な課題に対して地球的な視野で考え，自らの問題として捉え，身近なとこ
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ろから取り組み，持続可能な社会づくりの担い手となるよう一人一人を育成する教育（持続
可能な開発のための教育：ＥＳＤ）を推進する。
　【主な取組】
　　11－２様々な体験活動及び読書活動の推進
　　・　学校や青少年教育施設等において，関係行政機関や民間団体等とも連携し，自然体験や
ボランティア活動を含めた社会体験，国際交流体験など，特に青少年を対象とした様々な
体験活動を推進する。
　　　　また「子どもの読書活動の推進，に関する基本計画」等に基づいた，全校一斉の読書活動
や公立図書館と学校の連携の推進，子どもの読書活動の重要性などに関する普及啓発等を
通じた子どもの読書活動を推進する。
３．学びのセーフティネットの構築
　　
成果目標７（安全・安心な教育研究環境の確保）
　子ども・若者等が安全・安心な環境において学習・研究できるようにするため，学校
等施設の耐震化，防災機能強化等の教育研究環境の整備を図るとともに，自らの安全を
守るための能力を身に付けさせる安全教育を推進するなど，学校等における児童生徒等
の安全を確保する。
【成果指標】
＜主として初等中等教育関係＞
①学校施設の耐震化率の向上
　公立学校については，平成２７年度までのできるだけ早期の耐震化の完了を目指
すとしている「公立の義務教育諸学校等施設の整備に関する施設整備基本方針」
を踏まえ，耐震化を着実に推進する。また，私立学校について，公立学校の耐震
化の状況を勘案しつつ，できるだけ早期の耐震化の完了を目指す。
②避難所に指定されている学校の防災関係施設・設備の整備状況の向上
③学校管理下における事件・事故災害で負傷する児童生徒等の減少，死亡する児童
生徒等のゼロ化
④子どもの安全対応能力の向上を図るための取組が実施されている学校の増加
＜主として高等教育関係＞
①大学等の耐震化率の向上
　国立大学等については，「第３次国立大学法人等施設整備５か年計画」を踏まえ，
できるだけ早期の耐震化の完了を目指す。また，私立大学等について，国立大学
等の耐震化の状況を勘案しつつ，できるだけ早期の耐震化の完了を目指す。
＜５年間における具体的方策＞
　基本施策 19教育研究環境の整備や安全に関する教育の充実など学校における児童生徒等の安全の確保
　【基本的考え方】
　○　学校施設は，児童生徒等の学習・生活の場であるとともに，災害発生時には地域住民の応
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急避難場所ともなることから，学校施設の耐震化や非構造部材の耐震対策を含む防災機能の
強化，老朽化対策を推進する。
　○　また，学校においては，安全の確保を保障するとともに，児童生徒等がその生涯にわたり
自らの安全を確保することのできる基礎的な素養を育成していくことが求められることから，
国公私立を問わず，学校安全の推進に関する計画に基づき，主体的に行動する態度を育成す
る防災教育等の学校安全に関する教育や学校における組織的取組の推進，地域社会，家庭と
の連携の強化等を図る。
　【主な取組】
　19－２学校安全の推進
　　・　生活安全・交通安全・災害安全の三つの領域を通じて，危険に際して自らの安全を守り
抜くための「主体的に行動する態度」を育成し，共助・公助の視点から安全で安心な社会
づくりに貢献する意識を高めるための教育内容の充実や教育手法の改善・普及を図る。
　　・　学校における体系的な防災教育に関する指導内容の整理，防災教育のための指導時間の
確保など，防災に関する教育の充実を図る。
　　・　国公私を問わず，関係部局や地域住民・保護者と連携した学校の施設・設備の安全点検
等を含む学校安全計画及び危険等発生時対処要領の改善を促すとともに，学校安全の中心
的役割を果たす教職員に対する研修の充実，外部専門家等の活用促進等を通じて安全管理
体制の充実を図る。また，スクールガード・リーダーを活用した保護者や地域のボランティ
アの養成・研修の促進等により，地域社会・家庭・関係機関と連携した学校安全を推進する。
　　・　特に，通学路について，関係府省が連携し，学校や教育委員会，道路管理者，警察等の
関係機関による交通安全の確保に関する取組が現場で進むよう促す。また，安全点検をは
じめとする取組を推進するに当たっては，保護者や地域住民などの関係者との連携も推進
する。
４．絆づくりと活力あるコミュニティの形成
　成果目標８（互助・共助による活力あるコミュニティの形成）
　　個々人の多様な学習活動の実施や参画を通じ，家庭や地域のネットワークを広げ，互助・共
助による活力あるコミュニティを形成する。
　　特に，学校や社会教育施設等を地域の振興・再生に貢献するコミュニティの中核として位置
付け，多様なネットワークや協働体制を整備し，個々人の地域社会への自律的な参画を拡大する。
　【成果指標】
　＜初等中等教育・生涯学習関係＞
　　①　全ての学校区において，学校支援地域本部など学校と地域が組織的に連携・協働する体
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制を構築
　　②　コミュニティ・スクールを全公立小・中学校の１割に拡大
　　③　住民等の地域社会への参画度合いの向上
　　　・地域の行事に参加している児童生徒の割合の増加
　　　・地域の学習や活動に参画する高齢者数の割合の増加
　　　・社会教育施設におけるボランティア登録者数の増加
　　　・学校支援・放課後等の活動に参画した地域住民等の数の増加
　　④　全ての学校，社会教育施設で運営状況の評価や情報提供を実施
　　⑤　全ての市区町村に総合型地域スポーツクラブを設置
　　⑥　家庭教育支援の充実
　　　・全ての小学校区で家庭教育に関する学習機会の確保や家庭教育支援チームによる相談対
応などの家庭教育支援を実施（家庭教育支援チーム数の増加）
　　　・家庭でのコミュニケーションの状況や子どもの基本的生活習慣の改善
　＜高等教育・生涯学習関係＞
　　①　大学における地域企業や官公庁と連携した教育プログラムの実施数の増加
　　②　地域の企業等（同一県内企業又は地方公共団体）との共同研究数の増加
　　③　地域課題解決のための教育プログラム（短期プログラム，履修証明等）の増加
　　④　震災ボランティアを含めた地域における学生ボランティアに対する大学等の支援状況の
向上
　　⑤　地域に向けた公開講座数や大学開放（体育館，図書館等）の状況の向上
＜５年間における具体的方策＞
　基本施策 20　絆
きずな
づくりと活力あるコミュニティの形成に向けた学習環境・協働体制の整備推進
　　
【基本的考え方】
○　活力あるコミュニティが人々の学習を支え，生き抜く力をともに培い，人々の学習
がコミュニティを形成・活性化させるという好循環の確立に向けて，地域の教育資源
を結びつけ，学校や公民館等を拠点とした多様な人々のネットワーク・協働体制を確
立する必要がある。
○　このため，全ての学校区において，学校と地域が連携・協働する体制が構築される
ことを目指し，社会全体で学校や子どもたちの活動を支援する取組や地域とともにあ
る学校づくりを推進する。また，学校や公民館等の社会教育施設をはじめとする学び
の場を核にした地域コミュニティの形成を目指した取組を推進する。さらに，高等教
育機関においても，地域の学びの場としての生涯学習機能の強化を推進する。
　【主な取組】
　20－１社会全体で子どもたちの学びを支援する取組の推進
－ 109 －
　　・　「学校支援地域本部，放課後子ども教室」などの取組を充実させ，保護者はもとより，地
域住民の参画により子どもたちの学びを支援するための体制を，平成２９年度までに全国
の小・中学校区に構築する。また，このような取組を地域コミュニティの形成につなげて
いく活動を支援する。
　20－２地域とともにある学校づくりの推進
　　・　保護者や地域住民の力を学校運営に生かす「地域とともにある学校づくり」により，子
どもが抱える課題を地域ぐるみで解決する仕組みづくりや，質の高い学校教育の実現を図
る。このため，コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）の拡大や実効性ある学校
関係者評価の実施の促進，学校裁量権限拡大の促進などの取組を推進する。
　　　　あわせて，「地域とともにある学校づくり」に必要な学校マネジメント力の強化を図るた
め，マネジメント力をもった管理職・教職員の育成と配置，地域連携のためのコーディネー
ト機能や事務機能の強化等を促進する。
　　・　学校と地域・社会や産業界等とが連携・協働した教育活動の充実が図られるよう，「学校
が望む支援」と「地域・社会や産業界等が提供できる支援」とのマッチングの促進などの
取組を推進する。
　20－３学びの場を拠点にした地域コミュニティ形成の推進
　　・　公民館等の社会教育施設を拠点に，関係部局や関係機関が連携・協働しつつ，地域の課
題解決に向けた講座等の学習や地域活動の支援等を地域コミュニティの形成につなげてい
く取組を推進する。
　　　　あわせて，学校施設と社会教育施設等との複合化や余裕教室の活用を促進する。
　　　　さらに，地域コミュニティ形成の核となる，劇場，音楽堂等が行う活動への支援や，スポー
ツ基本計画に基づく地域のスポーツクラブの育成に取り組む。
　20－４地域における学び直しに向けた学習機能の強化
　　・　大学等の高等教育機関は，本来，地域における生涯学習の拠点としての機能を有しており，
その自主的な判断の下，生涯学習センター等も活用しながら，地域支援人材等を養成する
人材認証制度の整備や学び直しの場としての公開講座の充実等，機能強化を促進する。
　　・　また，テレビ・ラジオ放送による授業を実施し，各都道府県に学習センターを設置して
いる等の特性を有する放送大学が，地方公共団体や他大学等と連携した授業科目や公開講
演会等の充実を図り，社会人等が学びやすい学習環境を整備することを促進する。
－ 110 －
⑤「平成 20年度大学等におけるボランティア活動の推進と環境に関する
 調査報告書」独立行政法人日本学生支援機構（抜粋）
○ボランティア活動の推進と環境
６．担当兼務事務職員の有無
　⑴　ボランティア・NPOに関する部署の担当を兼務する事務職が「いる」大学等は80.0％である。
　⑵　国公立の「いる」割合は 86.3％で，私立を８ポイント上回っており，私立より事務職員の
兼務率が高い傾向にある。
　⑶　ボランティア関連授業科目の有無による有意な差はない。
担当兼務事務職員の有無（基数：学内対応担当部署がある大学等）
７．学生ボランティアの有無
　⑴　ボランティア・NPOに関する部署の活動に協力する学生が「いる」大学等は 34.8％で，
約３校に１校の割合となっている。
　⑵　私立の「いる」割合は 36.7％で国公立を９ポイント上回っている。
　⑶　ボランティア関連授業科目がある大学等では「いる」の割合（37.2％）がやや高い傾向にある。
　⑷　学生ボランティアの人数は「10名以上20名未満」（24.7％），「20名以上50名未満」（27.8％）
の割合が高く，両ランクの合計で全体の 52.5％を占めている。
　⑸　国公立は「50名以上 100名未満」の割合が 17.8％とやや高く，私立は「10名以上 20名未満」
の割合が 25.7％とやや高くなっており，学生ボランティア数は国公立の方がやや多い傾向に
あるとみられる。
－ 111 －
学生ボランティアの有無（基数：学内対応担当部署がある大学等）
学生ボランティアの人数（基数：学生ボランティアがいる大学等）
－ 112 －
８．担当部署の設置体制
　⑴　学内対応担当部署の設置体制は「学生部・学生課系」が74.7％と最も多い。この他では「学長・
副学長直結」2.8％，「教務部・教学課系」5.5％，「地域連携担当部局」3.0％などとなっている。
　⑵　国公立は「学生部・学生課系」が 82.0％と一層そのウエイトが高い。これに対し，私立は「学
生部・学生課系」のウエイトが 72.7％とやや低く，「学長・副学長直結」（3.4％）や「教務部・
教学課系」（6.3％）のウエイトがやや高い傾向にある。
担当部署の設置体制（基数：学内対応担当部署がある大学等）
９．担当部署の設置場所
　⑴　学内対応担当部署の設置場所は「専用の部屋・スペースに設置されている」が 11.6％，「他
の部署と共用の部屋・スペースに設置されている」が 69.6％，「その他」が 16.0％となっている。
　⑵　私立は「専用」の割合が 12.2％と国公立よりも３ポイント高い。
－ 113 －
担当部署の設置場所（基数：学内対応担当部署がある大学等）
10．担当部署の業務内容（複数回答）
　⑴　担当部署の業務内容は，「ボランティア・NPO情報の収集・提供」（69.5％）が最も多い。
これに次ぐのが「ボランティア活動を希望する学生への相談対応」（58.5％）であり，以下「ボ
ランティア活動中の事故や保険の対応」（37.0％），「ボランティア希望者と受け入れ先との需
給調整」（36.4％），「大学等の地域社会への貢献」（34.0％）が３～４割で続いている。
　⑵　国公立は，「学生への学内資源の提供」（25.5％），「学生ボランティアサークルへの助成金
支援」（22.4％）の業務がやや多い。これに対し，私立は「ボランティア希望者と受け入れ先
との需給調整」（38.1％），「授業に関連したボランティア体験学習等の連絡調整」（20.6％），
「大学等の地域社会への貢献」（36.5％），「障害学生への対応」（25.2％），「ボランティア活動
を希望する学生への相談対応」（61.6％），「ボランティア活動中の事故や保険の対応」（39.3％）
の業務がやや多くなっている。
　⑶　ボランティア関連授業科目がある大学等はない大学等に比べ幅広い業務に対応している傾
向にあり，特に「ボランティア・NPO情報の収集・提供」（78.6％），「ボランティア活動を
希望する学生への相談対応」（62.8％）が活発な様子がうかがえる。
－ 114 －
担当部署の業務内容（基数：学内対応担当部署がある大学等）
 注）※印は 16年調査にはない項目
11．学内への情報提供方法（複数回答）
　⑴　担当部署で収集したボランティア・NPO情報の学内への情報提供方法は，「学内の掲示板
への掲示」が 81.3％と最も多い。これに次ぐのが「学内サークルへ直接」（47.4％）であり，
以下「ボランティア・ＮＰＯ専用の掲示板への掲示」（29.7％），「関連する授業を通じて」
（20.8％），「ボランティア活動を希望する学生へのＥメール」（17.3％）の順となっている。
　⑵　国公立は「学内サークルへ直接」（51.6％）がやや高いのに対し，私立は「ボランティア・
ＮＰＯ専用の掲示板への掲示」（31.0％），「関連する授業を通じて」（25.0％）がやや高いと
いう違いがみられる。
　⑶　ボランティア関連授業科目がある大学等はない大学等に比べ「ボランティア・ＮＰＯ専用
の掲示板への掲示」（37.9％），「ボランティア活動を希望する学生へのＥメール」（23.5％）「関
連する授業を通じて」（31.2％）という方法がやや多いという特徴がある。
－ 115 －
学内への情報提供方法（基数：学内対応担当部署がある大学等）
 注１）16年調査の回答肢派「学内の掲示板や窓口への掲示」
 注２）16年調査の回答肢は「Eメール」　　　　　　　　　
12．学生ボランティア活動支援重点活動分野（複数回答）
　⑴　学生のボランティア活動において力を入れている活動分野は，「子供たちにスポーツ，レク
リエーションなどの指導をする」（54.4％），「お年寄りや障害のある人などを助ける」（50.7％）
が５割強で上位を占め，これらに「いきいきとした地域を作る」（31.3％），「自然や環境を守る」
（27.0％）が３割前後で続いている。
　⑵　私立は国公立よりも「子供たちにスポーツ，レクリエーションなどの指導をする」（56.6％），
「お年寄りや障害のある人などを助ける」（53.7％）に注力している傾向がみられる。
　⑶　ボランティア関係授業科目のある大学等はない大学に比べ「子供たちにスポーツ，レクリ
エーションなどの指導をする」や「国際交流・協力，日本にいる外国人の世話をしたり，外
国で援助活動をする」活動分野への注力度が高い傾向にある。
　⑷　また，これらの活動を実際の学生ボランティア活動内容（平成 17年度学生に対する「学
生ボランティア活動に関する調査」（以下，「平成 17年度調査」という）による）と比べると，
「子供達にスポーツ，レクリエーションなどの指導をする」，「お年寄りや障害のある人などを
助ける」，「いきいきとした地域を作る」は学生ボランティア活動（平成 17年度調査）を大き
く上回り，「国際交流・協力，日本にいる外国人の世話をしたり，外国で援助活動をする」，「自
然や環境を守る」は学生ボランティア活動（平成 17年度調査）を大きく下回っており，学生
の活動実態とは差異のある様子がうかがえる。
－ 116 －
学生ボランティア支援重点活動分野（基数：学内対応担当部署がある大学等）
≪参考≫
 注）N=学生数，「学生ボランティア活動に関する調査」より
－ 117 －
13．学生ボランティア活動支援に係る学内の委員会等設置有無
　⑴　学内において学生のボランティア活動支援について協議する委員会等を「設置している」
大学等は 22.4％である。
　⑵　国公立・私立別の設置率は，国公立 19.9％，私立 23.2％で私立の方がやや高い。
ボランティア活動支援に係る学内の委員会等設置有無（基数：学内対応担当部署がある大学等）
14．学生ボランティア活動支援に係る委員会等の位置づけ
　⑴　学内に設置している学生ボランティア活動支援について協議する委員会等の位置づけは，
「全学的な協議・決定機関」が 59.3％と圧倒的に多い。これに対し，「学長・副学長の諮問機関」
は 12.6％，「事務職員の協議・決定機関」は 3.0％，「その他」は 24.0％となっている。
　⑵　国公立は私立よりも「学長・副学長の諮問機関」の割合（28.1％）が高く，私立は国公立
よりも「全学的な協議・決定機関」の割合（62.2％）が高いという特徴がある。
ボランティア活動支援に係る委員会等の位置づけ（基数：学内対応担当部署がある大学等）
－ 118 －
Ⅲ．学生ボランティア支援の今後の重点施策（１位～３位の順位合計項目）
　⑴　学生のボランティア活動を支援する上で，今後，重要となると考えられることは，「大学
等による地域社会への貢献活動を促進する」が 60.6％で最も多くなっている。これに次ぐの
が「ボランティア活動を行う学生を積極的に評価（表彰，奨学金の受給等条件に入れるなど）」
（44.6％）であり，以下「学内にボランティアセンターなど学生からの相談や情報提供に関す
る部署を設ける」（30.1％），「学校行事や正課外の活動として実施する（体験ボランティアや
ボランティアセミナーなど）」（27.2％）の順となっている。
　⑵　国公立は「ボランティア活動を行う学生を積極的に評価する」（53.6％），「ボランティア活
動に必要な資金や資材・材料等を整備する」（25.4％），「ボランティア活動に必要な場所・拠
点を整備する」（29.5％）のウエイトがやや高いのに対し，私立は「大学等による地域社会へ
の貢献活動を促進する」（63.0％）のウエイトがやや高いという違いがみられる。
　⑶　学内対応部署の有無別でみると，ある大学等はない大学等に比べ「教科学習として関連さ
せた体験型の授業をすすめる」（15.4％），「大学等による地域社会への貢献活動を促進する」
（61.7％）のウエイトがやや高く，ない大学等はある大学等に比べ「学内にボランティアセン
ターなど学生からの相談や情報提供に関する部署を設ける」（34.0％）のウエイトがやや高く
なっている。
　⑷　連携機関・団体別では，町内会・自治会等の地縁組織と連携している大学等で「ボランティ
ア活動を行う学生を積極的に評価する」（52.6％），企業の社会貢献窓口と連携している大学
等で「大学等による地域社会への貢献活動を促進する」（73.1％）のスコアが特に高くなって
いる。
　⑸　16 年調査と比べると，「学内にボランティアセンターなど学生からの相談や情報提供に関
する部署を設ける」，「ボランティア活動中に生じる事故の補償を整備する」，「学外のボラン
ティアセンターなどの推進団体と大学等との連携を深める」のスコアが６～ 13ポイント低下
している。
－ 119 －
注１）総数から無回答を除いた比率　 　　　　　　　　　　　　　　　　　
注２）※印は 16年調査にはない項目 　　　　　　　　　　　　　　　　　
注３）16年調査のみの項目「わからない・思いつかない」の比率は除外した
学生ボランティア支援のための重点施策―１位～３位合計比率（基数：全体）
－ 120 －
注１）総数から無回答を除いた比率　 　　　　　　　　　　　　　　　　　
注２）※印は 16年調査にはない項目　 　　　　　　　　　　　　　　　　
注３）16年調査のみの項目「わからない・思いつかない」の比率は除外した
－ 121 －
注１）スコアは１位回答に３点，２位回答に２点，３位回答に１点を与え合計した数値
注２）※印は 16年調査にない項目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
注３）16年調査のみの項目「わからない・思いつかない」の比率は除外した　　　 　
学生ボランティア支援の今後の重点施策―スコア（基数：全体）
－ 122 －
注１）スコアは１位回答に３点，２位回答に２点，３位回答に１点を与え合計した数値
注２）※印は 16年調査にない項目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
注３）16年調査のみの項目「わからない・思いつかない」の比率は除外した　　　 　
－ 123 －
Ⅳ．学生ボランティア活動推進のための予算措置状況
１．予算措置の有無
　⑴　今年度，学生ボランティア活動推進のための予算措置を「行っている」大学等は 25.7％で
ある。
　⑵　今年度，予算措置を「行っている」大学等は，国公立 23.8％，私立 26.3％で，私立の方が
やや多くなっている。
予算措置の有無（基数：全体）
２．予算の種類
　⑴　学生ボランティア活動推進のための予算の種類は「大学等独自の予算」が 71.1％と最も多
い。また，「文部科学省の競争的資金等」も 12.5％あるが，その他はいずれも１割未満に留まっ
ている。
　⑵　国公立は私立に比べ「文部科学省の競争的資金等」（26.0％），「寄付金等」（12.0％）のウ
エイトが高く，私立は国公立よりも「大学等独自の予算」（73.6％）のウエイトが高いという
違いがみられる。
－ 124 －
予算の種類（基数：予算措置を行っている大学）
－ 125 －
Ⅴ．担当者の課題・困難（１位～３位の順位合計項目）
⑴　ボランティア・NPOに関する部署の担当者が課題や困難に感じていることは，「学内の運営
体制が不充分」（54.0％）が５割強と最も高く，これに「他の業務が忙しく時間が充分とれない」
（38.9％），「学生の理解と関心が薄い」（38.6％），「安全の確保や事故責任が必要だ」（31.5％）
が３～４割で続いている。
⑵　国公立は「学内の運営体制が不充分」（56.2％），「予算の確保」（24.1％），「拠点・スペースの確保」
（19.9％）との指摘がやや多く，私立は「学生の理解と関心が薄い」（39.8％），「ボランティア・
NPO情報の選択や精選が難しい」（23.4％）との指摘がやや多くみられる。
⑶　学内対応部署の有無別にみると，ある大学等は「学生の理解と関心が薄い」（39.9％），「安
全の確保や事故責任が必要だ」（32.5％），「ボランティア・NPO情報の選択や精選が難しい」
（23.7％）との指摘がやや多く，ない大学等は「学内の運営体制が不充分」（59.3％），「教職員
の理解と関心が薄い」（26.4％），「予算の確保」（30.0％）との指摘がやや多くなっている。
⑷　連携機関・団体別では，研究機関と連携している大学等では「学生の理解と関心が薄い」，「教
職員の理解と関心が薄い」（各 47.5％），海外のボランティアグループ・NPO等と連携してい
る大学等では「教職員の理解と関心が薄い」（36.4％）が最大の課題となっている。これらに対し，
他の機関・団体と連携している大学等はいずれも「学内の運営体制が不充分」が最大の課題となっ
ている。
⑸　16 年調査と比べると，比較可能な項目のスコアはほとんどが低下しており，特に「他の業務
が忙しく時間が充分とれない」，「地域の関係機関・団体との連携」，「スタッフの研修や情報交
換の機会の充実」のスコアの低下が８～ 11ポイントと大きいが，一方で，20年度調査で新規
に追加した項目が比較的比率の高い傾向となっている。
－ 126 －
注１）総数から無回答を除いた比率
注２）※印は 16年調査にはない項目
担当者の課題・困難―１位～３位合計比率（基数：全体）
－ 127 －
注１）総数から無回答を除いた比率
注２）※印は 16年調査にはない項目
－ 128 －
注１）スコアは１位回答に３点，２位回答に２点，３位回答に１点を与え合計した数値
注２）※印は 16年調査にない項目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
担当者の課題・困難―スコア（基数：全体）
－ 129 －
注１）スコアは１位回答に３点，２位回答に２点，３位回答に１点を与え合計した数値
注２）※印は 16年調査にない項目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
－ 130 －
○ボランティア活動と教育
　本節では，ボランティア関連の授業科目（NPO，NGO，まちづくり等の科目も含む）の現状
を明らかにしている。
　平成 20年度現在，ボランティア関連科目の実施校は 320 校（全体の 35.4％）で，のべ開設科
目数は869科目であった。平成16年度調査に比べると，実施校数（325校，37.8％）に変動はなかっ
たが，各大学等における開設科目数（616 科目）は，1.4 倍に増えた。
　大学等の授業科目名に注目すると，「ボランティア～」と名のつく授業ばかりでなく，NPO・
NGO，まちづくり関連まで多様な領域の授業が展開されている。中には，授業内容にボランティ
ア体験活動を取り入れた特講や学外演習・実習等も組み込まれるケースがあり，大学等における
ボランティアの解釈の幅が拡がっていることを示している。
　授業の対象は，社会科学（31.1％），人文（26.6％），教育 (10.6％ )等，文系学部生が中心となる。
授業担当の 77.6％が学内教員で，その内容は，グローバルからローカルな活動まで幅広くアプロー
チされている。また，環境，教育，福祉等，各担当者の専門領域からボランティアが焦点化され
学ぶケースも多々みうけられる。
　授業形態については，半期の授業期間（73.9％），2単位（77.0％），選択科目（71.9％）が 7
割を占めている。必修科目とする大学等は 71校（8.2％）に留まる。また，およそ半数が，専門
科目（54.1％）の位置づけで，初級・入門レベル（52.5％），講義（65.1％）中心の授業を実施し
ている。
　一方，演習・実習を導入している授業は 399 科目（45.9％），ボランティア体験活動について
は 336 科目（38.6％）が時間を設定している。その中で，学外の関係機関や団体との連携を有す
る科目は 338 科目（38.9％）にのぼる。しかしながら，授業へのサポート体制については 62.7％
が無いと回答していることから，今後，授業を継続する場合，いかに学内外との連携やサポート
の環境整備を進めるべきかが，ボランティア活動の推進の鍵となるであろう。
　なお，各大学等における授業の具体的な取組内容は，報告書（別冊）を参照されたい。各授業
目的や内容，評価方法，使用教科書等が明記され，各担当者の授業の参考として貴重な資料が集
約されている。
－ 131 －
Ⅵ．ボランティア関連授業科目の状況
１．授業科目の有無
　⑴　今年度，ボランティアに関する授業科目又はボランティアを取り入れた授業科目（NPO・
NGO，まちづくり等ボランティア活動に関連した授業含む）がある大学等は 35.4％となっ
ている。
　⑵　ボランティア関連授業科目が「ある」大学等は，国公立 29.0％，私立 37.4％で，私立の方
が多い。
　⑶　学内対応担当部署の有無別にみると，専任スタッフを有する専門の部署がある大学等やボ
ランティア・NPOを担当する部署があり，部署の中に業務専任の担当者がいる大学等はボラ
ンティア関連授業科目が「ある」が 57.9％，77.8％と高くなっている。
　⑷　学生ボランティア活動支援連携機関・団体別では，研究機関，企業の社会貢献窓口，社会
教育機関，他大学等，海外の教育機関，海外のボランティアグループ・NPO等と連携してい
る大学等は，ボランティア関連授業科目が「ある」割合が５割以上にのぼっている。
ボランティア関連授業科目の有無（基数：全体）
－ 132 －
２．担当教員（複数回答）
　⑴　ボランティア関連授業科目の担当教員は「学内教員」が 77.6％，「学外教員」が 26.8％と
いう構成となっている。
　⑵　国公立の授業科目では「学内教員」が 84.8％を占めるが，私立の授業科目は「学内教員」
75.3％，「学外教員」29.1％で，「学外教員」の割合がやや高い。
ボランティア関連授業科目の担当教員（基数：授業科目数）
３．開設学部（学科）（複数回答）
　⑴　ボランティア関連授業科目の開設学部（学科）は，「社会科学」（31.1％）が最も多く，以下「人
文科学」（26.6％），「全学部（学科）」（15.3％），「教育」（10.6％）の順となっている。
　⑵　国公立は「工学」（10.5％），「教育」（20.5％）の割合がやや高く，私立は「人文科学」（30.0％），
「社会科学」（34.3％）の割合がやや高い。
ボランティア関連授業科目開設学部（学科）（基数：授業科目数）
 注）１科目内に複数の学部・学科の回答があったものは複数回答としてカウント
－ 133 －
４．今年度履修者数
　⑴　ボランティア関連授業科目の今年度履修者数は，１人以上 50人未満の各ランクを合計する
と 55.5％にのぼるが，「100 人以上」のランクも 16.6％を占めており，かなり幅広い分布となっ
ている。
　⑵　国公立は１人以上 20人未満の各ランクを合わせると 44.8％が集中している。これに対し，
私立は国公立に比べ「30人以上 50人未満」（16.5％），「50人以上 100 人未満」（18.7％）「100
人以上」（19.3％）のランクが高く，国公立よりも履修者が多い傾向にある。
ボランティア関連授業科目今年度履修者数（基数：授業科目数）
ボランティア関連授業科目今年度履修者数―男女別内訳（基数：授業科目数）
－ 134 －
５．単位数
　⑴　ボランティア関連授業科目の単位数は「２単位」が 77.0％と最も多い。
　⑵　国公立は「１単位」の割合（20.5％）がやや高く，私立は「４単位以上」の割合（6.7％）
が若干高いという違いがみられる。
　⑶　「２単位」が中心であることは 16年調査と同傾向。
ボランティア関連授業科目の単位数（基数：授業科目数）
 注）16年調査総数については，公開可能な授業科目数について集計したもの。
６．必修・選択の別（複数回答）
　⑴　ボランティア関連授業科目は「必修」8.2％，「選択必修」22.2％，「選択」71.9％という構
成になっている。
　⑵　こうした構成は，国公立・私立とも同傾向で「必修」１割弱，「選択必修」２割強，「選択」
７割前後となっている。
－ 135 －
ボランティア関連授業科目必修・選択の別（基数：授業科目数）
７．授業期間（複数回答）
　⑴　ボランティア関連授業科目の授業期間は，「半期」が 73.9％と特に多い。これに対し，「集
中授業」（11.4％），「通年」（11.5％）はともに１割程度となっている。
　⑵　国公立は「集中授業」（22.4％），私立は「半期」（75.1％），「通年」（13.2％）の割合がそ
れぞれやや高い傾向にある。
ボランティア関連授業科目の授業期間（基数：授業科目数）
－ 136 －
８．共通・専門等の別（複数回答）
　⑴　ボランティア関連授業科目は「共通」41.0％，「専門」54.1％，「その他」4.7％となっている。
　⑵　国公立は「専門」（68.6％），私立は「共通」（45.5％）の割合がそれぞれ高いという特徴がある。
　⑶　16 年調査と比べると，「その他」の割合が５ポイント減少し，「共通」の割合が４ポイント
増加している。
ボランティア関連授業科目共通・専門等の別（基数：授業科目数）
 注）16年調査の場合，「共通」は「教養」
９．授業のレベル（複数回答）
　⑴　ボランティア関連授業科目のレベルは，「初級・入門」52.5％，「中級・応用」29.2％，「上
級」5.1％，「その他」7.5％という構成である。
　⑵　国公立は「上級」（14.8％），私立は「初級・入門」（55.8％）の割合がそれぞれやや高い。
－ 137 －
ボランティア関連授業科目の授業レベル（基数：授業科目数）
10．授業区分（複数回答）
　⑴　ボランティア関連授業科目の区分は「講義」65.1％，「演習」22.2％，「実習」23.7％とい
う構成である。
　⑵　国公立は「実習」（30.0％），私立は「講義」（66.6％）の割合がそれぞれやや高い。
ボランティア関連授業科目授業区分（基数：授業科目数）
－ 138 －
11．ボランティア体験の時間数
　⑴　ボランティア関連授業科目においてボランティア体験時間が「ある」授業は全体の 38.6％
であり，実際の体験時間は「１時間以上 10時間未満」（7.0％），「30時間以上 50時間未満」
（9.4％）の両ランクの割合がやや高くなっている。
　⑵　ボランティア体験時間が「ある」授業は，国公立 37.2％，私立 39.1％でほぼ同じ割合となっ
ている。また，体験時間は国公立で「30時間以上50時間未満」が12.4％とやや高くなっている。
ボランティア関連授業科目におけるボランティア体験の時間数（基数：授業科目数）
12．授業のサポート体制
　⑴　サポート体制が「ある」授業科目は 22.4％である。
　⑵　サポート体制が「ある」割合は国公立 17.6％，私立 24.0％で，私立の方がやや高い。
ボランティア関連授業科目サポート体制（基数：授業科目数）
－ 139 －
13．学外の関連機関・団体との連携
　⑴　学外の関連機関・団体との連携が「ある」授業科目は 38.9％である。
　⑵　連携が「ある」割合は，国公立 33.3％，私立 40.7％で私立の方がやや高くなっている。
ボランティア関連授業科目における学外の関連機関・団体との連携（基数：授業科目数）
14．今後の授業継続
　⑴　ボランティア関連授業科目の継続性については，「今後も継続」が83.9％を占めるが，一部「今
年度のみ」（1.2％）や「未定」（11.5％）の授業科目もある。
　⑵　私立は「今後も継続」が 86.9％にのぼるが，国公立の「今後の継続」は 74.3％とやや低く，
「未定」が 21.9％を占めている。
ボランティア関連授業科目の今後の授業継続（基数：授業科目数）
－ 140 －
○学生のボランティア活動の分析と評価
　大学等におけるボランティア活動を主たる目的としたクラブ・サークルは，やや増加傾向にあ
るようだ。その傾向は，学生のボランティア活動を支援する部署を設けている大学等ほど増加し
ている。
　学生のボランティア活動を支援することで得られる成果については，「学生のコミュニケーショ
ン能力の向上に役に立つ」「学生の学ぶ姿勢や意欲の向上に役に立つ」「学生の公共の精神やマナー
の向上に役に立つ」などを半数以上の大学等があげている。
　さらに，国公立と私立の違いをみてみると，国公立は「地域社会からの大学等への評価が高まる」
「学生同士の人間関係づくりに役に立つ」との評価が高い。私立は「学生の学ぶ姿勢や意欲の向上
に役に立つ」を上位にあげている。
　国公立は，学生のボランティア活動への取り組みをとおして，地域社会との関係づくりや学生
同士の人間関係づくりなど期待していると思われる。また，私立においては，学生の学ぶ姿勢や
意欲の向上を期待しているようだ。国公立と，私立では，課題解決への期待の違いがあることが
推測される。
Ⅶ．ボランティア活動を主たる目的として活動するクラブ・サークル数
⑴　ボランティア活動を主たる目的とし，学内で実際に活動しているクラブ・サークル数は「１
～２団体」（47.8％），「３～５団体」（16.8％）の合計で全体の 64.6％を占めており，「６団体
以上」活動している大学等は 7.4％とごく一部の大学等となっている。
⑵　私立では「１～２団体」が 49.5％を占めるのに対し，国公立は「３～５団体」（21.9％），「６
団体以上」（11.4％）の割合がやや高くなっている。
⑶　学内対応部署がある大学等では「１～２団体」（50.0％），「３～５団体」（19.2％）の割合が
やや高い。
⑷　16 年調査と比べると，「１～２団体」が４ポイント減少し，「３～５団体」が４ポイント，「６
団体以上」が３ポイント増加している。
－ 141 －
学生ボランティア活動を主として活動するクラブ・サークル数（基数：全体）
－ 142 －
Ⅷ．学生ボランティア活動支援の成果（１位～３位の順位合計項目）
　⑴　学生のボランティア活動を支援することで得られる成果は，「学生の対人コミュニケーショ
ン能力の向上に役に立つ」（54.2％），「学生の学ぶ姿勢や意欲の向上に役に立つ」（51.7％），「学
生の公共の精神やマナーの向上に役立つ」（50.6％）が５割強で上位を占め，３大成果となっ
ている。
　⑵　国公立は「地域社会からの大学等への評価が高まる」（30.0％），「学生同士の人間関係づく
りに役に立つ」（29.9％）との評価がやや高く，私立は「学生の学ぶ姿勢や意欲の向上に役に
立つ」（53.8％）との評価がやや高いという違いがある。
　⑶　学内対応部署の有無別にみると，ある大学等は「学生の学ぶ姿勢や意欲の向上に役に立つ」
（53.2％）との評価がやや高く，ない大学等は「学生の公共の精神マナーの向上に役に立つ」
（56.9％），「学生同士の人間関係づくりに役に立つ」（35.3％）との評価がやや高くなっている。
　⑷　ボランティア関連授業科目の有無別では，ある大学等で「学生の学ぶ姿勢や意欲の向上に
役に立つ」（55.6％），ない大学等で「学生の公共の精神やマナーの向上に役に立つ」（52.8％），
「地域社会からの大学等への評価が高まる」（28.0％）との評価がそれぞれやや高くなっている。
学生ボランティア活動支援の成果―１位～３位合計比率（基数：全体）
 注１）総数から無回答を除いた比率
－ 143 －
 注１）総数から無回答を除いた比率
－ 144 －
学生ボランティア活動支援の成果―スコア（基数：全体）
 注１）スコアは１位回答に３点，２位回答に２点，３位回答に１点を与え合計した数値
 注１）スコアは１位回答に３点，２位回答に２点，３位回答に１点を与え合計した数値
－ 145 －
○コミュニティとの連携と協働
　連携・協働先の機関・団体（Q９）を見ると，16 年調査に比べて，中間支援機関が数を減ら
しているほかは，すべて数を増やしており，全体で 29％近く数が増えている。大学等としてのボ
ランティア活動推進を始めた矢先では中間支援機関に相談する場合が多いことが予想されるので，
これは，この４年間で大学等としての取り組みが着実に進んだことを示唆している。
　また，絶対数としては 47校に過ぎないが，専任スタッフか業務専任担当者を配置しているとこ
ろで，連携先数が平均の倍以上に増えていることは，スタッフの配置がボランティア活動推進に
果たす効果の大きさを示すものである。
　連携・協働の中身に関する自由記述（Ｑ 10－ SQ１）を見ると，多いものでは，学生ボランティ
ア紹介・派遣（四年制大学のみで 112 校。以下同），情報交換・提供（連絡・調整含む。107 校），
教育（学校）支援ボランティア派遣（102 校），行事・イベント開催・協力（93校）の４種類であった。
　これから力を入れていきたい事柄（Ｑ 10－ SQ２）を見ると，地域とのさまざまな連携・協働
推進を挙げたところが一番多かった（全体で 53校。以下同）。それに次ぐのが，ボランティアの
意義についてのさらなる啓発・周知（23校），ボランティア学生の拡大（20校），ボランティア
情報の適正な収集・提供（18校），ボランティア需給・調整の工夫（16校）であり，全体を見渡
して，地域ネットワークの構築や大学等の個性を活かした活動・事業展開を模索している傾向が
強まっていると感じられる。
Ⅸ．学生ボランティア活動支援連携機関・団体（複数回答）
⑴　学生のボランティア活動支援に関して連携している機関・団体は，「地域の行政機関（市区町
村）」が 42.5％で最も多い。これに次いで，「社会福祉施設」（35.4％），「幼稚園，小・中・高等学校」
（33.2％），「ボランティア活動を推進する中間支援機関」（31.8％）の順となっている。
⑵　全般的に国公立よりも私立の方で連携先が多く，「町内会・自治会等の地縁組織」，「幼稚園，小・
中・高等学校」，「保育園・児童館等」，「社会福祉施設」との連携はいずれも私立が国公立を９
～ 17ポイント上回っている。
⑶　学内対応部署のある大学等は，部署のない大学等に比べ連携先が倍増している。また，専任
スタッフか業務専任担当者を配置しているところの連携先数は，他の業務との兼務者が対応し
ている大学等の倍以上に増えている。
⑷　16 年調査と比べると，「ボランティアを推進する中間支援期間」との連携はやや減少したが，
「町内会・自治会等の地縁組織」「地域の行政機関」「幼稚園，小・中・高等学校」「保育園・児童館」「社
会福祉施設」「社会教育施設」との連携はいずれも増加しており，全体として連携先が増えてい
る様子がうかがえる。
－ 146 －
学生ボランティア活動支援連携機関・団体（基数：全体）
 注１）16年調査では「保育園を含む就学前および初等中学・養護学校等各学校教育施設」
 注２）16年調査では「社会福祉施設や社会教育施設」　　　　　　　　　　　　　　　　
 注３）※印は 16年調査にない項目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
－ 147 －
Ⅹ．学生ボランティア活動支援連携機関・団体との取り組み内容
　連携している機関・団体との具体的取り組みについて，四年制大学（回答は国立大 50，公立大
32，私立大 290）が取り組んでいる主なものは次のとおりである。
学生ボランティア紹介・派遣（需給・調整含む） 112
情報交換・提供（連絡・調整含む） 107
教育（学校）支援ボランティア派遣 102
行事・イベント開催・協力（実行委員派遣含む） 93
地域清掃・美化活動 29
ボランティア講習会開催 22
市町村と協定等を結ぶ 16
防犯・安全活動 16
子育て支援（保育）ボランティア 14
防災活動 13
大学授業への講師依頼 9
連絡会議開催 7
・学生ボランティア活動推進における今後の重点施策
　回答のあった国公立 59校，私立 234 校で取り組んでいる主なものは次のとおりである。
地域とのさまざまな連携・協働の推進と強化 53
ボランティアの意義についてのさらなる啓発・周知 23
ボランティア学生の拡大（養成講座を含む） 20
ボランティア情報の適正な収集・提供 18
ボランティア需給・調整の工夫（コーディネーション体制の確立） 16
ボランティア推進のための環境整備 12
大学の個性を活かした活動・事業展開 9
地域ネットワークの構築 9
教員や授業との連携強化・拡大 9
ボランティアセンターの設置（推進組織の確立） 8
他大学との情報交換・交流 7
ボランティア教育活動の充実 7
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